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命 令 書（写） 

 

           

 再 審 査 申 立 人  株式会社Ｙ 

           

 

           

 再審査被申立人  Ｘ組合 

                 

 

上記当事者間の中労委平成２７年（不再）第１３号事件（初審東京

都労委平成２４年（不）第９６号事件）について、当委員会は、平成

３１年２月６日第１７４２回公益委員会議において、会長公益委員山

川隆一、公益委員三輪和雄、同荒木尚志、同山本眞弓、同鎌田耕一、

同中窪裕也、同森戸英幸、同鹿野菜穂子、同木本洋子、同沖野眞已、

同両角道代、同横溝久美、同松下淳一、同杉原麗出席し、合議の上、

次のとおり命令する。 

 

主   文 

 

初審命令を取り消し、本件救済申立てを棄却する。 

 

理   由 
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第１ 事案の概要等 

１ 事案の概要 

本件は、Ｙ・フランチャイズ・チェーンのフランチャイザー（本

部）として、コンビニエンスストア「Ｙ」（以下「Ｙ店」又は「店

舗」という。）のフランチャイズ事業を展開している株式会社Ｙ（以

下、後記第３の１⑴の合併等の前後を問わず「会社」といい、合併

前の会社を指して特に「旧会社」ということもある。）が、同チェ

ーンのフランチャイジーとしてＹ・フランチャイズ契約（以下「本

件フランチャイズ契約」という。）を締結する加盟者（以下「加盟

者」といい、加盟者が運営する店舗を「加盟店」という。）を主た

る構成員とするＸ組合（以下「組合」という。）からの「再契約の

可否に関する具体的基準」を議題とする平成２４年９月４日付け

（以下「平成」の年号は省略する。）及び同年１０月２日付けの団

体交渉申入れ（以下「本件団体交渉申入れ」という。）に応じなか

ったことが、労働組合法（以下「労組法」という。）第７条第２号

の不当労働行為に当たるとして、組合が、同年１２月５日、東京都

労働委員会（以下「東京都労委」という。）に救済を申し立てた事

件である。 

２ 請求する救済の内容の要旨 

⑴ 誠実団体交渉応諾 

⑵ 誓約文の交付 

３ 初審命令の要旨 

 初審東京都労委は、２７年３月１７日付けで、加盟者は、会社との

関係において労組法上の労働者に当たり、会社が組合との団体交渉

に応じなかったことは正当な理由のない団体交渉拒否であると判断

して、会社に対し、誠実団体交渉応諾及び文書交付を命じることを
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決定し、同年４月１６日、命令書（以下「初審命令」という。）を交

付した。 

４ 再審査申立ての要旨 

    会社は、上記初審命令を不服として、２７年４月２２日、初審命

令の取消し及び本件救済申立ての棄却を求めて再審査を申し立て

た。 

 なお、２８年９月１日、旧会社とＣ１会社の合併に伴い、旧会社の

事業を会社分割により承継したＣ２会社（Ｃ１会社の子会社）が、株

式会社Ｙに商号を変更し（後記第３の１⑴）、本件における再審査

申立人の地位を承継した。 

５ 本件の争点 

会社が、本件団体交渉申入れに応じなかったことは、正当な理由

のない団体交渉拒否に当たるか。その前提として、加盟者は、労組

法上の労働者に当たるか。 

 

第２ 当事者の主張の要旨 

１ 組合の主張 

⑴  本件の加盟者に対する労組法の適用について（判断枠組みにつ

いて） 

本件における判断の対象は、組合に加入している加盟者の労働

者性である。労組法上の労働者性は、業務委託形式かフランチャ

イズ形式かを問わず、契約の形式に拘泥することなく、契約の実

態に沿って判断すべきとするのが判例及び２３年７月の労使関

係法研究会報告書（以下「報告書」という。）の本旨である。した

がって、本件においても報告書の諸要素に沿って判断をすべきで

ある。 



- 4 - 

 

⑵  判断要素への当てはめ 

ア 事業組織への組入れについて 

(ｱ) 会社の行う事業とは、「Ｙ」チェーンとして、本件フランチャ

イズ契約に基づき「Ｙ」の統一的イメージと同一のシステムの

下で、加盟者にＹ店を統一的指導・援助によって運営させてい

る事業の全体を指すものと解すべきである。 

(ｲ) Ｙ店のほとんど（約９５％）は加盟店であり、加盟店の売上

げが会社の収益の中核を担っている。 

また、会社は、顧客がどこの店舗を訪れても同様のサービス

を画一的・統一的に受けられるよう、自らが開発したＹ・シス

テムを加盟店に導入している。加盟者は、本件フランチャイズ

契約上、会社の用意する標章を利用し、経営のノウハウに従い、

そのＹというブランドのイメージを損なわないように店舗の

運営を行わなければならないとされており、そのような店舗運

営を行うことを通じて、会社の事業の中核を担っている。会社

は、マニュアルを加盟者に提供し、マニュアルに基づく店舗運

営をさせる等して、加盟店のサービスの画一性・統一性を確保

しているが、これは、加盟店も会社の事業の一部として組み込

まれていることを示すものである。 

(ｳ) 会社は、加盟者及び加盟店の従業員（以下「ストアスタッフ」

ということもある。）に対し、会社が定めたユニフォームやバッ

ジを着用させる等しており、加盟者及び加盟店の対外的な表示

を第三者がみれば、加盟店を会社の運営する店舗と捉えるのが

通常である。 

(ｴ) さらに、会社が、加盟店の顧客からの苦情を受け付けている

こと、ストアスタッフを表彰する制度を主催していること、「競



- 5 - 

 

合比較調査」（後記第３の４⑷エ）を実施していることからすれ

ば、会社は、加盟者及び加盟店をその事業組織の一部と捉えて

いる。 

(ｵ) 会社の事業組織の一部である会社が直接運営する直営店と

同様に、加盟店でも売上金を毎日会社に送金する等、店舗から

本部に対する金銭の流れにおいて、加盟店は直営店と変わると

ころはない。したがって、加盟店は、直営店と同様に会社の事

業組織に組み込まれているというべきである。 

(ｶ) 本件フランチャイズ契約上、加盟者は、店舗の管理・運営の

全てを行う権限・責任を有する店長になることが義務付けられ、

店長になると他の業務に従事することを禁じられる。実態とし

ても、加盟者は、本部フィーの割合が大きいため、接客・清掃

など店舗の日々の業務に従事しないと、店舗の収益を確保する

ことができない。 

(ｷ) このように、加盟店は、会社の行う事業の必要不可欠な中核

部門を担い、加盟者はその中で、店舗運営のための必要不可欠

な労働力を担う者として、会社の事業組織に組み入れられてい

る。 

イ 契約内容の一方的・定型的決定について 

加盟者は、会社の定める内容どおりに本件フランチャイズ契

約を締結しなければならない。一方、会社は、本件フランチャ

イズ契約において、契約やＹ・システムの内容を自由に変更で

きることとされており、加盟者が運営すべき店舗も決めている。

また、契約期間の延長や再契約は、Ｙ・システムの統一性の確

保に直接関わる問題ではないが、本件フランチャイズ契約上、

会社が自由な判断で決定できることとされている。 
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このように、本件フランチャイズ契約の内容は、加盟者の個

別の要望や意向を反映することなく、会社が独自の判断でその

細部を定め、自由に変更を加えることができるものである。さ

らに契約の延長・更新もまた、会社の自由な判断により決定さ

れるものとされている。したがって、本件フランチャイズ契約

の内容は、会社の優越的地位の下で一方的に決定されているも

のというべきである。 

ウ 報酬の労務対価性について 

会社は、加盟者に対し、本件フランチャイズ契約締結時の説

明や、健康診断の受診に際し、加盟者の標準的な勤務時間を示

しており、加盟者自身が店舗業務を行うことを予定しており、

実態としても、組合に加入した加盟者は相当時間店舗業務を行

っている。店舗運営はＹ・システムに従うこととされているた

め、店舗運営に係る加盟者の裁量は狭いものとなっており、組

合員の就労実態をみても、その稼働内容は、加盟者の雇用する

ストアスタッフや直営店の店長と何ら変わらない。加盟者は、

売上金を毎日本部に送金し、会社は、この売上金から売上原価、

本部フィー、営業費等を控除した上で、毎月定額の引出金及び

３か月に一度の配分金を加盟者に支払っている。このような引

出金及び配分金は、月例賃金と賞与に類する。また、引出金は、

最低保証制度を通じて支払が担保されていることからも、加盟

者の生活保障のために支給される賃金に準じるものというべ

きである。 

このように、加盟者は、会社の事業組織に組み入れられた上、

Ｙ・システムに従った業務運営を、その肉体的・精神的労務の

提供によって行っているのであり、引出金及び配分金は、かか



- 7 - 

 

る労務に対する報酬又はこれに準ずるものとしての性格を有

する。なお、２４時間営業奨励金（後記第３の４⑵ア(ｱ)）につ

いても少なくとも一部に労務提供の対価性があると評価する

ことができる。 

エ 業務の依頼に応ずべき関係について 

加盟者は、Ｙ・システムに従って店舗運営に従事し、Ｙ・イ

メージを維持・形成しなければならない。そのため、本件フラ

ンチャイズ契約上、会社は、店舗の仕様・レイアウト、商品の

仕入先、発注、陳列方法、販売代金の支払方法、営業費管理、

衛生管理、服装、従業員教育など店舗運営のあらゆる場面で加

盟者に対する指示・指定を行い、加盟者は原則としてこれに従

うことされており、加盟者は店舗運営という業務を遂行する上

で、会社から相当程度の指揮監督を受けることが予定されてい

る。実態をみても、会社は、店舗運営のあらゆる場面について、

その手順・方法を示すマニュアルを作成し、これに従った店舗

運営を、巡回指導担当者（会社の従業員であるスーパーバイザ

ー（以下「ＳＶ」という。））を通じて加盟者に指導している。 

会社が再契約の可否を一方的に決められる立場にあり、これ

を踏まえて加盟者に対して店舗運営の方法を細かく助言指導

することにより、加盟者は、会社の指導に従った店舗運営をし

なければ再契約はされないという不安に駆られつつ、店舗運営

に当たっている。実際、再契約を希望しながら、経営力審査基

準（後記第３の４⑷イ(ｱ)）の合格点未達や、競合比較調査（同

エ）で競合店舗に劣っていたことを理由に再契約を拒否された

加盟者もいる。 

以上のとおりであるから、加盟者は、会社との間で、会社の
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業務の依頼に応ずべき基本的な関係にある。 

オ 広い意味での指揮監督下の労務提供、一定の時間的場所的拘

束について 

(ｱ) 上記エのとおり、会社は、店舗運営のあらゆる場面について、

その手順・方法を示すマニュアルを作成し、これに従った店舗

運営を、ＳＶを通じて加盟者に指導している。加盟者が会社の

助言・指導に従わない場合、会社は、加盟店の運営がＹ・シス

テムに沿わないものになり、Ｙ・イメージを損なうものである

として、本件フランチャイズ契約を解除することもあり得るし、

そうでなくても、再契約を拒否することもある。Ｙ・システム

やＹ・イメージの範囲内での加盟者の裁量は、著しく狭いもの

であって、会社が自ら設定するＹ・システムやＹ・イメージを

離れた加盟店の自由な店舗運営を許さないという基本的拘束

関係は、会社が加盟者に対し、広い意味での指揮監督を及ぼし

ているものと評価できる。 

(ｲ) 加盟者には店舗で就業する義務があり、店舗の場所を選定す

るのは会社である。本件フランチャイズ契約上、加盟者は、１

日２４時間、年間３６５日店舗を開店して運営する義務がある。

加盟者が店舗における従業員のシフトを決める立場にあるこ

とは間違いないが、１週間の中で、相当時間を店舗業務に充て

なければならないことに変わりはない。１週間のどの日のどの

時間を店舗業務に充てるかを決められることをもって、加盟者

が一定の時間的拘束を受けていることにはならないとはいえ

ない。したがって、加盟者は、店舗運営に関し、強い時間的場

所的拘束を受けている。 
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カ 顕著な事業者性について 

フランチャイジーが事業者たる性格を有することを否定す

るものではないが、事業者性と労働者性が併存する場合、労働

者性が否定される程の「顕著な事業者性」を欠くときには、労

組法上の労働者性が肯定されることになる。 

そして、上記アないしオで述べたことからすると、加盟者は、

自らの独立した経営判断に基づいてその業務内容を差配して

収益管理を行う機会が実態として確保されているとはいえず、

名実ともに独立した事業者とはいえない。さらに、以下の点を

踏まえれば、加盟者が顕著な事業者性を有しないことは明らか

である。 

(ｱ) 本件フランチャイズ契約上、加盟者は、Ｙ店以外の場所でＹ・

システムと類似のシステムを使用した営業活動を行うことを

禁止されている。また、加盟者は、店舗を２４時間開店してお

くことを奨励され、１日１０時間以上店舗運営を行うことを予

定されている。この中で、加盟者がＹ店以外のコンビニエンス

ストアの運営を行うことは不可能である。 

(ｲ) 商品の発注・仕入れ・陳列等は、会社の推奨、指導、助言に

基づき行われており、加盟者に裁量はない。 

(ｳ) 加盟者は、毎日、店舗の売上金を含む販売受取高を会社に送

金しており、自らの収益の管理を自由に行うことができない。 

また、この販売受取高は、会社名義の口座によって一括して

管理されており、経済的な実態として会社に店舗の売上金が帰

属している。 

(ｴ) 加盟者が従業員を雇い入れるのは、会社の求める２４時間営

業に必要不可欠で、本件フランチャイズ契約が、他人労働力を
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前提とする契約内容になっているからである。従業員の雇用は、

実質的に会社の指示の下で行われている。店舗運営に当たって

自ら全く就労することなく、全て他人労働力を活用しているの

であればともかく、加盟者の就労状況からすれば、契約上の義

務を果たすために従業員を雇用していることをもって、顕著な

事業者性を有すると評価することはできない。 

(ｵ) 会社は、店舗の総収入を保証することにより引出金等の支払

を保証しているものということができる。また、合意解約の場

合、会社は、加盟者の在庫商品と用度品を買い取り、加盟者に

負債が残らないことがほとんどである。さらに、売上げと本部

フィーが密接に連動していることからすると、店舗運営不振の

リスクは会社のリスクでもある。このように、会社は、相当程

度店舗運営に係るリスクを負担しており、このことは、加盟者

が顕著な事業者でないことを示している。 

(ｶ) 売上げに寄与するのは店舗の立地及び会社が開発する商品

の商品力であることからすると、店舗の営業利益を確保するた

めに、Ｙ・システムという枠の中で加盟者ができることは、人

件費等営業費を圧縮することに過ぎず、経営者として自己の才

覚を利用する余地はない。また、各加盟店の営業利益の分布に

著しい差はなく、加盟者が経営判断に基づきその業務内容を差

配して収益管理を行う機会が実態として確保されているとい

えるまでの顕著な事業者性を有しているとはいえない。 

(ｷ) 加盟者が法人となる場合はあるが、法人契約であっても、法

人代表者は店長として実際に加盟店において就労するのであ

って、法人契約であることは代表者たる個人の就労実態に影響

を及ぼすものではない。また、複数店を運営している加盟者も
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存在するが、原則として１店舗では店長として稼働することが

義務付けられている。このように、たとえ加盟者の多くが法人

契約であり、あるいは複数店を運営しているとしても、加盟者

の労組法上の労働者性の有無はその実態に即して判断される

べきものであり、組合員の労組法上の労働者性を否定する根拠

になるものではない。 

⑶ 結論 

ア 本件における労働者性について 

加盟店は、会社の事業（上記⑵ア(ｱ)）の枢要な部分を担い、

加盟者は、加盟店の不可欠な労働力として、会社の事業組織に

組み入れられており、本件フランチャイズ契約の内容は、会社

により交渉の余地なく定型的かつ一方的に決定されており、加

盟者は、本件フランチャイズ契約の下、そして実態としてもＳ

Ｖを通じて会社から指導・監督を受けながら店舗運営のために

日夜稼働し、会社の義務付ける２４時間３６５日営業を実現す

るために時間的にも場所的にも強力に拘束されている。加盟者

の就労態様は、直営店の店長やストアスタッフと異なるところ

は少なく、Ｙ・システムという枠の中でのみ裁量を認められ、

独自の才覚を店舗運営に反映させる余地をほとんど与えられ

ていない。これらの事実関係を総合すると、組合員らは、団結

権・団体交渉権を保障すべき労組法上の労働者に当たる。 

イ 本件団体交渉申入れについて 

労組法上の労働者である加盟者で組織する組合は、「再契約

の可否に関する具体的基準」を議題とする団体交渉を申し入れ

たが、会社は、正当な理由なくこれを拒否している。したがっ

て、会社が本件団体交渉申入れに応じなかったことは、労組法
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第７条第２号の不当労働行為に当たる。 

２ 会社の主張 

⑴ 本件の加盟者に対する労組法の適用について（判断枠組みにつ

いて） 

加盟者は、形式的にも実質的にも独立した小売事業者であり、

報告書や判例が念頭に置く「業務委託を受けて労務を提供する個

人営業者」ではない。加盟者は、自らの計算とリスクにおいて小

売業を営む独立した事業者であり、会社から「業務委託を受けて」

いるわけでもなければ、会社に対し「労務を提供」しているわけ

でもない。会社がフランチャイズ・パッケージを提供する事業を

営んでいるのに対し、加盟者は、自ら仕入れた商品を自らの店舗

で販売することによって収益を得ており、会社とは別個独立の事

業を遂行しているのであって、一方が他方の「労働力」を利用し

て事業を行っているという関係にはない。したがって、加盟者は、

報告書等で示されている各判断要素を検討するまでもなく、労組

法上の労働者たり得ない。 

また、仮に報告書等で示されている各判断要素を検討するとし

ても、独立した小売事業者である加盟者と上記「業務委託を受け

て労務を提供する個人自営業者」との質的な違いが常に意識され

るべきであり、各判断要素の文言を本件フランチャイズ契約の加

盟者に形式的・表面的に適用すべきではない。 

⑵ 判断要素への当てはめ 

以下のとおり、本件においては、報告書が基本的な判断要素と

して挙げる「報酬の労務対価性」及び「事業組織への組入れ」が

認められず（下記ア及びイ）、「契約内容の一方的・定型的決定」

については殊更強調されるべきではないから（下記ウ）、本件の加
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盟者が労組法上の労働者に当たらないことは明らかである。 

また、その他の判断要素はいずれも補充的な判断要素にすぎず、

これらのみが認められたとしても、基本的に本件の加盟者に「労

働者」性が認められることにはならない。まして、本件の加盟者

にはこれらの補充的な判断要素さえも認められないから（下記エ

及びオ）、「労働者」への非該当性はより一層明らかである。 

このように積極的判断要素のいずれも認められないから、消極

的判断要素である「顕著な事業者性」を検討するまでもないが、

「顕著な事業者性」も容易に認められる（下記カ）。 

ア 報酬の労務対価性について 

加盟者は、小売業者として、自らコンビニエンスストアを経

営して、ビジネスリスクを負担しつつ、店舗経営から得られた

売上げから経費や本部フィーを控除した利益を自身の収入と

して得ているのであって、会社に対して労働力を提供し、その

対価として報酬を得ているとは評価し得ない。加盟者は、あく

までも、自身が会社に一旦預託した営業利益の一部を引当金等

として払戻しを受けているのであって、これを会社が加盟者に

対して支払う報酬と評価すべきではない。 

また、加盟者自らが店舗で稼働することを義務付けられてい

るわけではない。加盟者も自ら店舗にて稼働することがあるが、

これは自身の経営の一環として自らの事業を遂行しているの

であって、他者に対する労働力の提供とは評価し得ないから、

報酬の労務対価性の根拠にはならない。 

引出金及び配分金は、生活費のみならず、事業運営に必要な

費用として使われている。２４時間営業奨励金（後記第３の４

⑵ア(ｱ)）は、労務その他業務量の増大に関連して支払われるも
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のではなく、最低保証金は、営業利益を保証するものではない。 

イ 事業組織への組入れについて 

(ｱ) 会社が行っている事業は、フランチャイズ・パッケージを提

供するフランチャイズ事業である。会社は、フランチャイザー

として加盟者に対してフランチャイズ・システムを提供してい

るが、加盟店の経営はしていない。加盟者と会社はそれぞれ内

容の異なる別個独立の事業を営んでいるのであって、この点の

みをもってしても、加盟者が会社の業務の遂行に不可欠ないし

枢要な労働力として組織的に確保されるという関係にはなり

得ない。また、加盟者自身が店舗で稼働することがあったとし

ても、会社に対し労働力を提供していたと評価されるべきもの

ではない。会社のフランチャイズ事業に加盟者が組み入れられ

ているという関係はない。 

加盟者と会社はそれぞれが経営責任を負って別個独立の事

業を営み、各事業における収益はそれぞれに帰属するのであり、

加盟者の稼働時間や加盟者が得る利益は会社がコントロール

できる性質のものではない。したがって、加盟者が会社の業務

の遂行に不可欠ないし枢要な労働力として組織的に確保され

ているという関係にはなく、また、団体交渉によって労働力の

利用をめぐる問題を解決できるような関係にもない。 

(ｲ) 直営店に比して加盟店が多いのは、会社の事業がフランチャ

イズ事業であるからであり、フランチャイズ・パッケージの提

供の対価として得る本部フィーを主たる事業収入とすること

自体は、ライセンスビジネスとして当然のことであるから、事

業組織への組入れの一事情と解することはできない。また、加

盟者が日々の店舗運営を行うに当たってマニュアルを利用す
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ることは、本部フィーの対価として提供されるＹ・システムを

利用しているということにほかならず、これをもって、事業組

織への組入れの一事情と解することはできない。さらに、会社

が推奨商品の発注・納品等に関するシステムを構築しているか

らといって、加盟店の小売業者としての基本的な取引関係が変

更されるわけではなく、これをもって、事業組織への組入れの

一事情と解することはできない。 

(ｳ) ユニフォームやバッジの使用の義務付けについては、加盟者

及び会社の共通目標たる、ブランド戦略による店舗の売上げの

向上を目的とするものであって、このようなフランチャイズ・

ビジネスの特性から当然に生じる点を、その事実関係のみを表

面的に抜き出して労働者性の肯定的要素として評価すること

は、本件の本質を見誤っているものといわざるを得ない。 

(ｴ) 会社が一括してお客様相談センターにおいて消費者からの

苦情を受け付けているのは、その方が効率的であり、各店舗の

負担を軽減するためであり、苦情の処理は加盟者がその判断で

行うものである。また、会社がストアスタッフ表彰制度や競合

比較調査（後記第３の４⑷エ）を実施するのは、加盟者のモチ

ベーションを高め、売上向上を図ってもらうためであり、加盟

者が事業者であることを前提としており、このような制度が存

在することをもって事業組織への組入れが認められることに

はならない。 

(ｵ) 現金決済勘定は、会社・加盟者双方にとってメリットのある

仕組みとして採用されているものであって、加盟者も十分な説

明を受け、納得した上で契約を締結している。売上金の送金義

務のみを強調すべきではない。加盟者から預託された加盟店の
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営業利益は、会社の会計上も預り金として管理されており、直

営店とは金銭の取扱い・流れは異なる。 

(ｶ) 本件フランチャイズ契約上、加盟者及び補助者が店長及びマ

ネジャー（店長を補佐する者）となることが必須というわけで

はなく、実際、自ら稼働していない加盟者も存在する。そもそ

も、加盟者及び補助者が自ら店舗で稼働しているからといって、

他者に対する労働力の提供とは評価しえない。したがって、こ

れらの事情をもって事業組織への組入れの一事情と解するこ

とはできない。 

ウ 契約内容の一方的・定型的決定について 

「報酬の労務対価性」（上記ア）も「事業組織への組入れ」（同

イ）も認められない状況において、「契約内容の一方的・定型的

決定」を殊更重視して判断すべきではない。契約内容の一方的・

定型的決定は、零細事業者・下請事業者等の間でもみられる事

象である。本件のように独立の事業者間において交渉力に格差

がある場合、独占禁止法等によって保護されるべきである。 

また、契約内容の定型性は、フランチャイザーである会社が

フランチャイジーである各加盟者に対して均一のフランチャ

イズ・システムを提供するために必要であり、Ｙのブランド・

信用を維持するために不可欠であるがゆえに要請されるもの

である。 

さらに、契約内容が一方的に決定されていることについてい

えば、共存共栄の関係にある本件フランチャイズ契約の下では、

加盟者に一方的に不利な内容となるわけではない。すなわち、

契約内容の一方的・定型的決定は、フランチャイズ・ビジネス

の効率性を高めるとともに、共存共栄の関係における相互の利
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益を最大化するために要請されるものであるから、加盟者にお

ける労組法上の労働者性を判断するに当たって強調されるべ

きものではない。 

エ 業務の依頼に応ずべき関係について 

加盟者と会社はそれぞれ内容の異なる別個独立の事業を営

んでいるのであって（上記イ）、加盟者が会社に対して労務を提

供するような関係にはないから、「業務の依頼」そのものが観念

し得ない。 

加盟者は、会社から助言・指導・マニュアルの提供を受けて

いるが、これはフランチャイズ・パッケージ提供の一環であっ

て、加盟者が従う義務はなく、店舗運営に関する最終的な決定

権は、加盟者にある。また、会社が加盟者の意思に反して一方

的に更新拒絶をした例はなく、契約上も実態上も、加盟者がこ

れら助言等を採用しなかったからといってペナルティが課せ

られるわけではない。 

したがって、加盟者と会社の間には、「業務の依頼に応ずべき

関係」もない。 

オ 広い意味での指揮監督下の労務提供、一定の時間的場所的拘

束、専属性について 

(ｱ) 加盟者と会社はそれぞれ内容の異なる別個独立の事業を営

んでいるのであって（上記イ）、加盟者が会社に対して労務を提

供するような関係にはないから、指揮監督の有無も問題になり

得ない。 

会社による助言・指導・マニュアルの内容は、加盟者が任意

で採用するものであり（上記エ）、およそ指揮や監督といった類

いのものではない。加盟者が会社からの助言・指導を受け入れ
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ない場合でもペナルティは課せられない。 

本件フランチャイズ契約で一定の行為を禁止するのは、Ｙの

ブランド・信用を維持するためであって、加盟者の行為を管理・

監督するためではない。 

(ｲ) 加盟者は、自ら店舗で就業することもあるが、自身の経営の

一環として自ら就業時間等を決定し行っているものであって、

他者から指示を受けて行っているものではない。就業する場所

が各店舗という意味で場所は一定ではあるが、店舗の場所は加

入時に加盟者自身が決めている。したがって、加盟者が自らの

事業の遂行として店舗で稼働していることをもって時間的場

所的に拘束されているなどと評価すべきではなく、加盟者には

「一定の時間的場所的拘束性」も認められない。 

(ｳ) 加盟者は、コンビニエンスストアの経営以外の事業を行うこ

とは制限されておらず、多くの加盟者が他の事業に従事してい

る。 

カ 顕著な事業者性について 

加盟者は、契約上も実態上も、独立した小売業者として、経

営事項について自ら決定し、これに伴う経営リスクを負ってい

る。店舗の経営に当たっては、本件フランチャイズ契約上、フ

ランチャイズ・パッケージの提供を受ける権利を有し、これを

利用し、会社の助言等を参考にしながら自らの裁量で店舗を経

営している。また、加盟者は、自ら従業員を雇い、その指導・

管理を行っており、従業員を効率的に利用することにより、よ

り多くの利益を得ることができる。 

そして、加盟者は、より多くの収益獲得を目指して２ＦＣ契

約から１ＦＣ契約へのステップアップや複数店舗経営を行う
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ことが可能であり、多くの加盟者がこれらを実現している。 

このように、加盟者は、自ら店舗を構えて、その才覚で利得

する機会を有し自らリスクを引き受けて独立した事業を行う

者であるから、「顕著な事業者性」は当然に認められる。なお、

店舗ごとの営業利益の分布が一定の範囲に収まっていること

は「顕著な事業者性」を否定する根拠にはならない。 

⑶ その他考慮されるべきこと 

本件の加盟者は、独立した事業者であるとともに、本件フラン

チャイズ契約に基づくフランチャイジーなのであるから、会社と

加盟者の間の問題は、労組法上の団体交渉によって解決すること

ができるような性質のものでもない。 

⑷ 結論 

ア 本件における労働者性について 

加盟者は、独立した小売業者であり、報告書等で示されてい

る各判断要素を検討するまでもなく、労組法上の労働者に当た

らない。仮に上記各判断要素を当てはめたとしても、基本的な

判断要素である「報酬の労務対価性」及び「事業組織への組み

入れ」が認められないばかりか、その他の補充的な判断要素も

認められない一方、「顕著な事業者性」は容易に充足される。し

たがって、加盟者が労組法上の労働者に該当しないことは明ら

かである。 

イ 本件団体交渉申入れについて 

加盟者は労組法上の労働者ではないから、会社が本件団体交

渉申入れに応じなかったことは、労組法第７条第２号の不当労

働行為に当たらない。 
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第３ 当委員会の認定した事実 

１ 当事者等  

⑴ 会社 

会社は、食料品、衣料品、家庭用品、日用品雑貨等の販売等の

物品小売業に関するフランチャイズ・システムによるコンサルタ

ント事業等を定款上の事業目的としている株式会社で、Ｙ・フラ

ンチャイズ・チェーンを構成するＹ店のフランチャイズ事業を展

開している。 

なお、会社は、２８年９月１日、Ｃ１会社を吸収合併し、Ｃ３会

社に商号を変更した。そして、会社の上記事業は、会社分割によ

りＣ１会社の子会社であるＣ２会社に承継され、同社は、株式会社

Ｙに商号を変更した。 

⑵ 組合 

組合は、２４年８月２８日、本件フランチャイズ契約を締結す

る加盟者らによって結成され、再審査審問終結時の組合員数は１

７名である。 

組合員１７名のうち、Ａ１店のマネジャーを務めるＡ２書記長

（本件フランチャイズ契約締結の前後を問わず、以下「Ａ２マネジ

ャー」という。）を除く１６名は加盟者であり、その内訳は、個

人として本件フランチャイズ契約を締結している者が９名、本件

フランチャイズ契約を締結している法人の代表者を務めている

者が７名である。上記１６名のうち１３名は、Ａ３店の店長を務め

るＡ４執行委員長（本件フランチャイズ契約締結の前後を問わず、

以下「Ａ４店長」という。）、Ａ１店の店長を務めるＡ５組合員（本

件フランチャイズ契約締結の前後を問わず、以下「Ａ５店長」とい

う。）など、加盟店の店長（以下、加盟者の店長を「加盟者店長」
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という。）を務めている。また、その余の３名のうち２名は、マ

ネジャーを務めている（下記６⑵ア）。 

２ 会社のフランチャイズ事業 

 本件フランチャイズ契約上、Ｙ・フランチャイズ・チェーンのフ

ランチャイザー（本部）である会社は、商号、商標、その他商品、

営業の象徴となる「Ｙ・マーク」、独自の経営ノウハウである「Ｙ・

経営ノウハウ」及び店舗経営の支援を統合した「Ｙ・システム」（下

記３⑵）を開発・保有するものとしている。そして、会社は、同シ

ステムを加盟者に提供し、同システムの消費者に対する訴求、又は

同システムに対する消費者の支持・信頼（「Ｙ・イメージ」）の下に、

コンビニエンスストアの経営を行う権利を加盟者に与えるフラン

チャイズ事業を展開し、加盟者との契約関係に基づく信頼と協調関

係の下に、相互の事業の繁栄を実現することを主旨として、加盟者

の募集を行うものとしている。 

加盟者は、本件フランチャイズ契約を締結すると、会社に対して

一定の対価（いわゆるロイヤリティ、本件においては「本部フィー」

という。）を支払うことにより、Ｙ・システムを利用してＹ店の経

営を行うことが可能となる。こうして加盟者が運営する加盟店のほ

かに、Ｙ店には、会社の従業員が店長を務め、会社が直接運営する

直営店があるが、いずれの店舗もＹ・システムに基づいて、全国的

にどこでも同一のシステムと統一的なイメージで運営されている。 

直営店は、加盟店と外見上の違いはない。直営店には、加盟者が

見つかるまでの暫定的なもので加盟店に切り替えることを想定し

ているもの、加盟店の店長・マネジャーや会社の従業員の研修を目

的としたもの、駅構内の売店業務を受託しているものなどがある。

会社においては、直営店を減らして加盟店を増やすことを方針とし
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ており、フランチャイズ方式による店舗展開が図られて加盟店の出

店が増加している。会社と本件フランチャイズ契約を結ぶ加盟店は、

２４年２月末現在には７，７７７店（Ｙの全店舗数は８，１６４店、

うち直営店は３８７店）であったが、２５年２月末現在では８，３

７５店（Ｙの全店舗数は８，７７２店、うち直営店は３９７店）と

なり、Ｙの全店舗の約９５％を占めている。そして、加盟者から得

る本部フィーは、会社の主要な事業収益となっている。会社の２４

年２月期損益計算書によれば、１，７５４億８，２００万円の本部

フィーが計上されており、この本部フィー収入は、会社の営業総収

入の約６４％を占めている。 

このように、会社は、自社が提供するＹ・システムを利用してコ

ンビニエンスストアを経営する加盟者を募集し、加盟店を増やして

Ｙ・フランチャイズ・チェーンを拡大することにより収益を上げて

いる。そのためには、会社としては、既存の加盟者及び加盟希望者

から同システムを利用すれば店舗運営が成功するという信頼を得

られるよう、同システムを維持し、かつ発展させなければならない

として、システムの「統一性」を重視している。 

３ 本件フランチャイズ契約の内容 

⑴ 契約の概要 

 本件フランチャイズ契約では、会社は、加盟者が店舗において、

Ｙ・システム（上記２）によりＹ店の経営を行うことを許諾する

とともに、加盟者に対し、同システムを提供するものとされてい

る。 

 他方、加盟者は、独立の事業者として、本件フランチャイズ契

約を締結し、Ｙ・システムがコンビニエンスストアの経営に有益

であり、かつＹ・イメージ（上記２）を維持・形成する上で必要
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不可欠であることを十分理解し、同システムを守り、活用して、

その責任と負担において加盟店の経営に当たり、その経営上の結

果は全て加盟者に帰属するものとされている。そして、加盟者は、

加盟店の営業総利益に応じて、同システムの提供を受ける対価で

ある本部フィー（下記⑶イ(ｲ)）を毎月会社に支払うものとされて

いる。 

加盟者にとっては、コンビニエンスストアを経営したことがな

いために専門的な知識・ノウハウがなかったとしても、Ｙ・シス

テムの提供を受ければ店舗を経営できるようになることに、本件

フランチャイズ契約を締結するメリットがあるとされている。 

なお、フランチャイズ事業では、店舗を統一的に運営しないと

チェーン全体に対する顧客の支持・信頼が得られず、また、Ｙ・

システムの内容が加盟者ごとに決められると、効率的なシステム

を構築することができなくなるとして、システムの統一性・効率

性を確保するために、本件フランチャイズ契約の内容は、会社に

より定型的に決定されている。 

⑵ Ｙ・システム  

ア 本件フランチャイズ契約において、会社が加盟者に提供する

「Ｙ・システム」（上記２）の内容は、次のとおりである。なお、

同契約上、Ｙ・システムの内容と提供の方法は、会社が定める

ものであり、加盟者の考えと一致するとは限らないとされてい

る。 

(ｱ) Ｙ・マーク 

①店舗仕様基準、②貸与物件、③会社の推奨する商品、用度

品・備品、店舗運営用取引の目的物 

(ｲ) Ｙ・経営ノウハウ 
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①店長研修、従業員教育用の教材、②店舗仕様基準、店舗レ

イアウト、貸与物件、③従業員の募集・労働条件等、商品の陳

列、販売価格、売上向上、接客、クリンネス、営業費管理に関

する助言・指導、推奨、④商品の仕入体制の構築と推奨、用度

品・備品、店舗運営用取引の購入などの体制の構築と推奨、⑤

情報システム、物流システム、⑥販促活動 

(ｳ) 店舗経営の支援 

①福利厚生、②運営代行、③商品仕入代金などに関する支払・

預託・引渡しの代行、④現金決済勘定による自動融資、⑤取引

の記帳、会計書類の作成・提出、⑥保険による損害の賠償 

イ 会社は、加盟者に対し、本件フランチャイズ契約の締結に際

して、Ｙ・フランチャイズ・チェーンの店舗の一つを経営する

に当たり最も重要なのは「統一性」であり、顧客に繰り返し利

用されるよう顧客の支持・信頼を得るためには、どの店舗を利

用しても同じ商品を購入できるといった同じサービスを受け

られることが必要であるとして、これを実現するために契約で

定めたルールを守るよう求めている。Ｙ・システムは、顧客が

どの店舗を利用しても提供されるサービス、すなわち、全ての

店舗が提供すべきサービスの内容を示したものである。 

ウ そして、本件フランチャイズ契約上、加盟者は、Ｙ・システ

ムを守り、活用することにより、加盟店の経営に当たるものと

されており、Ｙ・システムについて会社から変更の指示を受け

たときは、定められた期間内にその変更に応じなければならな

い。また、加盟者は、フランチャイジーの権利を行使するに当

たり、システムの統一性を確保し、Ｙのブランドが損なわれな

いように、次の行為を禁止されている。 
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① Ｙ・マークとは異なるマークの使用、消費者からの信頼失

墜などＹ・イメージを低下させ、もしくはそのおそれのある

行為 

② Ｙ・システムの統一性に反する店舗作り、品揃えなど、同

システムに有害な、もしくは害を及ぼすおそれのある行為 

③ 会社の保有するＹ・マーク、Ｙ経営ノウハウ、もしくはＹ・

システムの提供手段である手引、書類、図面、写真、用紙な

どに関する商標権、ノウハウ、著作権その他の権利を侵害し、

もしくはそのおそれのある行為 

④ ③の商標権等会社の保有する権利を第三者へ使用許諾す

ること 

⑤ 自ら、もしくは第三者が店舗物件以外の場所においてＹ・

システムと同一もしくは類似のシステムで営業活動を行う

こと 

エ このように、本件フランチャイズ契約では、会社は、Ｙ・シ

ステムを店舗の運営に不可欠なものとして加盟者に提供する

一方で、同システムの価値が損なわれ、会社及び他の加盟者に

不利益が生じないよう、加盟者に所定の義務を課す等している。 

⑶ 契約の種別等 

ア 契約の種別 

本件フランチャイズ契約には、加盟者が準備すべき資金等の

契約条件に応じて、店舗ごとに４つの契約形態がある。大別し

て１ＦＣ契約と２ＦＣ契約があり、１ＦＣ契約には、１ＦＣ－

Ａ、１ＦＣ－Ｂ及び１ＦＣ－Ｃの３形態が、２ＦＣ契約には、

２ＦＣ－Ｎとその前身の２ＦＣ（２ＦＣ－２０００）がある（以

下、単に「２ＦＣ契約」と表記した場合は、２ＦＣ－２０００
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及び２ＦＣ－Ｎの双方を含むものとする。）。 

２９年２月末日現在の契約形態ごとの店舗数は次表のとお

りである。 

加盟店 直営店 

(参考) 

契約形態 1FC-A 1FC-B 1FC-C 2FC-N  

店舗数 1,245 

(10.7%) 

593 

(5.1%) 

4,692 

(40.2%) 

5,145 

(44.1%) 

356 

なお、会社は、加盟者が開店から満５年経過したときに、５

年間における契約違反の有無、店舗会計の健全性など会社の定

める基準（経営力審査基準、下記４⑷イ(ｱ)）を満たした場合に、

契約形態を２ＦＣ契約から１ＦＣ契約（１ＦＣ－Ｂ又は１ＦＣ

－Ｃ）に変更することができる制度（ステップアップ制度）を

設けて、２ＦＣ契約から１ＦＣ契約（１ＦＣ－Ｂ又は１ＦＣ－

Ｃ）への移行を奨励しており、本件フランチャイズ契約締結前

でも加盟希望者に対して上記制度の内容を周知している。 

イ 契約内容の相違点 

(ｱ) 店舗調達、店舗投資 

加盟者は、以下のとおり、契約形態に応じた費用を負担して、

店舗物件（Ｙ店の経営に供する建物・敷地・駐車場）を調達し

たり、店舗投資（店舗物件をＹ店として使用するために必要な

各種工事）を行って、これらの物的な経営資源をＹ店の経営に

供している。 

ａ １ＦＣ－Ａでは、加盟者が自らの資金で店舗物件を調達し、

店舗投資を行う。１ＦＣ－Ａは、自己の所有又は賃借する店

舗物件で酒販店、食料品店等を営んでいる小売店主がコンビ
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ニエンスストアに業態を変更する場合や、鉄道会社、運送会

社、不動産会社、建築会社等が自己の所有又は賃借する店舗

物件でコンビニエンスストアを始める場合等に使用される

契約である。 

ｂ １ＦＣ－Ｂは、加盟者が店舗物件を調達し、店舗投資のう

ち建物の内装工事以外のものを行う点では１ＦＣ－Ａと同

じであるが、建物の内装工事は会社が行う点で１ＦＣ－Ａと

異なる。 

ｃ １ＦＣ－Ｃは、建物の内装工事を加盟者が行う点で１ＦＣ

－Ａと同じであるが、店舗物件の調達や建物の内装工事以外

の店舗投資は会社が行う点では１ＦＣ－Ａ及び１ＦＣ－Ｂ

と異なり、２ＦＣ契約と同じである。 

ｄ ２ＦＣ契約では、店舗物件の調達、店舗投資を行うのは、

加盟者ではなく会社であり、店舗物件は、会社から加盟者に

使用貸借される。 

(ｲ) 本部フィー 

 １ＦＣ契約と２ＦＣ契約では、加盟者が店舗物件の調達、店

舗投資に支出する費用の違いから、次表のとおり、本部フィー

の割合（営業総利益の金額に対して乗じられる料率）が異なる。 

 

1FC-A 

 

 

1FC-B 

 

1FC-C 

2FC-N 

当月の営業総

利益のうち 

開店 

～5年目 

6年目以

降（※） 

 

35% 

 

38% 

 

48% 

～ 300万円

以下の部分 

48％ 46％ 

300万1円以 60％ 57％ 
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上450万円

以下の部分 

450万1円以

上の部分 

65％ 61％ 

※2FC-Nインセンティブが適用された場合 

（２４年７月現在） 

２ＦＣ契約では、加盟者自らが土地・建物を所有又は賃借

しておらず、建物工事や内装工事も全て会社が費用を負担し

ていることから（上記(ｱ)ｄ）、２ＦＣの本部フィーには、Ｙ・

システムの提供を受ける対価のほか、会社が費用を負担した

店舗物件や店舗投資等の対価が含まれており、その割合は営

業総利益に対して累進的に設定され、また、１ＦＣ契約と比

較すると、高く設定されている。 

また、経営力審査基準（下記４⑷イ(ｱ)）を充足している場

合、開店から６年目以降の本部フィーを減額される制度（２

ＦＣ－Ｎインセンティブ）がある。 

(ｳ) 店長及びマネジャー（店舗の運営体制） 

ａ Ｙ店の店舗運営は、店長、マネジャー、ストアスタッフ（下

記４⑵カ）により行われる。 

店長は、Ｙ店の管理・運営の全てを行う権限・責任を有す

る者であり、マネジャーは、店長を補佐する者である。店長

及びマネジャーは、いずれの契約形態（上記ア）においても、

契約上「Ｙ店の運営に専念する義務を負担し、他の業務に従

事してはならない。」とされ、健康診断によりコンビニエンス

ストアの運営を行うのに適する健康状態であることが求め

られるほか、店長研修を修了しなければならないものと定め



- 29 - 

 

られている。なお、健康診断を受診する際には、週１日程度

の休日で、１日当たり１０時間以上の就業時間とした場合に

おける支障や問題の有無について、医師の所見を求めること

になっている。また、いずれの契約形態においても、契約上、

店長研修（下記⑸ア）を修了しなかった場合、開店は認めら

れず、本件フランチャイズ契約は当然に終了することが定め

られている。 

ｂ １ＦＣ契約では、①個人契約の場合は原則として当該個人

が店長となり、その配偶者がマネジャーとなる、②法人契約

の場合は原則として当該法人の代表者が店長となり、当該法

人の役員、社員がマネジャーとなる、③いずれの場合でも会

社の承諾があるときは他の者を店長やマネジャーとして選

任できる、との規定が設けられている。このように、１ＦＣ

契約の場合、加盟者は、法人契約（下記ウ(ｱ)）が可能な上に、

従業員を雇用して店長やマネジャーとして選任することが

できる（店長として雇用された従業員を「雇用店長」といい、

マネジャーとして雇用された従業員を「雇用マネジャー」と

いう。）。 

ｃ 他方、２ＦＣ契約では、１ＦＣ契約にある上記規定は設け

られておらず、個人契約が前提とされ、加盟者が店長となり、

また、加盟者の親族がマネジャーだけではなく、加盟者の補

助者兼連帯保証人となるよう定められている。 

ただし、２ＦＣ契約の場合でも、会社は、運用上、法人契

約を認めている。もっとも、２ＦＣ契約は１ＦＣ契約と比べ

て本部フィーの割合が高いため（上記(ｲ)）、会社としては、

加盟者が加盟者以外の者を店長として選任・雇用すると、そ
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の給料の負担が過大となり、店舗経営が立ち行かなくなるお

それがあるとして、この場合でも、法人の代表者が店長とな

ることを原則としている（ただし、運用上、雇用店長を選任

することも認めている）。 

なお、２ＦＣ契約の場合でも、会社は、運用上、加盟者自

身は店長とならず、雇用店長を選任することも認めている。

もっとも、２ＦＣ契約の加盟者において、加盟者自身が店長

となっていない例は僅かである（２６年５月末時点において、

２ＦＣ契約により１店舗のみ経営している加盟者（１，８６

３名）のうち店長となっていない者は約１．７％（３１名）

であり、その中には店舗での業務に全く従事しない者（１２

名）もいる。）。  

ｄ いずれの契約形態においても、加盟者が他の事業を営む場

合や複数店舗を経営している場合（下記ウ(ｲ)）には、雇用店

長が選任されることになる（なお、本件フランチャイズ契約

上、加盟者やその関係者が他の事業を営むことは禁止されて

いないが、加盟者やその関係者が他の事業を営む場合、Ｙ店

の経営とは明確に分離することが求められ、営業表示、従業

員、取引記録、損益、資産等全ての事項について経営上の混

同を生じさせてはならず、店舗物件において他の事業を営む

ことは原則として禁止されている。）。雇用店長が選任されて

いる店舗は、全加盟店（８，３７５店）のうち４，９２５店

（５９．０％）である（２５年２月末現在）。また、全加盟者

（４，７８２名）のうち、少なくとも３，２８９名（６８．

８％）は店長を務めている一方、少なくとも約２割の加盟者

は店長となっていないものとみられる（２７年５月末現在）。  
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ｅ なお、会社は、運営体制が整う「夫婦加盟」の促進を目的

として、新規で夫婦加盟した場合に開店準備手数料を免除す

る等のインセンティブを付与する「夫婦加盟推進制度」を設

けていたことがあった。 

ウ 法人契約・複数店契約 

(ｱ) 法人契約 

本件フランチャイズ契約では、個人契約（加盟者が個人の場

合）のほか、法人契約（加盟者が法人の場合）が可能である。

会社は、法人契約を推進しており、全加盟店（８，３７５店）

のうち５，１３６店（６１．４％）が法人契約である（２５年

２月末現在）。 

この場合、加盟者に対する報酬は、当該法人から支払われる

ことになる。 

(ｲ) 複数店契約 

加盟者は、複数の本件フランチャイズ契約（以下「複数店契

約」という。）を締結して、複数の店舗を経営することも可能で

ある。この場合、本件フランチャイズ契約は、店舗ごとに結ば

れる。 

会社も、複数の店舗を経営することで利益を拡大することが

できること、店舗同士で余剰人員や余剰商品を融通し合うこと

で経営の合理化ができること、経営環境の悪化時にリスクの分

散ができることにメリットがあるとして、複数店舗の経営を推

奨している。そこで、会社は、２ＦＣ契約の加盟者に対しては、

２店舗目以降にインセンティブフィー（上記イ(ｲ)）を前倒しし

て適用することができる制度（２ＦＣ複数店経営制度）を設け

るほか（２５年４月現在）、１ＦＣ契約の加盟者に対しては、会
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社の定める基準（経営力審査基準、下記４⑷イ(ｱ)）を満たした

場合に、２店舗目以降の営業総利益に応じた奨励金を支給する

制度（１ＦＣ複数店奨励金制度）を設けている。なお、２ＦＣ

契約による経営可能な店舗数は、２６年３月までは３店舗まで

との上限があったが、同年４月以降は上限がなくなった。 

加盟者としては、２店舗目以降の新店舗を出店しようとする

に当たり、多くの場合は会社から紹介された候補地（既存店や

新規に開発された店舗）に出店するか否かを判断しており（下

記⑷ア）、自身の判断で出店しない場合もある。また、加盟者か

ら、会社に対し、自ら候補地の紹介を求めたり、出店場所を探

して候補地として提案する場合もある。 

１ＦＣ契約と２ＦＣ契約を合わせて、加盟者１名当たりの経

営店舗数（２７年５月末現在）は次表のとおりである。 

このように、１店舗のみ経営する者は、全契約者（４，７８２

名）のうち、２，９２８名（６１．２％）であるが、そのう

ち、１，０５１名（３５．９％）が１ＦＣ契約であり、１，８

７７名（６４．１％）は２ＦＣ契約である。 

⑷ 本件フランチャイズ契約締結までの流れ 

ア 店舗の開発と加盟者の募集 

(ｱ) 会社では、自社の出店戦略に基づいて全国的な店舗展開を図

経営店舗数 加盟者数 店舗数 

１０～ 136 2.8% 2,060 20.4% 

５～９ 232 4.9% 1,437 14.2% 

２～４ 1,486 31.1% 3,671 36.4% 

１ 2,928 61.2% 2,928 29.0% 

合計 4,782 100.0% 10,096 100.0% 
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っている。会社には、国内に２１か所のディストリクトと呼ば

れる地方組織（以下「ディストリクト」という。）が設けられて

おり、各ディストリクトの開発担当者が出店候補地の地主・家

主と交渉を開始し、内諾が得られた段階で、本部の出店審査が

行われ、最終的に出店の可否が決定されている。 

出店候補地の地主・家主が加盟者にならず、新しく出店され

る店舗の経営を担う加盟者を募集することになる場合には、そ

の募集は、上記の出店審査と並行して行われ、既存の加盟者か

ら応募者が見つからなければ、新規の加盟者を探すこととなる。

会社では、定期的に加盟希望者向けの説明会を開催し、希望者

から聴取した出店場所の希望を踏まえて、適任者に出店を打診

しているが、断られることもある。 

このように、会社が店舗を用意する場合、店舗の立地は、会

社が決めており、会社としては、自社の用意した店舗での営業

を加盟者又は加盟希望者に勧めることになる。 

(ｲ) 会社は、加盟者の獲得を促進するために、夫婦加盟推進制度

（上記⑶イ(ｳ)ｅ）を設けていたことがあった。会社はその他に、

①新規の加盟者を対象にした融資制度（下記⑸ウ(ｱ)）、②既存

店を対象にした１ＦＣ複数店奨励金制度及び２ＦＣ複数店経

営制度（上記⑶ウ(ｲ)）並びにストアスタッフ等の独立制度（下

記４⑵カ(ｳ)）、③直営店の店長を対象にした加盟支援制度、④

物件情報、加盟希望者の紹介に対し紹介料を支払う紹介料制度

を設けている。 

(ｳ) なお、本件フランチャイズ契約上、会社は、加盟者に、加盟

者の店舗が立地する地域において排他的かつ独占的営業を行

うことができる「テリトリー権」を与えておらず、本件フラン
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チャイズ契約には「乙（加盟者）は、コンビニエンスストアの

業態が、消費者に対し最大限の利便性を提供することを目的と

することを理解し、甲（会社）が、この目的に応じるため、そ

の出店戦略に基づき、いつでも、また、地域を問わず、新たに

直営店、フランチャイズ店を開設することを承諾します。」と定

められている。 

このため、会社は、上記(ｱ)のとおり自社の出店戦略に基づい

て、既存店の近隣に新店舗の出店を図ることがあるが、このよ

うな「近隣出店」が行われる場合、会社は、既存店を経営する

加盟者に対して事前に、出店に関する情報を提供することが本

件フランチャイズ契約に定められており、会社は、既存店を経

営する加盟者に新店舗の経営を打診することもある。 

イ 契約締結時の説明 

会社は、加盟希望者に対し、「フランチャイズ契約の要点と概

説（法定開示書）」や「Ｙ・フランチャイズ契約のご説明」等を

用いて、本件フランチャイズ契約の内容についての説明を行っ

ている。これらの書面には、加盟者が独立した事業者であり、

自らの責任と負担で店舗を経営し、経営上の結果は利益であっ

ても、損失であっても、全て加盟者に帰属する旨が記載されて

いる。 

また、会社は、店舗が１０年間存続することを前提として近

隣の新店開発の方針・計画を立て、商品の配送・店舗巡回の体

制を組んでいるが、加盟希望者に対しては、当該店舗につき、

店舗のマーケット環境についての立地調査報告書及び店舗営

業による業績の予測に関する情報を提供する書面である「事業

ガイドライン」を渡して説明を行っており、その上で当該店舗
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についての契約が締結されている（既存加盟者と新規店舗につ

き契約を締結する場合も同様である。）。 

会社は、本件フランチャイズ契約上、会社が定めた条項に対

する特約を設けることを予定しておらず、加盟希望者は、自ら

の事情に合わせて契約形態（上記⑶ア）を選択し、会社が用意

した定型的な契約書に基づいて、本件フランチャイズ契約を締

結している。 

⑸ 本件フランチャイズ契約締結から開店までの流れ 

 本件フランチャイズ契約締結から開店までの間、店長及びマネ

ジャーとなる者は店長研修（下記ア）を受講し、Ｙ店の店舗作り

（下記イ）、開店準備（下記ウ）が進められる。本件フランチャイ

ズ契約上、会社は、これらの進み具合を考慮して開店日を決定し、

店長研修を修了しないときには開店を認めず、開店の前日までに、

加盟者の帰責事由により、店舗作りや開店準備に未了のものがあ

るときは、開店を認めないことができる。 

ア 店長研修 

本件フランチャイズ契約上、同契約の締結後、店長及びマネ

ジャーは、Ｙ店の経営や運営に必要な知識を習得するため、会

社が定める内容と方法に従って、店長研修を受講しなければな

らない。 

店長研修は、直営店の店長も参加して行われるもので、①商

品の内容（商品知識）、②商品の発注、納品、③商品の陳列、④

商品の販売方法、⑤ＰＯＳレジスター操作、⑥商品の管理、⑦

接客・清掃、⑧売上金等の精算、⑨店舗会計等Ｙ店の運営に必

要な事項等を内容とするものであり、会社の研修施設での座学

や直営店での実地トレーニングにより１０日間行われる。店長
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研修で使用されているテキストでは、店舗運営の基本として、

Ｓ＆ＱＣ（下記４⑵ア(ｳ)ｃ）の徹底や、適切な人員配置、スト

アスタッフの育成の重要性が説明されている。 

本件フランチャイズ契約上、店長研修を修了しなかった場合

には、開店は認められず、本件フランチャイズ契約は当然に終

了することが定められている。 

イ 店舗作り 

１ＦＣ契約では、加盟者は、会社から提供された店舗仕様基

準（Ｙ店の標準的な仕様基準）及び店舗レイアウトに従って、

契約形態（上記⑶ア）に応じて、店舗投資の全部又は一部を負

担して、Ｙ店の店舗作りを行うこととされている。 

他方、２ＦＣ契約では、店舗物件の調達及び店舗投資を行う

のは、加盟者ではなく会社であり（同イ(ｱ)）、会社は、店舗仕

様基準に基づいて店舗投資を行い、店舗物件を加盟者に提供す

ることとされている。 

また、店内の販売用什器・機器等は、契約形態に関わらず、

会社から加盟者に貸与され、加盟者は、会社から提供された店

舗レイアウトに従ってこれらを店舗物件に設置し、保守・修繕

に必要な費用を負担することとされている。なお、加盟者が、

会社の承諾なく、本件フランチャイズ契約に定めのない販売用

什器・機器等を使用することはできない。 

ウ 開店準備 

(ｱ) 本件フランチャイズ契約上、契約締結後、加盟者は、会社に

対し、Ｙ・フランチャイズ・チェーンに加盟する対価として加

盟金（５０万円）、立地調査報告書及び事業ガイドラインの作成、

店長研修、Ｙ店の店舗作り及び開店準備の実施等会社が開店ま
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でに行う全ての業務の対価として開店準備手数料（１００万円）

を支払うこととされている。また、加盟者は、これらの資金と

は別に、初年度の資本として、元入金（１５０万円）を会社に

預託しなければならない。元入金は、商品の仕入代金、両替及

び釣銭用の金銭として使われるものである。 

なお、特に２ＦＣ契約では、加盟希望者の資金不足解消や適

性のある候補者の確保を目的として、上記加盟金及び開店準備

手数料の一部を会社が融資する制度（「２ＦＣ－Ｎ契約時必要

資金一部融資制度」）が設けられている。 

(ｲ) また、本件フランチャイズ契約上、加盟者は、Ｙ店の開店に

当たり、会社の開店指導に従い、従業員を雇用するほか、開店・

営業に関する各種許認可（酒、薬等の商品の販売に関するもの

等）、資格（食品衛生管理者等）、権利（通信用回線の利用の権

利）を自身の責任と負担で取得することが定められている。 

(ｳ) さらに、本件フランチャイズ契約上、会社は、開店準備を円

滑に行うために、状況に応じて、加盟者に代わり、商品の仕入

れ、陳列、販売価格の設定、用度品（レジ袋などの店舗で使用

する消耗品）・備品（事務用机など上記消耗品以外の物品）の購

入と設置、店舗運営に必要な各種取引に関する作業を行うこと

が定められている。 

⑹ Ｙ・システムによる店舗運営 

Ｙ店の開店後、店舗の運営は、加盟者によって、Ｙ・システム

（上記⑵）という同一のシステムと統一的なイメージの下で行わ

れ、一方、会社は、それを可能にするために、加盟者に対し、本

件フランチャイズ契約に従って、加盟者の店舗運営を支援する

（下記４）。 
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⑺ 契約の終了ないし再契約 

ア 契約期間 

(ｱ) 本件フランチャイズ契約の契約期間は、契約形態を問わず、

原則として１０年である。 

 ただし、本件フランチャイズ契約上、契約期間中であっても、

会社と加盟者は、合意の上でいつでも解約することができる。

なお、２ＦＣ契約においてのみ、加盟者が満６５歳に達したと

きに契約が終了するものとされている。 

(ｲ) 本件フランチャイズ契約上、契約期間満了時の１年前から６

か月前までの間において、会社及び加盟者は、契約の取扱いを

協議するものとされ、１年を超えない期間に限り契約期間を延

長することもできる。このような期間延長ないし再契約につい

て合意が成立しない場合には、本件フランチャイズ契約は期間

満了により終了するものとされている。 

イ 契約終了時の措置 

本件フランチャイズ契約が終了した場合、現金決済勘定（下

記４⑶ア）は閉鎖され、会社と加盟者との債権債務関係は、最

終財務報告書において最終的な差引計算がなされ、営業利益残

高（同ウ(ｳ)）があれば、同報告書に記載された清算金の支払に

より最終的に清算される。 

ウ 再契約 

本件フランチャイズ契約の再契約は、会社が定型的に定めた

契約の内容を前提として締結される。 

(ｱ) 再契約について、本件フランチャイズ契約上、「甲（会社）は、

この契約期間中における乙（加盟者）丙（乙の補助者兼連帯保

証人。２ＦＣ契約の場合。）の業績、経営姿勢、この契約の違反
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の有無、甲との協調関係、期間満了時における乙丙の年齢、健

康状態、意欲、適性などを総合的に勘案し、その自由な判断に

より、乙との契約の期間延長、再契約の締結を決定します。」と

規定され、会社が再契約の適否を判断することとされており、

会社の判断の要素の一つには、会社との協調関係が定められて

いる。このため、組合員の中には、会社からの指示、指導や助

言、推奨に従わない場合に、協調性がないとの理由で再契約を

拒否されるのではないかとの不安を抱えている者も存在する

（下記６⑵イ）。 

(ｲ) ２３年度において、再契約された加盟者の店舗数は４５１店

であるのに対し、再契約されなかった加盟者の店舗数は１８６

店で、再契約率は７０．８％であり、２４年度において、再契

約された加盟者の店舗数は５３０店であるのに対し、再契約さ

れなかった加盟者の店舗数は１６９店で再契約率は７５．８％

であった。再契約がなされなかった理由については、収益の低

下、加盟者の健康不安・高齢化等のため、会社が再契約を希望

したものの加盟者が契約終了を希望したという事例と、会社と

加盟者の双方が契約終了を希望したという事例が多いが、加盟

者が再契約を希望したが契約が終了に至ったという事例も少

数ながら存在する（２７年度では２４２件中４件、２８年度で

は２７９件中２件、２９年度は２１４件中０件。なお、会社は、

これらの事例を、協議の結果、契約終了について双方が合意し

たものとして整理している。）。 

４ Ｙ・システムによる店舗の運営 

⑴ 同一のシステムと統一的イメージの下での店舗の運営 
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ア Ｙ・システムにおける会社の役割 

(ｱ) Ｙ・システム（上記３⑵）による店舗運営については、本件

フランチャイズ契約において、会社は、これを支援するものと

されている（同⑹）。 

そこで、会社は、顧客の需要に応じた商品の開発、加盟者が

商品の仕入れに利用するシステムの構築・維持を担うほか、店

舗への集客のために利用者向けのサービス・システムを提供し、

商品の販売促進のための宣伝、店頭キャンペーンの企画・展開

を行っている。 

また、会社は、加盟者に対し、手引（マニュアル）などの貸

与、ＳＶの派遣、コンピュータ・ソフトの提供などの方法によ

り、商品とその仕入先等を推奨し、商品の発注・品揃えを中心

とする売上向上、接客、クリンネス（清掃）、営業費管理、従

業員雇用等について、助言・指導を行うこととなっている（下

記⑵⑷）。 

さらに、会社は、加盟者の業務の効率化等を図るために、①

会社、加盟店及び商品の仕入れ等の相手方企業との間をつなぐ

情報システムや、②会社の物流施設、加盟店及び商品の仕入れ

等の相手方企業の物流施設との間をつなぐ物流システムを構

築し、これらを加盟者に提供するとともに、ＰＯＳシステム機

器等の情報システム機器を加盟者に貸与するものとされてい

る。そして、会社は、上記情報システム等を用いた現金決済勘

定（下記⑶ア）を加盟者に提供することになっている。 

(ｲ) 加えて、本件フランチャイズ契約上、会社は、店舗の運営に

ついて加盟者が守るべき事項があるときは、それを加盟者に指

示することができる。 
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イ Ｙ・システムにおける加盟者の役割 

(ｱ) 一方、加盟者は、本件フランチャイズ契約上、会社の提供す

る助言・指導・推奨、情報・物流システムなどがＹ・システム

の統一、店舗の効率的運営に不可欠なものであることを承諾し、

これに従い、又は活用するものとされている。また、加盟者は、

上記アのとおり店舗の運営について守るべき事項を会社から

指示された場合には、それに従うものとされている。 

(ｲ) また、加盟者には、Ｙの統一的なイメージとシステムの下で

店舗を経営するために、本件フランチャイズ契約上、Ｙ・シス

テムに関して所定の行為が禁止されているほか（上記３⑵ウ）、

主に以下①ないし⑤の義務が規定されている。 

① 店長やマネジャーは、店長研修を受けなければならない。

研修事項は、コンビニエンスストア業態・業界、Ｙ事業、経

営者としての心構え、商品知識、商品の発注、納品、陳列、

販売方法、ＰＯＳレジスター操作、商品の管理、接客、清掃、

売上金などの精算、店舗会計、その他Ｙ店の運営に必要な事

項である（上記３⑸ア）。 

② Ｙ・マークの使用、店舗の外観・内装に関する店舗仕様基

準及び店舗レイアウトに基づく店舗作り（上記３⑸イ）が義

務付けられている。 

③ 原則として、年中無休・２４時間営業が義務付けられ、会

社は、年中無休・２４時間営業を行う加盟者に対して毎月１

０万円の２４時間営業奨励金を支払っている（下記⑵ア(ｱ)）。 

④ 直営店か加盟店かにかかわらず、全てのＹ店は、会社が運

用する情報システムや物流システム（下記⑵イ）によって運

営されており、加盟者には、これらのシステムの使用と現金
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決済勘定（下記⑶ア）の採用が義務付けられている。 

⑤ ユニフォーム及び名札バッジの着用が義務付けられてい

る。さらには、頭髪やアクセサリー等の身だしなみについて

も、禁止事項をまとめた「Ｓ＆ＱＣべからず集」という冊子

（下記⑵ア(ｳ)ｃ）などにより指示されている（同エ、カ(ｲ)

ｅ）。 

⑵ 各店舗の営業 

ア 概要 

(ｱ) 営業時間 

本件フランチャイズ契約上、加盟者は、原則として、加盟店

を年中無休・２４時間営業することが義務付けられ、会社は、

年中無休・２４時間営業を行う加盟者に対して毎月１０万円の

２４時間営業奨励金（下記⑶イ(ｷ)）を支払っている。また、加

盟者が傷害、疾病、冠婚葬祭その他のやむを得ない事由により

一時的に店舗の運営を行うことができないときは、会社が有償

で店舗の運営を代行することがある。 

なお、本件フランチャイズ契約上、会社の承諾を得た場合に

は、１６時間営業（午前７時～午後１１時）を下限とする営業

時間短縮が認められるとの例外規定はあるが、２４時間営業以

外の店舗数は、２４年２月現在で全店舗の約５％である。 

(ｲ) 店舗での業務 

ａ 各店舗の営業の中心をなすのは、商品の発注及び仕入れ、

陳列及び販売、接客、店舗内外の清掃等（下記イないしオ）

を含む販売業務である。 

ｂ 店舗での販売業務は、通常、会社が作成した詳細なマニュ

アルに基づいて処理されている。マニュアルの内容は、会社
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から貸与される「ストアコントローラー」という情報システ

ム機器で確認することができ、また、店舗で提供するサービ

スの拡充に伴って改訂され、改訂に当たっては、会社から加

盟店に通知や説明が行われる。 

ｃ 店舗での販売業務は大きく分けて、①接客など随時行うべ

き業務（随時業務）、②納品、鮮度チェックなど実施時間が決

まっている業務（定時業務）、③品出し・クリンネスなど店舗

の状況に応じて行う業務（変動業務）の３つである。定時業

務には、ロス商品撤去（販売期限チェック、１日６回、２時、

９時、１１時、１６時、１８時、２４時。下記ウ(ｳ)ａ）や温

度チェック（２時、１４時）などＹとして時間が固定されて

いる業務と、納品・検品、精算処理など個店ごとに時間が固

定されている業務がある。変動業務は、主に品出し・顔出し

（商品の陳列に際し、商品のラベルが正面を向くようにして

陳列棚の前面に商品を並べること）、クリンネスなどである。 

会社は、加盟者に対し、これらの業務に応じて、時間帯ご

と・ストアスタッフごとの作業分担を予め決めておくことで

効率的な店舗運営ができるよう、仕事の時間割として「ワー

クスケジュール」を作成することを勧めている（下記カ(ｲ)

ｃ）。 

(ｳ) 会社の指導体制 

ａ 本件団体交渉申入れ当時、会社では、加盟者に提供する店

舗運営上の助言・指導の内容を、「運営本部」（本社）が企画・

開発して、ディストリクトが加盟者に提供する体制であった。

ＳＶは、ディストリクトの下部組織である営業所に所属して、

店舗（直営店を含む）の巡回指導に従事し、平均して７～１
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０店舗を担当していた。 

ｂ ＳＶの業務は、加盟店の営業利益向上を目的とした、運営

コンサルティング業務、経営コンサルタント業務、ＦＣマネ

ジメント業務である。 

これらの業務の一環として、ＳＶは、「個店目標計画」（現

在は「経営プランニングシート」）を加盟者に作成させている。

「個店目標計画」は、主として月次・年次別の売上げや利益

の目標計画を策定するもので、加盟者が、ＳＶから自店の日

商等に関するデータの提供を受け、ＳＶと相談しながら作成

する（ＳＶが案を作成して、加盟者に提案する場合もある。）。

ＳＶは、毎月実績について確認して、助言・指導をしている。 

また、ＳＶは、加盟者に対する経営指導のために店舗を巡

回している。本件フランチャイズ契約上、巡回の頻度は原則

として週２回とされている。ＳＶによる巡回指導は、毎回２

時間から３時間程度かけて行われ、店長が不在の場合でも、

ＳＶは、推奨、助言・指導事項を「店舗間連絡票」に記入し

て店長に伝達し、その内容が実行されたか否かは次の巡回指

導時に確認している。なお、複数店契約（上記３⑶ウ(ｲ)）の

場合には、ＳＶによる巡回指導は、加盟者ではなく、雇用店

長（同イ(ｳ)ｂ）に対して行われることもある。 

ｃ ＳＶによる巡回指導の内容については、会社が、Ｓ（接客

サービス）、Ｑ（商品の品揃え）及びＣ（クリンネス）を意味

する「Ｓ＆ＱＣ」の向上に取り組むことを店舗運営の基本と

していることから、週２回の巡回指導のうち１回は、「Ｓ＆Ｑ

Ｃ点検リスト」（下記⑷ア）と呼ばれる点検項目表に従って、

３４項目の点検が行われており（下記イ(ｴ)ｂ、ウ(ｳ)ａ及び
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エ）、この点検結果は、経営力審査基準（下記⑷イ(ｱ)）に基

づく評価にも反映される仕組みとなっている。 

また、会社は、加盟者に対し、Ｓ＆ＱＣの観点から「べか

らず状態」、「あるべき状態」を示した「Ｓ＆ＱＣべからず集」

を配布するほか、Ｓ＆ＱＣの維持向上を図るために、「ＳＳＴ」

（下記カ(ｲ)ｂ）というストアスタッフの資格制度を活用し

て従業員を育成することを勧めている。 

なお、加盟者の中には、ＳＶによる指導の内容が有益か否

かを判断して、その内容が自身にとって有益な場合に実行す

るという者もいる。 

ｄ 加盟店において本件フランチャイズ契約に反するような

行為がみられた場合、ＳＶは、店舗経営・運営に関する是正

を求める指導を行っている。 

イ 商品の発注・仕入れ 

(ｱ) 商品の仕入れの仕組み 

ａ 商品の仕入れは加盟者が行うが、会社は、加盟者に商品の

仕入れの便宜を提供し、Ｙ・システムの統一、商品の品揃え

の充実を図るため、オリジナル商品の開発（下記(ｵ)ｂ）を行

うとともに、仕入先との間で仕入体制を構築し、商品の仕入

れに関する基本的事項を定める契約（基本契約）を締結して

いる。 

なお、本件フランチャイズ契約上、基本契約では、商品の

範囲、発注方法（発注時間、最低発注数量）、納品時間・方法

などを定めるものとされている。 

ｂ 会社は、加盟者に商品とその仕入先を推奨し、本件フラン

チャイズ契約上、加盟者は、自店取引（下記(ｳ)ｃ）の場合
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を除き、会社の推奨に従うとともに、会社が仕入先と締結し

た基本契約に従うことが定められている。 

なお、加盟者が会社に基本契約の開示を求めたことがあっ

たが、会社は、仕入先に対し守秘義務を負っているなどとし

て、基本契約そのものの開示には応じなかった。 

(ｲ) 商品の発注から納品、仕入代金の支払までの流れ（店舗によ

る発注作業等） 

ａ 商品の発注については、各店舗が、会社から提供された情

報システムとつながっているＰＯＳシステム機器に付属の

コンピュータ（ストアコントローラー）やＳＡＴという店内

携帯端末を利用して作業を行う。そして、各店舗で入力され

た発注データは、会社が管理を委託したサーバー（委託先サ

ーバー）を介して、会社、仕入先及び物流センター（加盟店

向けの商品を配送する共同配送センターで、仕入先が運営し

ている。）に自動的に同時配信される。なお、発注の締切時

刻は、原則として納品前日の１０時（一部の商品は１５時）

である。 

商品の納品については、各店舗まで直接商品を配送する仕

入先もあるが、会社が構築した物流システムを利用する場合、

仕入先は、商品を物流センターに搬入する。そして、物流セ

ンターから各店舗までの配送は、仕入先から会社が委託を受

け、会社から配送業者に再委託されており、店舗ごとに小分

けされた商品が、Ｙのロゴの入ったトラックで配送される。

商品の配送回数は、商品によって異なり、例えば、主力の「米

飯」（おむすび・寿司・弁当）は、朝食、昼食、夕食の販売

に間に合わせるように、１日に３回配送される（朝食は「１
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便」、昼食は「２便」、夕食は「３便」と呼ばれ、配送時間

は地域、店舗などにより異なるが、１便は２２時から翌日４

時までの間、２便は８時から１１時までの間、３便は１４時

から１７時までの間に配送される。）。なお、店舗までの配

送費用は、仕入先が負担しており、会社は負担していない。 

各店舗では、納品された商品のバーコードをＭＡＴという

通信端末でスキャンして検品する。検品結果（仕入データ）

はオンラインで委託先サーバーに送信され、仕入先ごとの商

品の代金を集計した「買掛金勘定内訳表」が、自動的に作成

され、仕入先に送信される。 

このようにして、各店舗からは、主力商品である、弁当、

おむすび、サンドイッチ等の商品を中心に、多品目・少量の

商品が多頻度にわたり発注され、上記物流システムによって

各店舗に納品される。 

ｂ 商品の仕入代金については、商品の仕入れに関する契約が

加盟者と仕入先との間に成立するため、加盟者がこれを負担

する。ただし、代金の支払については、自店取引（下記(ｳ)ｃ）

の場合を除き、会社が、上記「買掛金勘定内訳表」に基づい

て、複数の加盟者の仕入代金を一括して代行し仕入先に支払

うこととなる。そのため、仕入先が加盟者に請求書を発行す

ることはなく、加盟者が直接仕入先に仕入代金を支払うこと

はないが、会社に立替金支払債務を負うこととなる（この立

替金については、下記⑶アのとおり、現金決済勘定の下で毎

月末に一括して決済される。）。 

ｃ 結局、商品の仕入れ等において店舗で行う作業は、会社か

ら貸与された情報システム機器を通じた発注、検品である。
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商品の発注については、会社は、店長研修において、発注業

務を任せることができるストアスタッフの育成を奨励して

おり、ストアスタッフに任せる加盟者もいる。 

(ｳ) 商品の品揃え 

ａ 本件フランチャイズ契約上、会社は、加盟者に対し、商品

や仕入先を推奨しているが（上記(ｱ)ｂ）、さらに、消費動向、

商品の売筋動向、地域市場、店舗の立地特性（客層、客単価、

時間帯別売上高）等を考慮し、商品の発注を中心に、①商品

の標準的品揃え（品目、数量）、②商品の発注精度、③新商品

又は販促活動と連動する商品の導入、④売筋商品の導入、い

わゆる「死筋商品」の排除による商品の改廃、⑤商品の品質、

鮮度管理について、売上向上に関する助言・指導をするもの

とされている。他方、加盟者は、自店取引（下記ｃ）の場合

を除き、商品や仕入先に関する会社の推奨に従うものとされ

ており、さらに、品切れ・品薄による販売機会の喪失が店舗

の売上げの向上に重大な支障を与えることを十分に理解し、

販売機会の喪失に陥らないよう、常時、十分な品目、数量の

商品を陳列・販売し、在庫を維持するものとされている。 

ｂ このような商品や仕入先の推奨は、同一のシステムと統一

的なイメージを確保しながらシステムの最新化を図り、他の

フランチャイズ・チェーンとの競争上の優位性を確保するた

めに行われている。Ｙ店で通常取り扱われる商品は約３，０

００点であるが、会社は、約４，５００点の商品を推奨し、

発注用の機器にそのリストを示しており（以下、この商品を

「推奨商品」という。）、加盟者は、自店で取り扱う商品の大

半をこのリストの中から選択することになる。 
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また、会社は、販売促進のために年間を通じて多数回キャ

ンペーンを企画して、キャンペーンの対象となる新商品等も

推奨しており（下記６⑶ウ(ｱ)、同(ｶ)⑪～⑮、㉓）、新商品の

導入率（２５年３月～２６年２月）は、加盟店全体で６７．

４％（Ａ１店では５５．４％）であった。なお、このようなキ

ャンペーンは、その内容がＹ・システムに沿うものであれば、

加盟者も独自に行うことが可能である。 

 さらに、会社は、品切れになると来店した顧客の期待を大

きく損なうおそれが高いとされる約１，０００点の商品を

「必須品揃え商品」（又は「必須商品」）として「必須品揃導

入確認シート」にリストアップした上で、実際の導入状況を

調査し、品揃えの是正・改善、売上向上についての助言・指

導を行っている（同㉔）。必須商品には、季節商品のほか、仕

入原価が通常の商品よりも安いプライベートブランド商品

（下記(ｵ)）も含まれ、その導入率（２７年２月～６月）は、

加盟店全体で８３％（Ａ１店では５０．９％）であった。 

なお、Ｙ店全店における取扱商品の総売上高（２８年１２

月～２９年１月）のうち、推奨商品は約７８．３％、必須商

品は約１０．０％を占めている。 

ｃ このほかに、加盟者は、推奨外の仕入先から商品を仕入れ

る「自店取引」をすることもできる。この場合、本件フラン

チャイズ契約上、加盟者は、陳列方法、販売価格も含めて事

前に会社に対して書面によって承諾を得る必要があるが、会

社は、Ｙ・システムの統一性の保持、関係諸法令などを考慮

して、正当な理由のないときは承諾を拒んではならないもの

とされている。 
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加盟者の中には自店で販売するのは推奨商品で十分とす

る者もいるが、加盟者が自店取引を申し出た場合、会社は、

衛生上問題がある場合等には認めなかったことはあるが、現

地の産物（青果、地酒など）や地方紙について自店取引を認

めており、自店取引を実施している店舗数は、全店舗の約４

３．５％（２５年１０月）である。例えば、Ａ１店では自店取

引によって地酒を仕入れているが、その売上げは同店全体の

１％に満たない程度である。 

(ｴ) 会社からの助言・指導 

ａ 会社は、「売上データ」（下記(a)）、「マーケティングニュー

ス」（下記(b)）、「商品展開ポイント」（下記(c)）、これに基づ

きＳＶにより店舗ごとに提供される強化商品・販売促進商品

の情報、ＳＶによる個別の発注提案等によって、発注・品揃

えを助言・指導している。 

(a) 「売上データ」は、店舗に対して、ストアコントローラー

及びＳＡＴを介して、毎週送信されているものである。この

「売上データ」には、注文された商品の直近７日間の便別在

庫推移（欠品）、当該店舗における注文された商品と関連する

商品の便別の売上状況・注目度ランク、前年同週同曜日の発

注状況（天候）、直近８日間の日別のイベント・天気・気温、

注文された商品の注目度ランク、各便別の納品・販売・廃棄・

欠品の状況等のデータ、陳列棚ごとの販売状況等が示される。 

(b) 「マーケティングニュース」は、店舗に対して毎週送信さ

れ、その内容は、販売促進商品、セール、キャンペーンの案

内等である。ＳＶは、これに基づいて、店舗の実情に合わせ

て要約した資料を作成し、加盟者に配付し、販売促進商品等
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の発注量を提案している。 

また、入試シーズンに合わせた文房具の値引き販売等季節

に合わせた売筋商品の推奨を行っている。 

(c) 「商品展開ポイント」は、会社が商品政策について半年に

一度作成している内部資料で、商品の類型別の取組み（商品

ごとの特徴、販売戦略、導入スケジュール等）、地区別の取組

みが記載されている。ＳＶは、これに基づいて、店舗の実情

に合わせて要約した資料を作成し、加盟者に配付している。 

(d) これらに加えて、ＳＶは、店舗間連絡票を用いて、商品の

発注・品揃えに関する助言・指導を行っている（下記６⑶ウ

(ｶ)②～⑥、⑪～⑳、㉔）。 

ｂ 会社は、Ｓ＆ＱＣの向上に取り組むことを店舗運営の基本

としており（上記ア(ｳ)ｃ）、Ｑ（商品の品揃え）については、

売場における欠品の有無や売筋商品の品揃え等を経営力審

査基準（下記⑷イ(ｱ)）に基づく評価や「Ｓ＆ＱＣ点検リスト」

による点検の対象としている。Ｓ＆ＱＣべからず集では、自

店ランキングベスト３等の商品、必須商品、キャンペーン対

象商品が品揃えされていない状態は「べからず状態」とされ

ており、会社は、売筋商品はＳＶと情報を共有し毎週確認し、

欠品させず、時間帯に適した数量を陳列すること等を加盟者

に求めている。 

ｃ 加盟者は、自店取引の場合を除き、その店舗で販売する商

品を推奨商品や必須商品から選択することになるが、会社が

決めたキャンペーンの対象となる新商品や割引商品（「売価引

き商品」）、加えて、商品引換券が発行される商品（商品引換

券は、加盟者の意向に関係なくレシートに印字される）につ
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いては、会社から仕入れを求められていた（下記６⑶ウ(ｶ)⑪）。

なお、このようなキャンペーンの対象商品については、会社

が値引き相当分を負担することが多く、加盟者は通常よりも

安く仕入れることができた。 

また、ＳＶは、クリスマスケーキ等の季節商品について、

「クリスマス フライドチキン・・・目標２００本」（同⑫）、

「まるかぶり寿司２日より予約開始・・・目標２００本で頑

張りましょう」（同⑭）、「まるかぶり寿司予約もあとわずかと

なってきました。目標達成まであと少し頑張ってください」

（同⑮）などと販売数・販売金額を販売目標として示すこと

があった。クリスマスケーキや「まるかぶり寿司」（恵方巻）

の販売金額やお中元・お歳暮等のギフト商品の受注が平均以

上の場合には経営力審査基準において評価される仕組みであ

る。なお、経営力審査基準においては、「欠品率」や「最低品

揃率」も評価の対象である（下記⑷イ(ｱ)）。 

ｄ これらの会社からの助言・指導に対しては、加盟者の中に

は、それを実施するか否かを選択するのは加盟者自身である

として、自身の判断（売上予測）に基づいてＳＶの提案に応

じない者もいる。Ａ４店長も、費用対効果の点から同人の店

舗ではおでんを取り扱っておらず、また、キャンペーン商品

の発注量に関するＳⅤの提案に従わないことがあった（下記

６⑶ウ(ｱ)）。 

(ｵ) 新サービスの導入  

 会社は、新サービスがＹのイメージを構成する重要な要素と

認めた場合は、加盟者にその導入を指導している（下記６⑶ウ

(ｲ)）。 
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 例えば、会社は、来店機会を向上させる集客施策として、共

通ポイント制度の「Ｃ４ポイント」に参加し、固定客を作るため

に会員限定の特典を提供する「Ｃ５カード」を導入しており、同

カードの「店当たり会員数」が多いと経営力審査基準（下記⑷

イ(ｱ)）において評価される仕組みをとっている。会社では、Ｃ

４ポイントやＣ５カードの会員の属性情報を、ＰＯＳデータに連

動させることで、「誰が、いつ、何を、何個購入したか」を分析

して、顧客の嗜好に対応した商品開発や品揃えを実現し、売上

向上につなげようとしている。こうして開発されたプライベー

トブランド商品は、必須商品又は推奨商品（上記(ｳ)ｂ）として

加盟者に推奨されている。なお、Ｙ店全店における取扱商品の

総売上高（２８年１２月～２９年１月）のうち、プライベート

ブランド商品は約３５％を占めている。 

ウ 商品の陳列及び販売 

(ｱ) 商品の販売価格 

ａ 本件フランチャイズ契約上、会社は、加盟者に対し、商品

の販売価格について推奨し、加盟者は、会社の推奨とは異な

る販売価格を設定することにつき書面によって承諾を得た

場合を除き、会社の推奨に従うことが定められており、推奨

価格以外で商品を販売する場合（値下げ販売する場合）には、

会社の承諾が必要である。 

ｂ 加盟者は、多くの場合、推奨価格で販売しているが、時期

が過ぎた季節商品、推奨取消商品（売行き不振等の理由によ

り推奨を取り消された商品）等については値下げ販売を行っ

ている。また、販売期限（下記(ｳ)）が設定されている商品に

ついては、販売期限の数時間前から値下げ販売（見切り販売）
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を行っている。見切り販売に際し、売価変更の伝票が切られ

ていない場合には、値下げ分は加盟者が負担することになる。 

加盟者は、ＳＶからの指導に応じて値下げ販売を行う場合

もあり（下記６⑶ウ(ｶ)㉕）、このような場合には、値下げ後

の価格や、値下げ後も売れなかった場合の廃棄時期について

指導を受けることもあった。 

ｃ 会社が推奨するセールの対象商品（上記イ(ｳ)ｂ）について

は、セールの期間中、レジの売上登録に合わせて、その場で

売価引きを行うため、店舗で売価変更をする必要はなく、割

引分は現金決済勘定（下記⑶ア）にて還元される仕組みにな

っている。 

(ｲ) 商品の陳列方法 

ａ 本件フランチャイズ契約上、会社は、加盟者に対し、商品

の陳列方法について推奨し、加盟者は、会社の推奨とは異な

る陳列方法をとることにつき書面によって承諾を得た場合

を除き、会社の推奨に従うことが定められている。 

ｂ 具体的には、会社は、加盟者に対し、「基本イメージチャー

ト」、「陳列台帳」、地域・立地ごとの「棚割表（週次フェース

表）」等によって、商品の陳列方法を推奨している。 

「基本イメージチャート」は、商品のカテゴリー別の配置

（什器の配置を含む。）について、半年に１回作成されるもの

で、ＳＶは、これに基づき、各店舗のチャートを作成し、加

盟者に提案している。また、「陳列台帳」は半年に１回（春夏

用と秋冬用）、「週次フェース表」は毎週、商品発注用の機器

（ストアコントローラやＳＡＴ）を介して加盟者に配信され

ており、各什器における商品の陳列方法（棚割）が記載され
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ている。 

加盟者は、ＳＶと相談した上で、自店の形状、面積に応じ

た陳列方法を実施している。 

ｃ また、会社は、加盟者に対して、店舗内の陳列棚を撮影し

て、是正すべき陳列方法を指摘して詳細にアドバイスを行っ

ている（下記６⑶ウ(ｳ)）。 例えば、組合員が店長を務めるＡ

６店では、ＳＶから、常温で販売するフードパック（レジ前の

台に陳列するパック商品）の陳列について指導があり、その

とおりに陳列したことを示す写真を同ＳＶあてに送信する

よう言われたほか、写真の送信がなければ見切り販売伝票を

受け付けない（この場合、加盟者が見切り販売により発生し

た損失を全て負担することになる。）と言われ、同ＳＶから言

われたとおりにしたことがあった。 

ｄ これらに加えて、ＳＶは、店舗間連絡票を用いて、商品の

陳列方法に関する助言・指導を行っている（下記６⑶ウ(ｶ)⑥

⑰⑱㉒㉕）。なお、会社は、商品の陳列方法を「Ｓ＆ＱＣ点検

リスト」による点検（下記⑷ア）の対象としている。 

(ｳ) 商品の販売期間、廃棄ロス 

ａ 本件フランチャイズ契約上、加盟者は、会社の定める販売

期限を経過した商品の陳列、販売を行ってはならない。実際、

販売期限を経過した商品は、バーコードを読み取れなくなり、

販売することができなくなる。 

なお、会社は、販売期限の管理を、経営力審査基準（下記

⑷イ(ｱ)）に基づく評価や「Ｓ＆ＱＣ点検リスト」（同ア）に

よる点検の対象としており、加盟者に対し、時間を決めて１

日６回の鮮度チェックを実施する等して（上記ア(ｲ)ｃ）、販



- 56 - 

 

売期限内の商品を陳列することを求めている。 

ｂ 商品の発注量の判断は、加盟者や雇用店長等が店舗の特色

や顧客の選好等を踏まえて行っているが、販売期限を経過し

た商品は廃棄することになり、顧客の需要（販売見込み）を

上回る発注により売れ残った商品を廃棄することによる損

失（「廃棄ロス」）が発生すると、その損失は、本件フランチ

ャイズ契約上、加盟者が負担することになる。そのため、営

業費が増大して営業利益が圧迫されるが（下記⑶イ(ｺ)）、顧

客の需要（販売見込み）を下回る発注により商品の販売機会

の喪失に陥ることのないよう、会社は、加盟者に対し、バラ

ンスのとれた発注による廃棄ロスの適正化に努めるべく、助

言・指導を行っている（同オ）。 

(ｴ) 用度品・備品 

本件フランチャイズ契約上、会社は、加盟者に対し、用度品

（レジ袋など店舗で使用する消耗品）・備品（事務用机など上記

消耗品以外の物品）の品目、購入先、設置方法を推奨しており、

加盟者は、Ｙ・イメージの統一を目的として定める用度品・備

品については、自店取引（上記イ(ｳ)ｃ）の場合を除き、会社の

推奨に従うことが定められている。 

エ 接客、クリンネス（清掃） 

会社は、Ｓ＆ＱＣの向上に取り組むことを店舗運営の基本と

しており（上記ア(ｳ)ｃ）、加盟店に対し、Ｑ（商品の品揃え）

に加えて（上記イ，ウ）、Ｓ（接客）及びＣ（クリンネス（清掃））

についても助言・指導をしている。 

例えば、接客については、Ｓ＆ＱＣべからず集（上記ア(ｳ)ｃ）

によって、髪型、服装、表情等の勤務時の身だしなみ（「Ｙ・ル
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ック」）、接客時の言葉遣い、利用客に対する声かけ、袋詰めの

方法、釣銭・レシートの渡し方等について「あるべき状態」を

示している。 

また、床清掃についても同様に、Ｓ＆ＱＣべからず集に「ワ

ークスケジュールに基づいて、時間・担当者を決めて清掃しま

す。」、「セラミックタイル・Ｐタイルで清掃方法が異なります。

自店の床タイプに合わせて清掃方法を確認します。」、「清掃用

具は定期的にメンテナンスを実施します。」などと記されてい

る。 

これらに加えて、ＳＶは、店舗間連絡票を用いて、接客、ク

リンネス（清掃）に関する助言・指導を行っている（下記６⑶

ウ(ｶ)⑦⑨㉑）。 

なお、会社は、接客や清掃を「Ｓ＆ＱＣ点検リスト」（下記⑷

ア）による点検（上記ア(ｳ)ｃ）の対象としている。「Ｓ＆ＱＣ

点検リスト」にある「点検３４項目」のうち１４項目は、クリ

ンネスに関するもので、ＳＶは、毎月、この１４項目について

定められている９４個の達成基準を満たしているか否かを点

検しており、会社は、その結果により加盟店を順位付けして、

加盟店に点検結果と順位を伝えている。 

オ 顧客からの苦情処理 

(ｱ) 紛争処理については、本件フランチャイズ契約上、加盟者は、

従業員、商品の仕入先、納品業者、顧客、地域住民などとの間

で紛争が発生したとき、会社に連絡するとともに、その解決に

当たることとされている。ただし、会社は、Ｙ・イメージを保

持するため必要があると判断するときは、加盟者に代わり、紛

争の処理に当たることができることとされている。 
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このように、加盟者が紛争を処理することになるものの、会

社は、加盟者の求めに応じて、助言・指導をすることもある。 

 実際、Ａ３店で販売された商品に異物が混入していた件につ

いて、会社が製造業者と交渉して、顧客の治療費を製造業者が

負担した例がある。 

(ｲ) 会社にはお客様相談センターが設けられ、顧客からの苦情を

受け付けている。受け付けられた苦情については、ＳＶから加

盟者に伝えられ、ＳＶは、必要に応じて、加盟者に「苦情改善

対策書」や「改善要望書」などを提出させている。 

カ 従業員の雇用・教育、労務管理 

(ｱ) 概要 

加盟者は、店舗内における商品販売及びサービス提供業務の

ため、従業員を雇用しており（上記３⑶イ(ｳ)）、従業員に対し

て給料を支払うほか、加盟者自身又は雇用店長において、従業

員の勤務シフトを決定し、会社が作成したマニュアルを活用し、

その運営方針に則った教育、監督を行っている。なお、本件フ

ランチャイズ契約上、加盟者は、店長、マネジャー、ストアス

タッフの就業時間表を作成し、会社に提出するものとされてい

るが、実際には、会社は、就業時間表の提出を常に求めている

わけではなく、営業費管理について助言・指導する場合（下記

⑶オ）に求めることがあるにとどまる。 

また、加盟者と従業員との雇用契約の締結、就業規則の制定、

給料の支払、社会保険（健康、年金、雇用、労災の各保険）へ

の加入等は、加盟者が処理しており、その際、会社が作成した

マニュアルを参考にすることがある。会社は、加盟者による労

務管理に法令違反があると判断される場合には、是正を指導し
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ている。 

加えて、会社は、「ストアスタッフ給与振込システム」を設け

ており、従業員に対する給料の支払については、加盟者の依頼

に応じて、会社が支払を代行することもある。 

(ｲ) 会社からの助言・指導 

本件フランチャイズ契約において、会社は、加盟者が雇用す

る従業員について、その募集、採用、雇用契約の締結、労働条

件や雇用する従業員の人数、就業体制、就業方法などについて、

加盟者に以下のような助言・指導を行うものとされている。 

ａ 会社は、加盟者に対し、店長研修テキストや「ウェルカム

ブック」などの教育用の教材を提供し、従業員雇用に関する

助言・指導をしている。「ウェルカムブック」は、「ストアス

タッフ就業規則」に定める店舗諸規則集で、新人がポケット

に入れて携行・参照できるように作成されたものである。そ

の記載内容は、店内において守らなければならないルール、

入退店の仕方、手洗いのタイミング等衛生管理、遅刻・欠勤

時の連絡の仕方、ソーシャルメディア利用上の注意、Ｓ＆Ｑ

Ｃ、勤務時の身だしなみ（「Ｙ・ルック」）、接客時の姿勢・笑

顔の作り方、挨拶の言葉遣い、レジ接客の方法、苦情の初期

対応等である。 

ｂ 会社は、「ＳＳＴ」というストアスタッフの資格制度を設け、

店長を経営に専念させることも目的として、加盟者に対し、

ストアスタッフがＳＳＴの資格を取得するよう推奨してい

る。加盟者の中には、店舗運営の基本であるＳ＆ＱＣを高め

るためにはＳＳＴによる従業員の能力向上が最も重要であ

るとして、ＳＳＴを積極的に活用している者もいる。 
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ＳＳＴの資格の種類には、初級、準中級、中級、スタッフ

トレーナー及び上級があり、資格の認定に当たり、中級まで

は会社の営業所長の承認、スタッフトレーナーは地区営業統

括部営業統括部長の承認がそれぞれ必要とされ、店長代行と

して運営全般のマネジメント力を身に付けていることが必

要な「上級」については、会社の営業本部長の承認が必要と

されている。ＳＳＴの資格は、従業員が店舗を辞めてから６

か月から１年で失効するが、この期間内に別のＹ店に勤務し

ても、資格は有効である。 

また、会社では、ＳＳＴで初級以上のストアスタッフを対

象に、Ｓ＆ＱＣを実践して店舗運営力の向上に貢献した者を

表彰する制度を実施している。なお、「ＳＳＴの積極的導入」

は経営力審査基準（下記⑷イ(ｱ)）に基づく評価の対象とされ

ており、ストアスタッフに資格を取得させないと０点と評価

されることになる。 

ｃ  会社は、ストアスタッフの効率的な配置を助言・指導する

際に、ローテーションの見直しを助言・指導することがある。 

また、会社は、加盟店に対し、研修やＳＶによる巡回指導

を介して、時間帯ごと・ストアスタッフごとの作業分担を予

め決めておくことで効率的な店舗運営を行うことができる

よう、仕事の時間割として「ワークスケジュール」を作成す

ることを勧めている。加盟者は、必要に応じて、ワークスケ

ジュールを作成しており、会社が加盟者にワークスケジュー

ルの作成を指導することもある（下記６⑶ウ(ｴ)）。 

ｄ  なお、ＳＶは、店舗を訪問した際に、接客態度が悪いスト

アスタッフを見かけた場合や、レジ回りが乱雑だった場合に
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は、そのストアスタッフに直接指摘する場合もある。 

(ｳ) ストアスタッフに対する独立支援等 

会社では、店舗業務の経験者の加盟推進による質の高い開店

の実現を目的として、店舗の従業員が独立して新たに加盟者と

なる場合にインセンティブを付与する制度があり、加盟金とし

て５０万円を援助し、開店準備手数料を半額免除している。ま

た、この場合、独立する従業員を雇用していた加盟者にも、育

成功労金（雇用店長、雇用マネジャーが独立する場合は１００

万円、ＳＳＴの資格に応じて５０万円）、紹介料（独立者の契約

形態により１３０～１５０万円）が支給される。 

また、会社では、２９年度から、加盟店が雇用するストアス

タッフを、会社が直営店の従業員として雇用する制度が導入さ

れた。 

⑶ 店舗会計 

ア 現金決済勘定 

(ｱ) 現金決済勘定の概要（Ａ勘定とＢ勘定） 

店舗における取引には、店舗ごとに会社の会計とは独立した

店舗会計が設けられている。店舗における商品の仕入れ、販売、

従業員給料等の営業費の支出等の取引は、店舗会計の対象とな

る取引として「Ａ勘定」と呼ばれ、会社は、Ａ勘定に関する会

計処理の結果や加盟者に帰属する資産や負債を示す損益計算

明細書及び貸借対照明細書等の会計書類を作成し、加盟者に提

供している。なお、店舗会計の対象とならない取引は、「Ｂ勘定」

と呼ばれている。 

上記Ａ勘定については、会社及び加盟者は、金銭上の貸借関

係を明らかにして簡易に決済するために、現金決済勘定を開設
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している。現金決済勘定は、店舗の入金・出金、債権・債務の

全てが計上されるもので、開店月から契約の終了月までの間毎

月継続される。 

(ｲ) 店舗での処理 

本件フランチャイズ契約上、加盟者は、毎日、商品の売上金

や手数料収入に当たる金銭（売上金等）から自店取引等により

支払った金銭を控除した金銭を、「本部引渡金」として会社に

送金（売上送金）しなければならない。なお、加盟者は、送金

を怠った場合、送金が完了するまでの間１日当たり１，０００

円の遅滞金を会社に支払わなければならず、会社は、店舗に立

ち入り、加盟者が売上金等を入金・保管するＰＯＳレジスター、

金庫などを管理下に置くことができるものとされている。 

店舗では、毎日午後１時までにレジを締め、午後３時までに

前日の売上げのデータを本部に送信し（プリントアウトしたデ

ータは、レシートや商品引換券・領収書とともに、この処理を

行った当日に本部により回収されることになっている。）、毎日

午後５時までに売上送金しなければならない。売上送金は、ス

トアコンピューターの送金ボタンを押すとともに、現金を店舗

のＡＴＭで送金する方法によって行われる。 

(ｳ) 現金決済勘定の機能 

現金決済勘定（上記(ｱ)）においては、元入金（上記３⑸ウ(ｱ)）、

加盟者が会社に送金した売上金（上記(ｲ)）や、加盟者の会社に

対する債権は、「貸方」として計上され、他方、会社が加盟者に

支払う引出金・配分金（下記ウ(ｱ)(ｲ)）や、会社の加盟者に対

する債権（会社が支払を代行した仕入代金、本部フィー等）は、

「借方」として計上される。（なお、会社の会計上、本部フィー
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は、損益計算書において「加盟店からの収入」として計上され

ているが、「本部引渡金」は、損益計算書には計上されず、貸借

対照表において「預り金」として計上されている。） 

「貸方」と「借方」は、毎月末に一括差引計算され、これに

より、加盟者は、「貸方」の売上送金から「借方」の商品の仕入

代金を支払い、引出金、配分金（３か月ごと）を取得すること

になる。残額は、翌月の現金決済勘定に組み入れられるが、「借

方」が「貸方」を上回るときは、加盟者が会社から融資を受け

ているものとみなし、加盟者の会社に対する借入金（「ＦＣ借入

金」）として、貸借対照明細書上、加盟者の「負債」に計上され

る。他方、「貸方」が「借方」を上回るときは、加盟者が会社に

現金を預けているものとみなし、加盟者の会社に対する貸付金

（「ＦＣ貸付金」）として、貸借対照明細書上、加盟者の「資産」

に計上される。なお、ＦＣ借入金やＦＣ貸付金には、利息（公

定歩合＋年１パーセント）が付される。 

このような現金決済勘定により、会社が代行している仕入代

金の支払を含めて決済の簡便化が図られるとともに、上記自動

融資機能により、加盟者の仕入代金等が売上送金を上回ってい

る場合でも、その不足額を自動的に加盟者に融資する仕組みに

なっており、加盟者は不足額の資金調達を行うことなく店舗運

営に当たることが可能である。他方、会社としては、売上送金

（上記(ｲ)）によって、売上金を安全に管理するとともに、現金

決済勘定によって、加盟者に対する債権を担保することができ

る上、加盟者の店舗会計を正確に認識し、加盟者の経営状態、

不正会計の有無を把握することも可能となっている。 
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イ 加盟者の営業利益の算出方法 

加盟者の営業利益の算出方法をまとめると、次の図のように

なる。 

 
 
 
 

 

 

 

上記の図の内容は、以下のとおりである。 

(ｱ) 商品総売上高 

商品総売上高は、加盟者において、推奨取引、自店取引を問

わず、通常の商品取引に基づき販売した商品の総売上高のこと

である。 

(ｲ) 営業収入 

営業収入とは、加盟者において、切手等の販売を受託する取

引や公共料金の収納等を代行する取引等、商品総売上高（上記

(ｱ)）の対象となる通常の商品取引以外の取引による手数料収

入のことである。 

(ｳ) 売上高 

売上高とは、商品総売上高（上記(ｱ)）と営業収入（上記(ｲ)）

を合算したものである。 
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(ｴ) 売上原価 

売上原価とは、商品の仕入代金等、商品総売上高（上記(ｱ)）

に対する原価のことである。 

なお、商品の仕入代金等は加盟者が負担するが、会社が、推

奨商品の仕入先に対する加盟者の代金支払を代行するため、加

盟者は、仕入先に対して直接代金を支払うことはない。加盟者

は、会社に対して、立替金支払債務を負うこととなる（上記⑵

イ(ｲ)ｂ）。 

(ｵ) 営業総利益 

営業総利益とは、売上高（上記(ｳ)）から売上原価（上記(ｴ)）

を差し引いたものである。 

(ｶ) 本部フィー 

本部フィーとは、加盟者が毎月末日に会社に対して支払うロ

イヤリティのことである。本部フィーは、営業総利益（上記(ｵ)）

に一定の料率（上記３⑶イ(ｲ)）を乗じる方法により算出される。 

(ｷ) ２４時間営業奨励金 

２４時間営業奨励金とは、会社が、年中無休・２４時間営業

を行う加盟者に対して支払う金銭（毎月１０万円）のことであ

る。 

(ｸ) 最低保証金 

最低保証金は、加盟者の営業総利益（上記(ｵ)）から本部フィ

ー（上記(ｶ)）を差し引いた額に２４時間営業奨励金（上記(ｷ)）

を加えた額が基準額（２４時間営業の場合、事業年度当たり２，

０００万円。ただし、２ＦＣ－２０００では１，７００万円。）

に達しないときに、会社が加盟者に支払う金銭のことで、その

不足額に相当する金銭が支払われる。このように最低保証金は
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総収入（下記(ｹ)）の最低保証として支払われるものであること

から、最低保証金が適用された場合でも、営業費（下記(ｺ)）に

よっては営業利益(下記(ｻ))を確保できないこともあり得る。 

最低保証金は、総収入が基準額に達しない月ごとに暫定的に

支払われ（以下、暫定的に支払われた最低保証金を「暫定保証

金」という。）、事業年度の末日（２月末日）や契約の終了日

において、対象期間における総収入が最低保証額を上回ったと

きは、加盟者は、既に支払を受けた全ての暫定保証金を、現金

決済勘定（上記ア(ｱ)）を通じて会社に返還するものとされてい

る。 

なお、加盟者は、最低保証金の適用を受けたときは、会社の

指示する研修を受講し、売上向上策及び営業費管理策を実行し

なければならない。最低保証金の適用対象となった加盟店の数

は、２５年２月末現在で７５０店舗（加盟店全体の約９％）で

ある。 

(ｹ) 総収入 

総収入とは、営業総利益（上記(ｵ)）から本部フィー（上記(ｶ)）

を差し引いたものに、２４時間営業奨励金（上記(ｷ)）及び最低

保証金（上記(ｸ)）を加算したものである。 

(ｺ) 営業費 

営業費とは、従業員（加盟者と同居している親族は除く。）

の給料、法定福利費、従業員募集のための費用、廃棄ロス（上

記⑵ウ(ｳ)ｂ）、用度品代、水道光熱費（２ＦＣ－２０００では

営業費には含まれず会社が負担しており、２ＦＣ－Ｎでは契約

で定められた基準額を超える分を会社が負担する。）、清掃費、

電話料（通信回線利用権の取得代等は除く）、損害保険料等会
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社が店舗の経営に不可欠なものとしてＡ勘定（上記ア(ｱ)）に計

上することを認めた費用のことである。 

このような営業費は、加盟者が総収入から負担する。他方、

店舗経営に関する費用であっても、加盟者の家族に対する給料

等会社がＡ勘定に計上することを認めていない費用について

は、Ｂ勘定（上記ア(ｱ)）として処理され、加盟者が会社から受

領した引出金や配分金（下記ウ(ｱ)(ｲ)）から負担することにな

る。 

なお、店舗では、四半期の利益を確定するために、３か月ご

とに棚卸しを行って、商品の在庫金額を数えて帳簿在庫と実在

庫の差額（「棚卸増減」）を算出する作業が行われている。棚

卸増減は、検品間違い・返品漏れ等の人為的なミス、万引き等

の不正行為により生じるもので、営業費として処理されている。 

(ｻ) 営業利益 

営業利益とは、総収入（上記(ｹ)）から営業費（上記(ｺ)）を

差し引いたものである。 

ウ 会社による加盟者への営業利益等の支払 

加盟者の営業利益は、上記イのとおり算出されるが、営業利

益の原資である売上金等は、加盟者から会社に毎日送金される

ことになっているため（上記ア(ｲ)）、日々の営業利益に相当す

る金銭は、会社が管理することになる。 

加盟者は、契約期間中、会社から、この営業利益を原資とし

て、所定の時期に、一定の計算方法により算出された引出金及

び配分金の支払を受ける。 

引出金、配分金及び営業利益残高の内容は、次のとおりであ

る。 
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(ｱ) 引出金 

引出金とは、毎月２５日に、営業利益を原資として、会社か

ら加盟者に支払われるもので、①１ＦＣ契約では加盟者が会社

と合意した金額が、②２ＦＣ契約では毎月３０万円が、それぞ

れ加盟者が指定する銀行口座に送金する方法により支払われ

る（引出金が営業利益を上回った場合の処理については下記（ｳ）

参照。）。また、正味資産（下記(ｳ)）が１５０万円を下回らない

範囲であれば、加盟者は、契約形態にかかわらず、会社に随時

申請して特別引出金として営業利益を引き出すことも可能で

ある。 

もっとも、引出金は、売上不振、営業費の過剰支出等により、

３か月ごとの棚卸月の末日に正味資産が１５０万円を下回っ

た場合減額され、正味資産が０円以下になった場合には支払わ

れない。例えば、２６年１月の状況をみると、２ＦＣ契約店舗

（３，１９９店）のうち、約９割の店舗には引出金が契約どお

り支払われているが、約１割の店舗では引出金が減額され、引

出金が支払われなかった店舗も約１％あった。 

(ｲ) 配分金 

配分金とは、３か月ごとに実施される棚卸し（上記イ(ｺ)）の

翌月２５日に、営業利益を原資として、会社から加盟者に支払

われるもので、①ＦＣ貸付金（上記ア(ｳ)）があるときはその金

額、また、②ＦＣ借入金（同(ｳ)）があるときには前３か月の営

業利益残高（下記(ｳ)）から一定の計算方法により算出された金

額が、それぞれ加盟者が指定する銀行口座に送金する方法によ

り支払われる。本件フランチャイズ契約上、上記②の場合の配

分金は、加盟者の申出により支払われるものとされている。 
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配分金は、営業利益から引出金を支払った後の金銭から支払

われるべきものと考えられており、売上げが順調に伸び、営業

利益が増加した場合等には、配分金が支払われることとなる。

他方、売上不振、営業費の過剰支出等により営業利益が少額に

なった場合や営業損失が生じた場合等には、配分金は支払われ

ないこととなる。また、加盟者が本件フランチャイズ契約の各

条項に違反したときは、会社は、引出金及び配分金を支払わな

いことができる。 

(ｳ) 営業利益残高 

営業利益のうち引出金、配分金として加盟者に支払われた残

りが営業利益残高である。 

なお、営業利益残高は、店舗における貸借対照明細書におい

て、元入金（上記３⑸ウ(ｱ)）とともに正味資産として計上され

る。正味資産は、毎月末日において、１５０万円以上に保たな

ければならないが、会社は、原則として営業利益の金額のいか

んを問わず、加盟者に引出金を毎月支払うため、引出金が営業

利益を上回ると、その分に相当する金額につき営業利益残高、

正味資産が減少することになる。正味資産が１５０万円を下回

ったときは、加盟者は、下回った金額を追加元入金として会社

に預託しなければならない。 

(ｴ) 住宅家賃助成金及び経営助成金 

会社は、２ＦＣ契約の加盟者に対し、営業利益を原資として

引出金及び配分金を支払うほか、住宅家賃助成金や経営助成金

を支払っている。 

２ＦＣ－Ｎの前身である２ＦＣ－２０００では、会社は、加

盟者が店舗の経営のために、店舗から半径２キロメートル以内
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にある建物を賃借し居住する場合には、住宅家賃助成金を支払

うこととされていたところ、Ａ４店長には月６万円が支給され

ていた。なお、住宅家賃助成金は、店舗会計の対象となる取引

に当たらず、Ｂ勘定（上記ア(ｱ)）として処理されていた。 

２ＦＣ－Ｎでは、住宅家賃助成金はなくなり、経営助成金が

新たに定められた。経営助成金は、加盟者の住居の確保を補助

し、店舗の経営安定化を助成するために、会社が加盟者に支払

うもので、金額は加盟者ごとに決められ、加盟者の住居が賃貸

か自己所有かを問わず、開店月から同月を含めて６０か月間支

払われるものである。なお、「経営助成金」もＢ勘定として処理

されている。 

エ 取引の記帳、会計書類の作成及び納税等 

加盟者は、日々、伝票及びＰＯＳレジスター等を使用して取

引記録を入力する。売上高等を集計し、取引を記帳するのは会

社である。会社は、Ａ勘定（上記ア(ｱ)）に当たる取引記録を仕

訳帳、総勘定元帳に転記し、加盟者の貸借対照明細書、損益計

算明細書（Ａ勘定に関する会計処理の結果を示すもの）を作成

し、毎月加盟者に提出している。 

また、加盟者は、事業主として青色確定申告を行っており、

Ｂ勘定を除いて、この申告に必要なデータは会社が提供してい

る。 

オ 加盟者が自由に使用することができる金銭と、営業利益、営

業費との関係 

上記ウのとおり、加盟者が自由に使用することができる金銭

は引出金及び配分金であるため、その原資である営業利益の変

動に応じて、加盟者が自由に使用することができる金銭も変動
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することになる。また、営業利益は、営業費（特に従業員の給

料、廃棄ロス、棚卸増減）によって金額が変動するため（上記

イ(ｺ)(ｻ)）、売上高が増加しない場合に営業利益を増加させる

には、営業費を削減しなければならないことになる。 

そこで、会社は、毎月作成している損益計算明細書により、

加盟者に営業費の内訳・金額を知らせ、従業員の給料、廃棄ロ

ス（上記⑵ウ(ｳ)ｂ）、棚卸増減（上記イ(ｺ)）の支出状況に問

題のあるときには、ＳＶを通じて「人件費９月７５万ベース→

６５万円」（下記６⑶ウ(ｶ)①）、「毎週日曜までの廃キ原価金額

と、人件費の報告を月曜日にメール、ＴＥＬにてお願いします。」

（同⑧）などと、営業費の支出についても改善を助言・指導し

ている。 

また、特に従業員の給料については、加盟者すなわち店長や

マネジャー自らが就業時間を増やすことにより従業員の雇用

又はその就業時間を減らせば、従業員の給料を削減することが

可能になるため、会社は、店長向け研修等において、人員の適

正配置により人件費を抑制することを推奨している（同(ｳ)）。

なお、会社は、営業費管理について助言・指導するために、加

盟者に対し、就業時間表（上記⑵カ(ｱ)）の提出を求めることが

ある。 

さらに、廃棄ロス（同ウ(ｳ)ｂ）については、加盟者が廃棄ロ

スを削減するために、商品の発注数量、金額を絞り込むことに

よって、商品の販売機会を喪失させ、店舗の来店客数、売上げ

に悪影響を与える場合には、会社は、その旨を加盟者に伝え、

廃棄ロスの適正化に努めるよう助言・指導することもある。 
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カ 加盟店（２ＦＣ契約）の「営業利益」の分布状況 

２４年度（２４年３月１日から２５年２月末日まで）におけ

る、売上高（日額、以下同じ。）と営業利益（年額、以下同じ。）

ごとの加盟店（２ＦＣ契約）の店舗数の分布状況をまとめると、

別表１のとおりとなる。 

別表１によると、営業利益が１，０００万円以下である店舗

数は２，４１９店と全体の約９６％を占め、営業利益が６００

万円以下の店舗数は１，８３２店と全体の７割以上を占めてい

る。他方、売上高に応じた営業利益についてみると、売上高が

７５万円以下の店舗数は２，４２０店と全体の約９６％を占め

るが、７５万円以下の売上高の各階層において営業利益の最頻

値に該当する店舗数が各階層の店舗数に占める割合は、概ね３

割から６割程度という幅がある（例えば、売上高「～４０万円」

について、営業利益の最頻値「～４００万円」に該当するのは

１８０店であり、同階層の全３１３店の約５７．５％を占める

が、売上高「～６０万円」については、営業利益の最頻値「～

８００万円」に該当するのは９０店であり、同階層の全２８２

店の約３１．９％にとどまる。）。 

⑷ 会社による店舗運営力の測定とこれに基づく助言・指導 

ア Ｓ＆ＱＣ点検リスト  

会社では、ＳＶが、３４項目あるＳ＆ＱＣ点検リスト（別紙

１）により、加盟店におけるＳ＆ＱＣの状況を毎週点検し、そ

の結果を加盟者に伝え、Ｓ＆ＱＣの是正・改善・向上につき助

言・指導している（上記４⑵ア(ｳ)ｂｃ、同イ(ｴ)ｂ、同ウ(ｲ)ｄ、

同ウ(ｳ)ａ及び同エ）。 

また、会社は、Ｓ＆ＱＣを実践した加盟店を表彰する制度を
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実施しており、受賞した加盟店の店長の中には「よいお店を作

っていくことが、Ｙ全体のイメージにつながるので、基本のＳ

＆ＱＣに取り組んでいきたい」と述べる者もいる。このように、

Ｓ＆ＱＣを意識した店舗作りを実践している加盟店が「好事例」

として会社が加盟者向けに作成している刊行物（「Ｙ」）で紹介

されている。 

イ 経営力審査基準 

(ｱ) 会社は、各Ｙ店の売上向上とＹ・チェーン全体のブランド力

向上を図る観点から、店舗運営力に係る全店舗共通の指標とし

て経営力審査基準を設定している。そして、これに基づいて、

本件フランチャイズ契約違反、店舗運営のレベル（上記アのＳ

＆ＱＣ点検リストのほか、鮮度管理、欠品率等）、固定客獲得（Ｃ

５カード、承りギフト等）の審査項目を月に１回判定し、その結

果を加盟者に伝え、店舗運営の是正・改善・向上につき助言・

指導している。 

 経営力審査基準においては、本件フランチャイズ契約違反や

正味資産割れ（上記⑶ウ(ｳ)）がないなど、Ｙ店として最低限達

成すべき必須的な基準（第１次審査基準）を満たすと、第２次

審査基準（別紙２）の対象となる。そして、第２次審査基準に

おいて７５点以上の評価を得た加盟者は、顧客から支持される

店舗としてＹ・チェーン全体の信頼向上に寄与する店舗と評価

され、２ＦＣ－Ｎインセンティブ（上記３⑶イ(ｲ)）、１ＦＣ複

数店奨励金制度（同ウ(ｲ)）、ステップアップ制度（同ア）など

各種奨励制度の適用を受けることができる。また、直営店の店

長が加盟支援制度（同⑷ア(ｲ)）の適用を受けようとする場合も、

経営力審査基準において一定の評価を得る必要がある。 
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なお、会社は、１８年１０月に経営力審査基準を導入するに

際して、社内文書において、ディストリクト等に対し、経営力

審査基準は再契約の条件ではないことを加盟者に説明するこ

とが必要である旨通知していた。ただし、経営力審査基準の点

数が低い加盟者の契約期間が満了した場合、会社は、当該加盟

者との話合いの上で、契約期間を１年に限って延長することが

あり（同⑺ア(ｲ)）、この期間内に店舗運営が改善しない場合に

は再契約がされないことがある。 

(ｲ) Ａ２マネジャーの知人のＣ６は、１４年８月から２４年６月ま

で、加盟者としてＹ店を経営していたが、Ｃ６が２１年秋に参加

した会社の研修において、会社従業員から経営力審査基準の点

数を取らなくては再契約できない旨の発言があった。そのとき、

Ｃ６は、同席していた知人の加盟店店長らと、「経営力審査基準

の点を取ることを重視すれば、経費ばかりが増えて、生活でき

なくなる。」といった内容の話をした。 

(ｳ) 会社では、営業所長が、担当地域内で契約期間の満了を控え

た店舗を経営するある加盟者に対し、「再契約に向けた店舗運

営改善提案書」を示したことがあった。同提案書において、会

社は、当該加盟店が経営力審査基準の合格点を達成しておらず、

また、競合比較調査（下記エ）でも劣位にあるなどの状況にあ

ったことから、再契約するに足りる運営状態を満たしていると

判断しづらい状態であるとして、契約期間を６か月延長した上

で、経営力審査基準の合格、競合比較調査結果の改善等５項目

の改善や、再契約に向けた話合いを提案した。なお、この加盟

者は、会社の指導に従って欠品率の改善に努めたりしたが、最

終的には再契約には至らなかった。 
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ウ ミステリーショッピングリサーチ 

会社は、専門の調査会社に依頼して、加盟店のＳ＆ＱＣの状

況につき、ミステリーショッピングという覆面調査を行い、そ

の結果を加盟者に伝え、店舗運営の是正・改善・向上につき助

言・指導している。 

エ 競合比較調査 

会社では、専門の調査員が各店舗を訪れ、ＳＱＣ項目（上記

アのＳ＆ＱＣ点検リストと同じ）に従った店舗の審査・評価を

行っている。 

「競合比較外部調査個店票」には、「入店時に、明るく、元気

な挨拶がはっきり聞こえた」、「会計の最初と最後の挨拶時に気

持ちの良いお辞儀をしていた」、「おむすび商品を選ぶのに十分

と感じた」、「欠品・欠落はなかった」、「商品の前出しはされ、

売場が整頓されていた」、「複合コピー機・ＡＴＭ・Ｙポートと

その周りが、綺麗に清掃・整理がされていた」、「床にゴミや埃

はなく、清掃されていた」などの項目がある。 

オ 各種研修による指導 

会社は、毎月１回弱程度の頻度で、店舗で販売するおでん、

接客レベル向上、ポイントカード会員獲得などをテーマとする

勉強会を主催しており、加盟者に対し、極力出席するよう求め

ている。また、会社は、年２回、店長集会と商品展示会を開催

しており、必ず出席するよう求めている。なお、これらの勉強

会には、直営店の店長も参加していたものもある。 

２９年度には、店長マネジメント研修や新人ストアスタッフ

研修を内容とする「Ｙスクール」が営業所単位で任意参加の方

式で行われた。 
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５ 加盟者が従事する業務 

加盟者は、店長となる場合、従業員を雇用して就業させない限り、

上記４のとおりＹ・システムに則した店舗運営の業務（店舗運営業

務）に自ら従事することになるが、店長となるか否かにかかわらず、

次のような業務（経営判断業務）にも従事する。 

 ① 加盟者は、店舗運営のために従業員を雇用するが（上記４⑵カ）、

従業員の採用や採用後の労働条件（就労場所、給料、労働時間等）

を決定するのは加盟者である。また、加盟者の中には、自身の経

営する店舗数が増えるのに応じて、正社員の採用、給与体系の設

定、店長等の管理職への登用、勤務実績の評価等の人事管理を独

自に行っている者もいる。 

② 加盟者は、自身の事業における財務状況を確認するほか、業績

予測を行っている。 

③ 加盟者は、複数店舗を経営している場合、各店舗を巡回したり、

店長会議を行うなどして、各店舗の運営状況を確認している。ま

た、加盟者の中には、自身の経営する店舗数が増えるのに応じて、

地域ごとに複数店舗を管理する統括責任者を置いて経営の効率

化を図っている者もいる。 

④ 会社は複数店契約を推奨しており（上記３⑶ウ(ｲ)）、加盟者は、

店舗を増やそうとする場合、現地に行くなどして出店候補地が採

算に見合う立地であるか否かを検討し、また、銀行から融資を受

けるなどして必要な資金を調達する。 

６ 本件組合員の状況 

⑴ 組合員と会社との契約締結までの経緯 

ア Ａ４店長（Ａ３店） 

(ｱ) Ａ４店長は、１５年８月２日に会社と本件フランチャイズ契
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約（２ＦＣ－２０００）を結び、Ａ３店の店長となった。 

(ｲ) 上記契約の締結に至るまでの経緯をみると、１５年１月頃に、

加盟希望者を対象に説明会が開催された。Ａ４店長は、会社から、

この説明会には原則として夫婦で出席するよう言われていた

ため、配偶者とともに出席し、「初心者であっても研修などで指

導はしますので、それに従って働けば、問題なく運営ができま

すよ。」、「店には指導員が付きますので、店舗運営で分からない

ことがあれば、開店後も指導します。」等の説明を受けた。 

同店長は、神戸市内で店舗を運営することを希望していたが、

会社から、同市内には空き店舗がないと言われ、姫路市内の候

補店舗（Ａ３店）を紹介された。同年６月頃、同店長は、会社の

担当者と現地を確認し、その店舗を運営することに決めた。 

(ｳ) １５年７月１３日、Ａ４店長は、会社から「事業ガイドライ

ン」を渡された。「事業ガイドライン」は、会社が、加盟希望者

に対して示すもので、店舗の立地環境、経営習熟期間などから、

日商力、売上高を予測し、業績や加盟者が得る金銭のシミュレ

ーションを行ったものである。 

そこには、同店長が当該候補店舗を経営するのに必要な開業

資金とその調達方法の確認内容等についてのデータが記載さ

れており、「初年度収支（生活状況）ガイドライン」の標題で、

収入計６０３万４，０００円、支出計４３２万円（生活費等）

とのシミュレーションや、「標準就業時間表」の標題で、店長及

びマネジャーの就業時間を両者合わせて１日当たり２０時間、

年間休日５２日とした場合の、ストアスタッフ（複数名で合わ

せて１日当たり３２時間勤務）の従業員給料額を例示するデー

タ等が含まれていた。なお、同店長は、会社から、夫婦で２０
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時間ほどストアスタッフに代わって店舗で作業しないと資金

面で運営が困難である旨説明を受けていた。 

また、事業ガイドラインによれば、経営習熟期間中（開店日

の属する月から起算して４か月間）、会社は、Ｙ・システムを徹

底・向上させることを目的とした指導を加盟者に実施するもの

とされていた。 

(ｴ) 事業ガイドラインがＡ４店長に渡されてから約１週間後、契

約書の読み合わせが会社の開発担当者との間で行われたが、こ

の開発担当者は、短時間で契約書を読み上げ、契約の内容につ

いて同店長に要望を聞くなどのことはしなかった。契約書には、

会社は、引出金として月３０万円を毎月２５日に加盟者指定の

銀行預金口座に送金する方法により加盟者に支払うとの規定

や、配分金として棚卸月の末日を基準として翌月２５日に加盟

者指定の銀行預金口座に送金する方法により加盟者に支払う

との規定があった。同店長は、同担当者から、「引出金は給料で、

配分金はボーナスであるというイメージでいてもらいたい。」、

「引出金で生活ができるようにしなければならない。」と説明

された。元サラリーマンの同店長は、この説明は馴染みやすい

と感じ、あとは契約書に押印するだけであると理解した。 

(ｵ) なお、Ａ４店長とその配偶者は、契約締結前に会社から「健康

であることが、加盟＝『フランチャイズ契約締結』の条件」で

あるとして、店長及びマネジャーとして自費で健康診断を受診

して会社所定の健康診断書を提出するよう指示された。 

なお、健康診断実施病院の担当者に宛てた会社の文書には、

「（受診者の）日常業務における支障の有無についてご記入下

さい。」、「日常業務とは、Ｙ店店長業務全般という意味です。１
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日当たり就業時間としては１０時間以上で、週１日程度の休日

が基本となります。就労のほとんどは、店舗内で[接客・発注・

品出し・売上精算・掃除等]を中心としたマネジメントとなりま

す。身体が『健常』であるか否かが、経営上の重要なポイント

となる訳です。」との記載があった。また、同文書には、懸念事

項がある場合は会社に連絡することを依頼する旨が記載され

ていた。 

(ｶ) Ａ４店長は、１５年８月２日、本件フランチャイズ契約を締

結し、同月２９日にＡ３店の営業を開始した。 

同店長は、Ｙ店の経営が唯一の収入源であり、家族もそこか

らの収入のみによって生活している。 

イ Ａ５店長及びＡ２マネジャー（Ａ１店） 

(ｱ) Ａ５店長は、１８年６月２０日に本件フランチャイズ契約（２

ＦＣ－Ｎ）を結び、Ａ１店の店長となった。組合書記長のＡ２マ

ネジャーは、同店長の配偶者であり、同店のマネジャーである。 

(ｲ) Ａ５店長とＡ２マネジャーは、Ｃ７店で働いていた時に知り合

い、１８年３月末に同店が閉店することになったので二人で同

店を運営したい旨を会社に申し入れたが、会社からは、同店は

直営にするか閉店するとして、既に建設されていたＡ１店を再

三勧められた。同年４月中旬、同店長らは、Ａ１店を運営するこ

とを決めたが、同店を担当するエリアマネジャーから、他のコ

ンビニエンスストアを見学して、その結果をレポートにして提

出するよう指示されたため、その指示どおりにレポートを会社

に提出した。また、同店長らは、同年７月中旬以降の開店を強

く希望していたのに対し、会社から同年６月３０日までには開

店してほしいと求められて、同月２０日、契約を締結するに至



- 80 - 

 

った。 

(ｳ) Ａ５店長は、本件フランチャイズ契約の締結に際して、健康

診断書に加えて、定期的に検査を受けること等を約する誓約書

も提出した。 

⑵ 組合員と会社との契約関係 

ア 契約の締結状況 

２９年８月３１日現在、組合員１７名のうち、Ａ２マネジャー

を除くと、９名が個人として本件フランチャイズ契約を締結し

ており、７名が法人の代表者として本件フランチャイズ契約を

締結している。これらの者の経営店舗数、契約形態の内訳は次

表のとおりであり、複数店契約をしている加盟者が４名いる。

また、１ＦＣ契約を締結している者と、２ＦＣ契約を締結して

いる者は、それぞれ８名である。 

契約主体/契約形態 

 

1FCのみ 2FCのみ 1FC・2FC

の双方 

 経営店舗数 

個人 

(９名) 

１店舗 ２名 ５名  

２店舗 ０名 ２名 ０名 

法人 

(７名) 

１店舗 ４名 １名  

２店舗 １名 ０名 ０名 

３店舗 １名 ０名 ０名 

加盟者である組合員１６名のうち１５名は、加盟者個人とし

て又は加盟法人の代表者として、自己が経営するいずれかの店

舗において店長（１３名）又はマネジャー（２名）となってお

り、上記４⑵のとおり、商品の発注及び仕入れ、陳列及び販売、

接客、清掃等の店舗運営に携わっている（残り１名は店長にも
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マネジャーにもなっていない。）。なお、法人契約を締結し、法

人代表者として店長を務めている組合員は、当該法人から役員

報酬を支払われている。この役員報酬額は、会社が決定するも

のではなく、引出金（同⑶ウ(ｱ)）や配分金（同(ｲ)）の額と同

額ではない。     

イ 契約の更新 

会社との協調関係が再契約の判断要素の一つとされている

ため（上記３⑺ウ(ｱ)）、組合員は、会社からの指示、指導や助

言、推奨に従わない場合に、協調性がないとの理由で再契約を

拒否されるのではないかとの不安を抱えている。 

Ａ４店長は、加盟店経営が唯一の収入源で、家族もそこからの

収入のみによって生活しているため、自らの意思に反して契約

が一方的に終了されると「路頭に迷う」ことになり、契約の解

除や更新拒絶が「最も恐ろしいこと」と感じていた。 

Ａ２マネジャーは、会社に再契約について尋ねたところ、「本

部と同じ方向を向いて、前向きに頑張っていたら再契約できま

す。」と言われたことがあったものの、会社から、再契約につい

ての基準や判断について具体的な説明がなされたことはなか

った。 

ウ 契約の更新状況 

(ｱ) Ａ４店長は、２５年７月３１日に本件フランチャイズ契約の

期間が満了するため、同月２３日、２ＦＣ－Ｎで再契約した。

同店長は、再契約に際し、本件フランチャイズ契約を締結した

とき（上記⑴ア(ｵ)）と同様に、健康診断書を提出するよう会社

から指示されたため、健康診断を受診した。 

(ｲ) Ａ５店長は、２８年５月に２ＦＣ－Ｎで再契約した。同店長
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は、再契約に際し、健康診断を受けたところ、「血圧や血液検査

の結果に配慮しつつ業務が必要と思われます」として、日常の

通常業務を行うことへの支障を「有」とされた健康診断書を発

行された。同店長は、この診断書を会社に提出したが、会社か

ら再契約に支障があると言われ、「日常の通常業務を行うこと

への支障」が「無」という内容の診断書を取り直した。その上、

会社から健康管理に気を配り店舗運営に当たる旨記載した差

入書の提出を指示された。 

⑶ 組合員の就業状況 

組合員は、店長１３名とマネジャー３名（Ａ２マネジャーを含

む。）及びいずれでもない加盟者１名であるが（上記⑵ア）、これ

ら組合員の稼働状況としては、組合員により差はあるものの、年

中無休・２４時間営業体制の下で概ね以下のように就業し、店舗

の経営・運営に従事している。 

ア 稼働時間 

組合が、２５年８月４日から同月１０日までの組合員の１週

間の店舗における稼働時間を記録したところ、Ａ４店長は８４

時間、Ａ５店長は４９時間３０分、Ａ７が８４時間３０分であっ

た。 

２４年の就業時間についてみると、同店長は、配偶者と合わ

せて毎月平均５０６時間以上店舗で就業しており、同店長本人

の月平均就業時間は２８７時間を超えている。 

また、店舗運営に必要な総就業時間のうち、加盟者店長が担

っている割合をみると、上記⑵アの組合員のうち、店舗運営業

務に従事する時間が最も長いのは、個人として２ＦＣ契約を締

結して１店舗のみ経営し、当該店舗の店長を務めている場合と
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考えられるが、このような場合、加盟者店長の就業時間数は、

店舗運営に必要な総就業時間数（店長及び全従業員の就業時間

数の合計）の４分の１程度であり、その余の４分の３は、加盟

者の雇用する従業員（平均約１０名）が担っている。 

イ 就業内容 

(ｱ) 組合員は、店長やマネジャーである場合も、従業員の給料等

の営業費を減らして店舗の営業利益を確保するために（上記４

⑶オ）、自らレジ打ち、店舗の清掃、商品の検品・品出し・収納

等、販売期限を経過した商品の廃棄、発注などの作業を行うこ

とがある。また、深夜のシフト中には、店舗内で調理して販売

する揚げ物用の什器（フライヤー）の分解清掃や油交換作業な

どを行うことがある。これらの作業は会社が作成したマニュア

ルに則して行うもので（同⑵ア(ｲ)）、ストアスタッフも行って

いる。店長及びマネジャーは、ストアスタッフが就労している

時間帯にはストアスタッフと共同してこれらの作業を行い、ス

トアスタッフが就労していない時間帯には単独で作業を行っ

ている。 

(ｲ) 例えば、２６年５月頃、Ａ３店では、ストアスタッフを約１５

名雇用し、原則として、Ａ４店長が、毎日午後９時までに入店し、

日曜日、月曜日、水曜日及び木曜日の夜勤業務（午前０時から

午前６時又は午前７時まで）並びに木曜日及び金曜日の準夜勤

業務（午後９時から翌日午前０時まで）は単独で上記業務等に

従事していた。また、Ａ１店では、ストアスタッフを３名雇用し、

概ね、Ａ５店長が、毎日午前１時までに入店し、単独で深夜シフ

ト（午前０時又は午前１時から午前４時ないし午前８時まで）

を担当していた。 
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 そのため、上記２店舗では、常温便（ラーメン、缶詰、瓶詰

等）、定温便（弁当、総菜、パン、日用品）、冷凍便、Ｃ８便（Ｃ

８のみ定温便）、雑誌便（日曜日を除く）の納品に際し、深夜帯

に到着する便については、店長が商品の受領、品出し、収納を

単独で行っていた。なお、Ａ３店では、雑誌便のない日曜日を除

くと１日１０回の納品があり、そのうち２回は上記夜勤業務の

時間帯（午前０時から午前６時又は午前７時までの間）、３回は

準夜勤業務の時間帯（午後９時から翌日午前０時までの間）に

行われていた。 

また、Ａ４店長やＡ５店長は、単独で稼働しているときは、接

客をしながら、接客以外の各種清掃、商品陳列等の店舗業務を

並行して行っており、来客がないときには、事務室で売上げの

精算、給料の計算、割引券や引換券の集計などの作業を行って

いた。 

上記２店舗では、店長が稼働していない時間帯の店舗業務を、

ストアスタッフや、配偶者であるマネジャーにより１名ないし

２名で担当している。また、発注作業をストアスタッフに行わ

せる場合もある。店長が不在の場合には、ストアスタッフがＳ

Ｖの店舗巡回に対応することもある。 

(ｳ) なお、上記⑴アのとおり、「事業ガイドライン」には店長及

びマネジャーによる標準的な就業時間が例示されているとこ

ろ、開店前の研修資料でも、加盟者に対し、店舗での１日の業

務を示す「作業スケジュール表」が交付されている。ただし、

Ａ４店長及びＡ５店長とも自ら、店長としての業務内容、就業時

間を決定しており、会社が店長及びマネジャーの業務内容及び

就業時間を指定しているわけではない。 
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ウ 会社からの助言・指導 

(ｱ) 会社は、加盟者に対し、商品や仕入先を推奨しているが（上

記４⑵イ(ｱ)ｂ）、Ａ３店では、ＳＶと相談しつつ商品発注の内容

を決めており、例えば「おむすび５アイテム１００円セール」

というキャンペーンに際して、Ａ４店長は、ＳＶが提案した発注

量を、ＳＶと話し合って半分以下にしたことがあった。また、

Ａ１店では、キャンペーン商品の発注がなかったために、ＳＶか

ら発注確認の電話を受けたことがあった。 

(ｲ) 会社は、加盟者に対し、新サービスの導入を指導しており（上

記４⑵イ(ｵ)）、２５年９月頃、来客数の増加を企図して、全加

盟店に対し、Ｃ９マイレージ特約店への加盟（加盟に伴う費用の

一部は加盟者が負担する）を提案したことがあったが、Ａ５店長

は、これに応じなかった。 

また、２６年４月頃、会社は、新型のＣ５カードを導入するに

当たり、全加盟店に対して、同カードの利用者に対するポイン

ト付与に要する費用の一部を負担するよう求めたことがあっ

たが、Ａ４店長は、加盟店が費用の一部を負担する理由が説明さ

れていないとして、これに同意しなかった。 

(ｳ) 会社は、加盟者に対し、商品の陳列方法について推奨してお

り（上記４⑵ウ(ｲ)ａ）、Ａ１店に対しては、中食（弁当、おむす

び、サンドイッチ、パン、デザート）以外の商品が少なく、前

出し（商品が棚の前面に出るように陳列をすること）ができて

おらず、棚がガラガラであるとして指導したことがあった。ま

た、同店に対しては、商品の陳列方法に関し、ＳＶが、２週間

にわたって連日棚の写真を撮影して、コメントを付して指導し

たことがあった。 
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(ｴ) 会社は、クリンネス（清掃）に関して、Ｓ＆ＱＣ点検リスト

による点検の対象としており、加盟者に助言・指導をしている

が（上記４⑵エ）、Ａ１店は、人件費を節約するためにストアス

タッフの採用を抑制しており、清掃が行き届かないとして度々

指導されている（下記(ｶ)⑦㉑）。また、同店に対し、会社は、

ワークスケジュール（上記４⑵カ(ｲ)ｃ）が可視化されていない

ために清掃の実施確認ができないとして、ワークスケジュール

を作成し、改善に努めるよう指導したことがあった。 

(ｵ) 会社は、加盟者に対し、営業費の適正支出に関する助言・指

導をしているが（上記４⑶オ）、Ａ３店の売上げが同店の近所に

別のＹ店が開店したことに伴って大幅に減少した際に（下記⑷

ウ）、Ａ４店長に対し、人件費を削減して営業費を圧縮するため

に、同店長とその配偶者であるマネジャーが多く稼働するよう

指導したことがあった。また、会社は、Ａ１店が「一人シフト体

制」を組み続けているとして、Ａ５店長に対し、従業員を増やす

よう指導したことがあった。 

また、会社は、廃棄ロスの適正化を助言・指導しているが（上

記４⑶オ）、Ａ５店長が商品の発注を絞り込んでいることについ

て（下記⑷ア）、商品の販売機会の喪失を防止するよう助言・指

導したことがあった。 

(ｶ) 以上に加えて、Ａ４店長やＡ５店長は、店舗において上記イの

業務を遂行するに当たり、ＳＶから、以下の指導事項を記載し

た店舗間連絡票（上記４⑵ア(ｳ)ｂ）を交付されたことがあった。

店舗間連絡票による指導事項の実施状況については、ＳＶが、

店舗巡回時に確認を行い、再度指導する場合もあった。 

①「人件費９月７５万円ペース→６５万円」（１８年９月１４日） 
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②「スーパードライ鮮度パック１倍お願いします。クオカード

発注５００円の分を１２０枚お願いします。両方発注入れて

おきました。」（１８年９月８日） 

③「来週力を入れるもの スパイシーチキン ワンダモーニン

グショット ３０コ／１日」（１８年９月１４日） 

④「ボージョレ１８本、１８本、１２本、１２本」（１８年９月

２１日） 

⑤「調理パンとスープで３０円引き、主力品を同時に展開」（１

８年９月２２日） 

⑥「おでん火曜日は什器２台体制で フェース表参照し目いっ

ぱい作成してみてください。廃棄は気にせずに」（１８年１０

月５日） 

⑦「フライヤーの機械本体と下の部分、汚れはそうとうなもの

です。改善を今週中にお願いします。・・・お客様の信頼を失

う原因となります。本気で取り組んで下さい。」（１８年１１

月１４日） 

⑧「毎週日曜までの廃キ原価金額と、人件費の報告を月曜日に

メール、ＴＥＬにてお願いします。」（１８年１１月１４日） 

⑨「チェックリストより①マネジャーネクタイ着用 店長ネク

タイゆるみ ②レジ接客時の３項目・・・」（１８年１１月１

６日） 

⑩「雑誌のスノコ撤去、１度いったら撤去して下さい。できな

い理由があるなら言ってください。」（１８年１１月２１日） 

⑪「チキンフェア第一弾 からあげ串⇒１００円→９０円 ホ

ッターズうちの在庫を１０本とし切らさないこと」（１８年

１１月３０日） 
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⑫「クリスマス ２４（日）フライドチキン売り込み・・・Ａ

１店 目標２００本」（１８年１２月６日） 

⑬「クリスマスケーキ 店舗販売分もあると思いますが、５０

０円以下の低価格品の品揃えも忘れずに」（１８年１２月２

１日） 

⑭「まるかぶり寿司２日より予約開始・・・目標２００本で頑

張りましょう。」（１９年１月５日） 

⑮「まるかぶり寿司予約もあとわずかとなってきました。目標

達成まであと少し頑張ってください。」（１９年１月２６日） 

⑯「Ｙチキ、在庫（最低）１０コ」（１９年２月１日） 

⑰「カップアイスケースの上段の棚がまるまる空いています。

ギフトが難しいようであれば、無料雑誌（フリーペーパー）

やカタログの展開をお願いします。」（１９年２月１３日） 

⑱「アイスケースの上さみしいですよ店長」（１９年２月１６日） 

⑲「先週話していましたおにぎりの設定表お持ちしています。

総数と便別の目安書いていますので、金曜日１便分より・・・

発注強化お願いします。」（１９年３月１３日） 

⑳「ダイエットゼリーですが、２アイテムとも導入されていな

いようです。おいしくはないですが、前回も好調に売れてい

た商品ですので、是非明日１０時締めで発注お願いします。」

（１９年６月２５日） 

㉑「駐車場・軒下の汚れが目立ちます。クレームや客数減につ

ながる可能性があるので、清掃時間を作って下さい！！」 

㉒「来週からカードの日特典が変更になります。現在ついてい

るＰＯＰ類は今秋撤去になっていますので、オープンケース

上のシールを含めはずしておきました。」 
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㉓「来週金土で本部企画のおでん７０円セールがあります。展

開をお願いします」 

㉔「必須品揃えでかけている商品の導入実施下さい」（２４年１

１月１６日） 

㉕「調味料は写真どおりに並べましょう（並ばない物は半値処

分→来週末に撤去します）」 

⑷ 組合員の収入状況 

ア ２４年及び２５年におけるＡ１店の日商は４０万円弱で推移

しており、Ａ５店長は、最低保証金（上記４⑶イ(ｸ)）が頻回に

適用されているが、商品の発注と従業員の雇用を絞り込み、２

４年には約３６４万円の引出金及び約５５７万円の配分金を、

２５年には約３７０万円の引出金及び約５４７万円の配分金

を取得している。 

イ ２４年及び２５年におけるＡ３店の日商は４０万円前後で推

移しているところ、Ａ４店長は、２４年には約３６４万円の引出

金及び約１７万円の配分金を取得したが、２５年には、正味資

産が１５０万円を下回り、引出金が減額される月（上記４⑶ウ

(ｱ)）が続いたため、約３４３万円の引出金しか取得できなかっ

た。この期間中は、マネジャーである配偶者が病気で十分に稼

動できないため、従業員給料の削減ができず、営業費が多額と

なっていた。 

 なお、２５年１月、最低保証金（同イ(ｸ)）が同店長に適用さ

れた。また、会社は、Ａ３店の同月３１日現在の正味資産（同ウ

(ｳ)）が１５０万円を下回ったため、同年２月８日付けで、同店

長に対し、「人件費削減の前倒し実施を早急に検討して下さい」

とのコメントを付して、同月２８日までに不足額を入金するよ
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う要請したことがあった。これに対し、同店長は、同日までに

不足額を入金するとともに、会社に対し、売上向上対策（単価

の高い商品の導入等）及び経費削減対策（人件費の削減）を回

答した。 

ウ Ａ３店は、１５年に開店して、当初の売上げが日商３０万円程

度で、２年目の売上げが日商約５５万円に上がったが、その直

後に、同じ道沿いで８００メートル程度しか離れていない場所

に別のＹ店が開店した影響で、売上げが日商３８万円弱まで下

がったことがあった。なお、その別のＹ店は３年で撤退するこ

ととなった。 

７ 組合結成及び団体交渉申入れから本件不当労働行為救済申立て

に至るまでの経過 

組合は、２４年８月２８日に結成され（上記１⑵）、同年９月４日、

会社に対し、組合結成を通知するとともに、「加盟者が再契約を希

望する際に会社が可否を決定する具体的な判断基準について」を議

題とする団体交渉を申し入れた。 

これに対し、会社は、加盟店相談室室長名で、「Ａ３店店長Ａ４」宛

ての同月２１日付けの「ご回答」と題する書面により「当社は、フ

ランチャイズ契約の定めを基本とし、加盟者による異なる事情を勘

案した上で、再契約の判断を行い、加盟者の希望に沿えない場合は、

その加盟者に対し再契約を行わない理由を具体的に明示しており

ます。」、「当社は、必要に応じ、各加盟者との間で契約関係について

の話合いを行い、相互の理解を深める方針をとっておりますので、

もし、加盟者から本件について新たに具体的な提案等がありました

ら、必要に応じ適切な場を設定し、話合いに当たりたいと存じます。」

と回答した。 
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このため、組合は、同年１０月２日付けの団体交渉申入書により、

改めて会社に対し、団体交渉に応じられるかにつき、組合執行委員

長宛てに明確に回答するよう申し入れた。しかし、会社は、常務取

締役常務執行役員運営本部長名で、「Ａ３店店長Ａ４」宛ての同月１８

日付けの「ご回答」と題する書面により、「当社はＸ組合が労組法上

の労働組合に該当するか否か、Ｘ組合との間で団体交渉を行うべき

か否か、といった法的問題について議論する以前に、再契約の基準

のような契約関係について疑義が生じた場合は、フランチャイズ本

部として、個々の加盟者との間で話し合いをもち・・・（中略）・・・

再契約の可否に関する具体的判断基準につきましても、先ず、加盟

者である貴殿との間で話し合いの場を設け、当社の方針をお示しし、

また貴殿のご意見があればこれを賜りたく存じます。」、「当社は、加

盟者である貴殿に上記の判断基準をお示しした後に、貴殿がＸ組合

として団体交渉をお求めのときには、これに応じるか否かについて

ご回答申し上げたい」と回答した。 

組合は、同年１２月５日、東京都労委に対し、会社を被申立人と

して、本件不当労働行為救済申立てを行った。 

 

第４ 当委員会の判断 

１ 加盟者の労組法上の労働者性について 

⑴ 労組法上の労働者性の判断枠組み 

ア 憲法第２８条は、国民の基本的権利の一つとして勤労者の団

結権、団体交渉その他の団体行動をする権利を保障しており、

労組法は、この憲法の権利保障を受けて、「労働者が使用者との

交渉において対等の立場に立つことを促進することにより労

働者の地位を向上させること」を目的として（第１条）労働者
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が労働組合に結集して団体交渉することを助成する諸種の保

護を行っている。 

労組法第３条は、同法により保護される「労働者」を定義す

るものであるが、上記のような労組法の趣旨・目的に加え、「労

働者」を「職業の種類を問わず」、「賃金、給料その他これに準

ずる収入によって生活する者」とする同条の文言に照らせば、

労組法の適用を受ける労働者は、労働契約法や労働基準法上の

労働契約によって労務を供給する者のみならず、労働契約に類

する契約によって労務を供給して収入を得る者で、労働契約下

にある者と同様に使用者との交渉上の対等性を確保するため

に労組法の保護を及ぼすことが必要かつ適切と認められる者

をも含む、と解するのが相当である。 

イ 以上のような基本的理解を前提として、労務供給関係にある

者の労組法上の労働者性については、以下のように解されてき

ている。 

(ｱ) 労務の供給が業務委託等の労働契約以外の契約形式によっ

てなされる者であっても、実質的に、①当該労務供給を行う者

たちが、相手方の事業活動に不可欠な労働力として恒常的に労

務供給を行うなど、いわば相手方の事業組織に組み入れられて

いるといえるか、②当該労務供給契約の全部又は重要部分が、

相手方により一方的・定型的に決定されているか、③当該労務

供給者への報酬が当該労務供給に対する対価ないし同対価に

類似するものとみることができるか、という判断要素に照らし、

団体交渉の保護を及ぼすべき必要性と適切性が認められる場

合には、当該労務供給者は、労組法上、「賃金、給料その他これ
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に準ずる収入によって生活する」労働者に当たるとみるべきで

ある。 

(ｲ) 上記(ｱ)①の「事業組織への組入れ」の判断に関しては、補充

的に、(a)当該労務供給者が相手方からの個別の業務の依頼に

応ずべき関係にあるか、(b)当該労務供給者が労務供給の日時・

場所について拘束を受け、労務供給の態様についても、相手方

の指示ないし広い意味での指揮監督に従って業務に従事して

いるか（この要素は、労働契約法ないし労働基準法上の労働者

におけるものほど強度である必要はない。）、(c)当該労務供給

者が相手方に対して専属的に労務を供給しているか、といった

要素も考慮されている。 

(ｳ) 他方、当該労務供給者が、自己の独立した経営判断でその業

務を差配すること等により利得する機会を恒常的に有するな

ど、事業者性が顕著である場合には、労組法上の労働者性は否

定されることとなる。 

ウ 以上に対し、本件においては、本件フランチャイズ契約を締

結する加盟者が労組法上の労働者に当たるか否かが問題とな

っているところ、本件フランチャイズ契約において、会社は、

加盟者に対し、Ｙ・システム（Ｙ・マークの提供、経営ノウハ

ウの助言・指導等を含む。）の下で、Ｙ店の経営を行うことを許

諾するとともに、同システムを提供するものとされ、他方で加

盟者は、会社に対し、同システムの提供を受ける対価として本

部フィーを支払うものとされており、また、加盟者は独立した

事業者である旨も規定されている（前記第３の３⑴）。ここでは、

会社が加盟者に対して行う助言・指導等が本件フランチャイズ

契約に基づく事業者としての加盟者に対する役務提供という



- 94 - 

 

性格を持つ一方で、加盟者の会社に対する労務供給を直接的に

義務付けるような規定はない。また、加盟者は、原則として加

盟店を年中無休・２４時間営業することが義務付けられ（同４

⑵ア(ｱ)）、それを実現するために他人の労働力を使用すること

が当然に予定されているといえる。 

このように、本件フランチャイズ契約の規定だけをみれば、

会社と加盟者の関係は、フランチャイズ・システムの提供事業

者と、それを利用して店舗を経営する小売事業者との関係にす

ぎないのであって、加盟者が会社に対して労務を供給する関係

にあるとはいえない（なお、加盟者が事業者としての性格を有

していることは、組合も前提としている。）。そのため、本件に

おいては、労務供給関係にある者について示されてきた、上記

イの労組法上の労働者性の判断要素は適用されないのではな

いかが問題となる。 

しかしながら、本件においては、①上記のような本件フラン

チャイズ契約の規定は、会社により一方的・定型的に定められ

たものであり、加盟者が個別交渉により変更する余地はないこ

と（下記⑶参照）、②加盟者は、上記のように会社により一方的・

定型的に定められた契約の下で、加盟店の経営に当たり会社の

助言・指導等を受けており、しかも多くの場合、店長として自

らの店舗において相当時間稼働していること（前記第３の６⑶

ア）、③Ｙ・イメージに基づく内外装や看板、ユニフォームなど

の外観からすると、加盟店は、会社を本部とするＹ・フランチ

ャイズ・チェーンの一店舗となっているように見えること（同

３⑸イ、４⑴イ(ｲ)②⑤）、④会社は同チェーンの本部として、

独自の経営戦略に基づく出店計画や商品開発など、加盟者への
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経営支援にとどまらない事業活動も行い、自らの収益を拡大す

るために加盟者の活動を利用する側面があることが認められ

る。 

これらの事情からすると、本件において、会社と加盟者の関

係を実質的にみた場合、加盟者自身が、会社の事業のために労

務を供給していると評価できる可能性がないとはいえない。し

たがって、本件においても、フランチャイズ関係の特質も踏ま

えつつ、上記イの要素を用いて判断することとし、会社と加盟

者の関係について労務供給関係と評価できる実態があるかと

いう点も含めて検討することが必要である。 

なお、本件で問題となっているのはあくまで組合に所属して

いる加盟者の労組法上の労働者性であることはいうまでもな

いが、当該加盟者と会社との関係がどのような性質のものであ

るかの判断は、当該加盟者以外の加盟者と会社の状況を含めた

フランチャイズ関係の特質を踏まえて行うべきものであるか

ら、以下では、当該加盟者以外の加盟者と会社の状況について

も考慮することとする。 

また、組合員の中には、会社と法人契約を結んでいる者も存

在しており（同３⑶ウ(ｱ)、６⑵ア）、その場合の「加盟者」は

契約上は当該法人であり、組合員は当該法人の代表者である経

営者であるが、組合は、そのような法人経営者も実態上は個人

契約の加盟者と同様に労組法上の「労働者」に該当すると主張

し、両者を特段区別せずに「加盟者」であるとして主張立証を

行っているため、本命令においては、法人経営者についても判

断の対象とし、「加盟者」という用語も、法人経営者を意味する

場合がある。本件フランチャイズ契約の形態に関しても、本件
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組合員には１ＦＣ契約を結んでいる者と２ＦＣ契約を結んで

いる者とがそれぞれ８名ずつ存在するが（同６⑵ア）、組合は、

いずれの契約形態かを問わず労働者性が認められると主張し

ており、以下における判断も、特定の契約形態に限定しないも

のとする。 

⑵ 事業組織への組入れ 

ア 事業組織への組入れの意義 

「事業組織への組入れ」の内容は、加盟者が、会社の事業の

遂行に不可欠な労働力として、その恒常的な確保のために会

社の組織に組み入れられていることを意味するものと解さ

れる。 

そして、本件フランチャイズ契約によれば、加盟者は小売

店を経営する独立した小売事業者である一方で、会社は、加

盟者に対して、Ｙ・システムの利用を許諾するとともに、加

盟店の経営に関する助言・指導等を行い、加盟者が小売事業

によって得た営業総利益を基礎として算定される本部フィ

ーを加盟者から受け取って主要な収益源とする事業者とさ

れていることから、加盟者については、会社の事業遂行のた

めの労働力として事業組織に組み入れられているとは評価

できないようにも考えられる。 

しかしながら、加盟者が実態として独立した小売事業者と

しての性格を失っている場合には、このことは、会社と加盟

者が一体となって事業を行っているものとして「事業組織へ

の組入れ」を認め得る事実となると考えられる。 

そこで、以下においては、まず、加盟者が契約上のみなら

ず実際にも会社から独立した小売事業者といえるか否かに
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ついて検討する。そして、加盟者が事業者としての独立性を

失っていないと判断された場合でも、なお会社の事業組織へ

の組入れが認められることはあり得ることから、事業組織の

組入れに係るその他の事情について判断することとする。 

なお、事業組織への組入れの判断に関しては、以上の点の

判断を踏まえて、上記⑴イ(ｲ)で述べたとおり、業務の依頼に

応ずべき関係、時間的・場所的拘束及び広い意味での指揮監

督、及び専属性の有無や程度についても補充的に検討するこ

ととなるが、これらのうち業務の依頼に応ずべき関係という

判断要素については、一般に、当事者間で基本的な労務供給

に係る契約等が存在する場合に、個別の業務の依頼に応ずべ

き関係があったか否かが問題とされるところ、本件では、当

事者間で基本的な労務供給に係る契約が締結された上で、会

社から加盟者に対して個別の業務が依頼されるといった事

情は認められないので、独立した検討の対象となるものでは

ない。もっとも、組合は、上記判断要素に関して会社から加

盟者に対する店舗運営上の指示を問題としているので、組合

の当該主張については、本件では、時間的・場所的拘束及び

広い意味での指揮監督に関わるものとして検討することと

する。 

イ 本件における加盟者の事業者としての独立性 

そこで、以下では、加盟者は契約上のみならず実際にも会

社から独立した小売事業者であるといえるか否かについて

検討する。まず、加盟者は、Ｙ・システムの下で、コンビニ

エンスストアを経営し、卸売業者から商品を仕入れて消費者

に商品を販売しているところ、店舗を開業するかどうか、法
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人契約とするか個人契約とするか、契約形態として１ＦＣと

するか２ＦＣとするか、単独店舗とするか複数店舗とするか

については、加盟者の意思決定に対して会社が特段の制約を

課していると認めるに足りる証拠はない。 

次に、業務の内容については、加盟者は、店舗経営による

損益が自らに帰属することを前提に、資金の調達や管理、従

業員の募集・採用及び労働条件の決定等、商品の仕入れや販

売方針の決定、といった業務（経営判断業務）を遂行しなけ

ればならないところ（前記第３の５）、この業務は、独立した

小売事業者と評価できるか否かの判断にとって基本的かつ

本質的なものであるため、これらについて、加盟者が小売事

業者としての独立性を持たないといえるかどうかを検討す

る。 

(ｱ) 費用負担や損益の帰属について 

まず、店舗の開設・運営に係る費用負担や損益の帰属につ

いてみると、本件フランチャイズ契約上、契約形態を問わず、

契約締結後、加盟者は、会社に対し、加盟金（５０万円）及

び開店準備手数料（１００万円）を支払うとともに、元入金

(１５０万円)を預託しなければならない（前記第３の３⑸ウ

(ｱ)）。開店に際し、加盟者が自己資金で店舗物件を調達し、

建物の内装工事以外の店舗投資を行うのは全加盟店の約１

６％（１ＦＣ-Ａ,Ｂ）で、建物の内装工事を行うのは全加盟

店の約５１％（１ＦＣ-Ａ,Ｃ）であり（同⑶ア,イ(ｱ)）、加盟

者の過半数は、開店の際に、上記の加盟金等に加えて、店舗

投資等のために相当額の費用を負担している。２ＦＣ契約

（全加盟店の約４４％）の場合は、会社が店舗物件の調達や
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店舗投資を行っているが（同⑸イ）、加盟者はその場合、会社

が費用を負担した店舗投資等の対価を含む本部フィーを、開

業後、会社に支払い続けることにより（同⑶ア,イ(ｲ)）、実質

的には店舗投資等の費用を負担しているとみることができ

る。 

また、店舗の運営に当たって、加盟店で販売する商品の仕

入代金は、会社ではなく加盟者が負担しており（同４⑵イ(ｲ)

ｂ）、従業員の給料などの「営業費」その他の店舗運営に際し

ての費用についても、加盟者が基本的に全額負担している

（同⑶イ(ｹ)(ｺ)）。 

次に、加盟者は、商品の売上代金を含めた店舗運営による

総収入から営業費を差し引いた営業利益を原資として引出

金、配分金を得ることができる一方で、顧客数や販売量の減

少等により営業利益が確保できなければ、引出金、配分金は

得られない仕組みになっている（同ウ(ｱ)(ｲ)）ため、商品を

仕入れて販売することにより得られた利益は加盟者に帰属

するとみることができる。 

他方、加盟者は、加盟店の営業総利益を基礎とする本部フ

ィーを会社に支払わなければならないところ（同イ(ｶ)）、店

舗で販売される商品の仕入代金等の費用は加盟者が負担す

る仕組みとなっているため（同⑵イ(ｲ)ｂ）、本部フィーの支

払いにより会社が得る利益は、加盟店で商品を仕入れて販売

することにより得られた利益としての性格を持つとはいえ

ず、同利益が会社に帰属するものということはできない。 

なお、会社は、総収入が基準額に達しない加盟者に対して

最低保証金を支払う場合があるが、最低保証金は、暫定的に
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支払われるもので、事業年度末日や契約終了時に清算される

ことになっていることからすれば（同⑶イ(ｸ)）、加盟者の事

業における損失を会社が負担しているとはいえない。また、

組合は、合意解約の場合に加盟者に負債が残らないことがほ

とんどであると主張するが（前記第２の１⑵カ(ｵ)）、それだ

けでは、加盟者の事業における損失が会社に帰属していると

はいえない。 

(ｲ) 資金の調達・管理について 

次に、加盟者の資金の調達や管理についてみると、資金調

達については、現金決済勘定の下で、仕入代金が売上金を上

回っている場合でも不足分が自動的に会社から融資される

点（前記第３の４⑶ア(ｳ)）及び新規開店の際に会社が店舗調

達等の費用を当初負担する場合がある点（上記(ｱ)）を除けば、

加盟者が自らの判断により資金調達を行っており、会社が関

与することはない。 

他方、加盟店の資金管理については、加盟者が売上金を会

社に送金しなければならないことや利益の引出し方法につ

いて制約があることからすれば（前記第３の４⑶ア(ｲ),ウ）、

会社が加盟者の資金を管理している側面はあるといえる。し

かしながら、売上金を送金することは、現金決済勘定による

決済の原資を提供するために必要なことであり、現金決済勘

定は、加盟者の資金管理の簡便化に寄与するとともに、上記

の自動融資機能という便益をもたらす等の点で、フランチャ

イズ・システムの一つのメリットであって、加盟者自らがそ

の便益を認識した上で会社に資金管理を委託した結果とい

えるものであり、また、加盟店での商品の販売による利益や
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損失が加盟者に帰属しているとの判断（上記(ｱ)）を左右する

ものではない。また、加盟者は、引出金や配分金を定期的に

受け取ることができるほか、会社に対し随時申請して、一定

の条件の下で特別引出金として店舗の営業利益を引き出す

ことができることからすれば（前記第３の４⑶ウ(ｱ)）、上記

のように売上金を会社に送金すること等をもって、事業者と

しての独立性を否定するまでの事情であるとはいえない。 

(ｳ) 従業員の募集・採用及び労働条件の決定等について 

さらに、加盟者が店舗運営を行う際の従業員の募集・採用

及び労働条件の決定等をどのように行い、労働力をどのよう

に活用する立場に立っているかについてみると、本件フラン

チャイズ契約上、加盟者が店長を務めている場合であっても、

店舗運営は、通常の場合、店長だけではなく、マネジャー、

ストアスタッフにより行われており、加盟者は、自らの判断

で必要な従業員を募集・採用し、その労働条件を決定し、賃

金を支払うなど、使用者として諸種の人事管理を行っている

（前記第３の４⑵カ(ｱ))。なお、会社は、加盟者に対し、従

業員との雇用契約書や就業規則のひな形も提供しているが、

これらは、店舗運営を簡便化する支援サービスの一つであっ

て、加盟者がこれらの利用を義務付けられているわけではな

く、人事管理制度の内容やその実施について会社から制約を

受けているものではない。また、会社は、加盟者に対し、ウ

ェルカムブック等の従業員教育用の教材を提供したり、ＳＳ

Ｔという従業員のための資格制度や表彰制度を設けている

が（同(ｲ)）、これらも、店舗運営の簡便化を図り店舗の質を

高めるための支援サービスの一つといえ、加盟者がこれらの
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活用を義務付けられているわけでもないので、従業員の教育

をどのように行うかは加盟者が決定できる事柄である。 

このように、加盟者は、従業員の募集・採用及び労働条件

の決定や人事管理を、自らの判断で行っているということが

できる。 

(ｴ) 販売商品の仕入れ等について 

加盟店における商品の仕入れに関しては、卸売業者との仕

入契約は加盟者が締結しているが、会社は、加盟者に一定の

商品（推奨商品）とその仕入先を推奨し、当該商品の範囲、

代金等に関する基本契約を仕入先との間で締結した上、仕入

代金の支払を代行している。本件フランチャイズ契約上、加

盟店は、自店取引の場合を除いて、推奨商品の販売に当たっ

てはこの基本契約に従うことが求められ、推奨商品の仕入価

格は、加盟者が自由に定めることはできない。また、会社は、

店舗に置くべき必須商品を指定し、加盟店における導入状況

を調査し、品揃えの是正、改善等についての助言・指導を行

っている（前記第３の４⑵イ,ウ）。 

このように、加盟店における商品の仕入れ等について一定

の制約があることは否定できないところであるが、他方で、

会社の提示する推奨商品は約４，５００点に及んでおり、加

盟者はその中から販売する商品（通常は約３，０００点）を

選択することができる。また、発注する商品の数量について

も、必ずしも会社の助言・指導どおりの数量で発注している

わけではなく、現実に、各店舗の実情を考慮した発注がなさ

れている（同イ(ｴ)d、同６⑶ウ(ｱ)、同⑷ア）。さらに、加盟

者は、自店取引も可能であり、全店舗の約４４％で自店取引
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が行われている（同４⑵イ(ｳ)c）。加えて、Ｙ・システムに沿

う内容のものであれば、ＳＶに確認の上で、加盟者が、販売

促進のために独自のキャンペーンを行うことも可能である

（同 b）。その他、商品の仕入れ等に関するＳＶの助言・指導

に従わなかった場合に、加盟者に直接的な不利益が生じるこ

とを示す事情は認められない（下記エ(ｲ)）。 

なお、推奨商品の販売価格についても、推奨価格以外の価

格設定や自店取引は所定の手続を経なければならないため、

加盟店では、推奨商品は推奨価格で販売されているのが一般

的であるが、他方で、本来であれば加盟者自らが行うべき仕

入先との価格交渉を会社が行い、納品手続・決済等について

も簡便に処理できるように便宜が図られており、これらが全

体としてフランチャイズ・システムの内容をなしていること

に鑑みると、加盟者も、小売事業による損益の帰属者として、

主要なサービスの一つとしてこれらの仕組みを利用するこ

とを含めて、本件フランチャイズ契約を締結することを選択

したとみることが可能である。 

また、加盟店における商品の発注や仕入商品の運搬、仕入

代金の支払等は、会社が運用する情報システムや物流システ

ム、現金決済勘定により行われているが（前記第３の４⑵イ

(ｲ)､⑶ア)、これらのシステムも、加盟店の運営を効率化する

ことを目的とした会社による支援の一環として加盟者に提

供されるものであり、フランチャイズ・システムの持つ便益

の一内容であるといえるものである。 

以上によれば、加盟者は、Ｙ・システムの下で一定の制約

を受けることは否定できないが、自らの判断で、仕入量を決
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めたり、推奨商品をどの範囲で販売するかを選択したり、推

奨商品以外の商品を販売したりしているといえる。 

(ｵ) 店舗の立地の選択について 

会社は、自社の出店戦略に基づき全国的な店舗展開を図っ

ており、ディストリクト（地方組織）の開発担当者が出店候

補地の地主等と交渉を行い、本社で出店審査を行って、出店

の可否を決定しており、この出店審査と並行して、出店候補

地を示して加盟者を募集している（前記第３の３⑷ア(ｱ)）。

実際にも、加盟者が店舗物件を調達する１ＦＣ－Ａ及び１Ｆ

Ｃ－Ｂは全店舗の約１６％にとどまるのに対し、会社が店舗

物件を調達する１ＦＣ－Ｃ及び２ＦＣは全店舗の約８４％

を占め（同⑶ア、イ(ｱ)）、加盟店の多くは、会社が用意した

場所で店舗を経営することを内容とする契約を結んだ上で

営業している。 

しかしながら、会社が出店候補地を示した上で加盟者を募

集しているといっても、加盟者がその出店候補地に納得しな

ければ交渉は成立せず、出店そのものはあくまで加盟者との

交渉を経た上で契約により決定されるものであって、会社が

一方的に決定し得るものではない。 

なお、現地に行くなどして出店候補地が採算に見合うかど

うかを検討している加盟者が存在する一方で（同５④）、会社

に勧められて、必ずしも自身の要望に合わなかった場所で出

店した加盟者の例も認められるが（同６⑴ア(ｲ)、イ(ｲ)）、本

件フランチャイズ契約締結までの経過をみると、会社は、加

盟希望者に対しては事前に、出店候補地の立地調査報告書等

に基づく説明を行っており（同３⑷イ）、会社が提案した場所
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で開業するか否かを検討するための情報を提供している。出

店場所については、このような情報提供がなされた上で、加

盟者は当該提案に同意して契約を締結しているから、会社に

よる出店候補地の提示は、会社の出店戦略に基づいたもので

あったとしても、会社が一方的に店舗の立地を決定している

ものではなく、加盟者は、最終的には、店舗の立地について

自らの判断で選択したものといえる。 

(ｶ) 営業日・営業時間の選択について 

本件フランチャイズ契約上、店舗の営業日や営業時間は、

年中無休・２４時間営業が原則とされており、実態としても、

年中無休・２４時間営業を行う店舗がほとんどである（前記

第３の４⑵ア(ｱ)）。このように、加盟者の経営する店舗の営

業日や営業時間は、Ｙ店の統一的な運営のため、会社が一方

的・定型的に決定しているものということができる。そうす

ると、加盟店の営業日・営業時間については、加盟者が経営

者として自由に選択することはできないというべきである。 

(ｷ) 独立性判断の小括 

以上みてきたとおり、加盟者の店舗経営による利益や損失

は加盟者自身に帰属しており、加盟者は店舗経営に係る費用

を負担し、資金調達、従業員の募集・採用及び労働条件、店

舗の立地等について自らの判断で決定している（上記

(ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｵ)）。 

他方で、店舗の営業日・営業時間については、加盟者が自

由に選択することはできない（同(ｶ)）。また、加盟者には、

資金の管理や推奨商品の仕入価格等に関して一定の制約が

課されており（同(ｴ)）、その点では、通常の小売事業者より
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も裁量の幅が制約されているといえる。しかし、これらの制

約はいずれも、加盟者が自店の経営から生じる損益の帰属主

体であるという上記事実を左右するものではない。すなわち、

加盟者は、本件フランチャイズ契約に基づいて経営判断上一

定の制約を受けている面があるとしても、同契約に基づく利

益を享受している面もあるのであって、これらを前提とした

上で、自らの裁量で経営判断をし損益を帰属させていると評

価することができるものであるから、その実態としても、独

立した小売事業者としての性格を失っているとはいえない。 

ウ 事業組織への組入れに係るその他の事情 

以上のとおり、加盟者は独立した小売事業者としての性格

を失っているとはいえないが、上記のとおり、独立した事業

者であっても、労組法上の労働者に該当することはあり得る

ので、以下では、労働者性の判断要素としての事業組織への

組入れを別個に認め得る事情があるかについて、①会社が実

施する研修・評価等、②店舗の外観・外部への表示、③業務

地域及び営業日・営業時間の割振り、並びに④組合の主張す

るその他の事情に関して検討する。 

(ｱ) 研修・評価等について 

本件フランチャイズ契約上、同契約の締結後、店長及びマ

ネジャーは、Ｙ店の経営や運営に必要な知識を習得するため、

会社が定める内容と方法に従って、店長研修を受講すること

が義務付けられており、この店長研修は、Ｙ・システムの一

環をなすものとされている。同契約上、店長研修を修了しな

かった場合、開店は認められないものとされている（前記第

３の３⑸ア）。 
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しかしながら、そもそも加盟者が店長になることは必ずし

も求められていない上（同⑶イ(ｳ)）、労働者が供給する労務

の質を確保するための研修は通常使用者が費用を負担して

行われるのに対し、本件における店長研修の受講料は開店準

備手数料に含まれており、加盟者が負担するものとされてい

ること（同⑸ウ(ｱ)）に鑑みると、本件における店長研修は、

加盟者が自ら店長とならない場合も含めて、Ｙ・システムの

下で加盟者が経営する店舗の質的水準を確保するために行

われるものということができ、また、店舗経営への支援の一

環としての意味を持つともいえる。そうすると、このような

研修が義務付けられていることをもって、直ちに加盟者が会

社の事業のための労働力として事業組織に組み入れられて

いるとみることは困難というべきである。 

なお、会社は、上記以外にも勉強会や研修会等を行ってい

るが、それらは、上記研修と同様の性質のものか、あるいは

拘束力のないものであるので（同４⑷オ）、上記判断を左右す

るものではない。 

また、会社は、「Ｓ＆ＱＣ点検リスト」という全店舗共通の

指標に基づいて加盟店を評価して、Ｓ＆ＱＣ（接客サービス、

商品の品揃え及び清掃）を実践した加盟店を表彰の対象にす

るほか、Ｓ＆ＱＣの達成度合いを経営力審査基準に基づく評

価に反映させ、同基準に達していない加盟店には各種奨励制

度を適用させないことにしている（同ア，イ）。そのほかに会

社は、競合比較調査等を実施してＳ＆ＱＣ項目に関する評価

を行っている（同エ）。このように、会社は、全店共通の指標

や基準によって加盟店の運営状況を評価し、その上、評価結
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果によって加盟店の取扱いに差を付けることがあるため、加

盟者の店舗運営は評価制度の下で会社に管理されている面

がみられ、また、再契約との関係で、加盟者が評価結果に従

わざるを得ないと感じさせる一定の圧力にもなり得ると考

えられる(下記エ(ｲ))。 

しかしながら、こうした評価制度は、加盟者の労務供給で

はなく各加盟店の運営状況を対象とするものであり、Ｙ・シ

ステムの下で加盟者が経営する店舗の質的水準を確保し、さ

らには向上させるために行われるものということができ、加

盟者に対する研修の義務付けに関する上記判断と同様の評

価をすることができる。 

なお、加盟店における店舗運営に関しては、本件フランチ

ャイズ契約上、会社は、加盟者の商品の仕入先や顧客等との

紛争につき、加盟者に代わり処理に当たることができるが、

これらの紛争処理に当たるのは原則として加盟者であると

されており、会社が紛争処理に当たることができるのは、Ｙ・

システムを保持するために必要があるときであって（前記第

３の４⑵オ）、このような紛争処理への対応の仕方も、Ｙ・シ

ステムの下で経営される店舗の質的水準を確保するための

ものとみることができる。また、会社にはお客様相談センタ

ーが設けられているが、そこでは顧客からの苦情を受け付け

るものの、上記のとおりＹ・システムを保持するために必要

があるときに会社が対応する場合を除き、苦情に対応するの

は加盟者である（同オ）。 

(ｲ) 店舗の外観・外部への表示について 
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加盟者の経営する加盟店には、Ｙ・イメージに基づく内外

装等が施され、看板等に商標が使用されることなどにより、

第三者にもＹ店であることが容易に認識できるようになっ

ている（前記第３の３⑸イ、４⑴イ(ｲ)②）。また、加盟店に

おいて勤務する者は、会社が指定したＹの商標の表示がある

共通のユニフォームや名札バッジを着用することが義務付

けられている（同⑤）。これらのことから、加盟店においては、

第三者に対し、Ｙ・フランチャイズ・チェーンに属するもの

として会社と一体のものと認識されるような外部への表示

がなされていることは明らかである。 

もっとも、このような外部への表示における一体性も、研

修制度と同様、Ｙのブランドイメージの維持やＹ・システム

の統一性を確保するために加盟店の経営の在り方に向けら

れたものというべきであって、小売事業者である加盟者にと

っても便益となり得るものであり、事業者としての店舗運営

への制約とみる余地があり得るとしても、加盟者が会社の事

業のための労働力としてその事業組織に組み入れられてい

ることを直ちに根拠付けるものとはいえない。 

(ｳ) 業務地域及び営業日・営業時間の割振りについて 

上記イ(ｵ)判断のとおり、加盟者は、その店舗の立地につい

ては独立して経営判断をなしうるものであるが、開店した店

舗については、会社は、ディストリクトの下部組織である営

業所に所属するＳＶが加盟店の巡回指導に当たっており（前

記第３の４⑵ア(ｳ)）、会社は地域単位で加盟者への支援等を

行う体制をとっていることが認められる。しかしながら、店

舗の立地について決定するのはあくまで加盟者であること
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からすれば、このような体制がとられているからといって会

社が加盟者の業務を地域的に割り振っているとみることは

できない。  

他方、加盟店の営業日、営業時間については、上記イ(ｶ)判

断のとおり、加盟者が経営者として自由に選択することはで

きないので、会社は、年中無休・２４時間営業体制に加盟店

を組み入れているということができないではない。しかしな

がら、同(ｷ)判断のとおり、店舗の営業日や営業時間を会社が

決めていることは、店舗運営を拘束する面があるとしても、

加盟者は独立した小売事業者であり、また、加盟者が店舗に

おいて業務に従事することは必ずしも義務付けられておら

ず、店舗における従業員の雇用やその就労する時間について

も加盟者が決定していること（下記エ(ｱ)）に鑑みると、必ず

しも会社が加盟者をその事業のための労働力としてその事

業組織に組み入れていることを根拠付け得るものではない

というべきである。 

(ｴ) その他組合の主張に係る事情について 

ａ 組合は、本件フランチャイズ契約上加盟者は店長となる

ことを義務付けられ、実態としても店舗で接客や清掃を始

めとする日々の業務に従事しているとして、加盟者は会社

の事業組織に組み入れられていると主張する（前記第２の

１⑵ア）。 

確かに、加盟者は、原則としては、その経営する店舗の

一つで店長になることとされており（前記第３の３⑶イ

(ｳ)）、加盟者の中には、店長となって、当該店舗における

販売及び接客、商品の在庫点検、発注、陳列、店舗の清掃



- 111 - 

 

等の業務に相当時間従事している例が多く存在する（同６

⑶ア，イ）。 

しかしながら、実際には、加盟者が店長に就任すること

は必ずしも求められていないのであって、２ＦＣ契約の場

合は加盟者が店長に就任することが大部分であるものの、

契約形態全体でみれば、加盟者の少なくとも約２割は店長

になっていない（同３⑶イ(ｳ)）。また、加盟者が店長を務

めているのは全加盟店の約４割にすぎず、残りの加盟店で

は雇用店長が選任されている（同(ｳ)）。そして、加盟者は、

店長となったとしても、販売・接客等の業務に従事する義

務があるわけではなく、店舗において業務を行うとしても、

会社によって就業時間や業務を指定されているわけでは

ない（同６⑶イ(ｳ))。 

年中無休・２４時間営業体制の遵守や収益確保等の観点

から、実際上、加盟者が店長等として店舗での業務に従事

している例が多いことは確かであるが、個人事業主や法人

の代表者においてもそのような例は生じ得ることであり、

加盟者が独立した小売事業者である以上、そのことは、加

盟者が会社の事業のための労働力としてその事業組織に

組み入れられているとの評価に直結するものとはいえな

い。 

なお、組合は、会社が、加盟希望者に対して、本件フラ

ンチャイズ契約の締結に際し、標準就業時間を提示すると

ともに、健康診断の受診を求めている点を指摘するが、こ

れらの対象となる者は、加盟者ではなくあくまで店長やマ

ネジャーである（同３⑶イ(ｳ)、６⑴ア(ｳ)、イ(ｳ)）。その
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ほか、会社が、経営指導の一環として、人件費抑制のため

加盟者自身が販売・接客等の業務に従事するよう助言する

こともあるが（同４⑶オ）、強制に及ぶものではなく、自ら

がどの業務にどの程度従事するか、あるいはその雇用する

従業員を業務に従事させるかを決めるのは加盟者自身で

ある。 

以上によれば、組合の上記主張を採用することはできな

い。 

ｂ また、組合は、加盟者の売上げが会社の収益の中核をな

すとして、それをもって加盟者が会社の事業組織に組み入

れられていると主張しているところ（前記第２の１⑵ア

(ｲ)）、確かに、加盟者が経営する加盟店は、Ｙ店の全店舗

８，７７２店のうち８，３７５店であって、全店舗の約９

５％を占めており、加盟者から会社に支払われる本部フィ

ーが、会社の営業総収入の約６４％を占めている（前記第

３の２、３⑴）。 

この事実から、会社の事業活動にとって加盟者の事業活

動が不可欠なものであるとはいえるとしても、本部フィー

は、加盟者が会社からＹ・システムの利用許諾を受け、そ

の助言・指導等の下で小売事業を営んで得られた売上高か

ら売上原価を控除した営業総利益に一定の料率を乗じた

ものであるから（同４⑶イ(ｶ)）、会社は、加盟者の売上げ

というよりは、加盟者が自らの判断で雇用した従業員によ

る稼働等も含めた加盟者の事業活動の結果得られた収益

の一部を、Ｙ・システムの利用等の対価として得ていると

みるべきである。そうすると、上記事実は、加盟者が会社
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にとってむしろ事業者間取引の相手方であることを示す

ものであり、組合の上記主張を採用することはできない。 

エ 時間的・場所的拘束及び広い意味での指揮監督 

(ｱ) 時間的・場所的拘束について 

まず、加盟者への時間的拘束について検討すると、上記イ

(ｶ)のとおり、本件フランチャイズ契約上、店舗の営業日や営

業時間は、年中無休・２４時間営業が原則とされており、加

盟店の営業日、営業時間は会社が決定しているということが

できる。そうすると、加盟者が店長として業務に従事する場

合、会社が決めた営業日、営業時間を前提としてその業務に

従事せざるを得ない面は認められる。 

しかしながら、上記イ(ｳ)のとおり、多くの場合、加盟者は、

独立した小売事業者として、営業時間の相当部分につきその

雇用する従業員を就労させており、どの従業員にどの程度就

労させるか、また、加盟者自らがどの程度、またはどの時間

帯に就労するかは、店舗の人件費や従業員の就労可能性を考

慮しつつ、加盟者の判断で決定することができる。また、加

盟者の業務は店舗におけるものには限られないことも併せ

考えると、営業時間と加盟者自身が業務に従事する時間が一

致するものでもない。 

上記のとおり、実際上、加盟者が店長等として相当時間店

舗での業務に従事している例が多いことは確かであり、その

ことにより加盟者の私生活等に影響が生じ得ることも想像

に難くないところであるが、以上みてきたところによれば、

店舗の営業日や営業時間を会社が決めていることは、小売事

業者としての加盟者の店舗運営を拘束するものであるとは
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いえても、加盟者の労務供給に対する時間的拘束として評価

すべきものとはいえない。 

次に、場所的拘束についてみると、上記イ(ｵ)のとおり、加

盟者は、その店舗の立地については自らの判断により選択し

ているといえるのであり、加盟者が当該店舗で業務を遂行す

るという事実があるとしても、それをもって加盟者が業務に

従事するに当たり会社から場所的拘束を受けているとはい

えない。 

(ｲ) 広い意味での指揮監督について 

ａ まず、加盟者が従事する経営判断業務については、上記

イで検討したとおり、加盟者は独立した事業者として相当

の裁量をもって小売事業を行っており、また、この面にお

いて推奨の域を超える助言・指導が会社からあったことを

認めるに足りる事情はない。たとえば、推奨商品の発注量

について、加盟者は、組合員の経営する店舗を含め、会社

の助言・指導に必ずしも従っているわけではない（前記第

３の４⑵イ(ｴ)ｄ）。 

ｂ また、加盟者は、本件フランチャイズ契約上は、原則と

して、その経営する店舗の一つで店長となることとされて

おり（前記第３の３⑶イ(ｳ)）、自ら店長となって、商品の

発注、陳列、販売・接客、店舗の清掃、従業員の勤務シフ

トの編成や管理・監督等の店舗運営業務を行う場合も多く

みられるが（同４⑵ア(ｲ)）、実際には、上記ウ(ｴ)のとおり、

加盟者のうち店長となっていない者も相当数存在する。ま

た、店長となって店舗において業務を行う場合でも、どの

ような業務をいつ、どの程度行うかは、加盟者自身が決定
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しており、会社によって就業時間や業務内容を指定されて

いるものではないから、加盟者は、店舗運営業務に従事す

るかどうかについては自ら決定しているといえ、店舗運営

業務を行っているという点で会社の指揮監督下にあると

はいえない。 

ｃ 他方で、加盟者が店舗運営業務に従事する場合の業務遂

行の態様についてみると、加盟店における商品の発注、陳

列及び販売、接客、清掃等の業務については、会社が作成

した詳細なマニュアルに基づいて処理されている。 

また、会社から加盟店に対しては、巡回指導担当者であ

るＳＶが原則として毎週２回派遣され、毎回２時間から３

時間程度かけて指導を行い、週２回の指導のうち１回は、

Ｓ＆ＱＣ点検リストに従って、接客サービス、商品の品揃

え及び清掃に関する計３４項目について点検している（前

記第３の４⑵ア(ｳ)、⑷ア）。その上、会社は、上記Ｓ＆Ｑ

Ｃ点検リストによる点検結果を経営力審査基準に基づく

評価に反映させている（同⑵ア(ｳ)）。 

以上に関し、組合は、会社の助言・指導に応じないと再

契約を拒否されるおそれがある等主張するが（前記第２の

１⑵エ）、再契約の可否については、契約上、会社が協調関

係等も勘案して判断することになっているところ（前記第

３の３⑺ウ(ｱ)）、会社は、再契約をめぐり必要に応じて加

盟者との協議を行っており、再契約に至らなかった例をみ

ると、契約期間を半年延長し、経営の改善状況をみた結果、

最終的には経営状況が改善されていないとして再契約に

至らなかったものであり（同(ｲ)、同４⑷イ(ｳ)）、加盟者が
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会社の助言・指導に従わなかったことを理由に、会社が協

調性に欠けるとして再契約を拒否したと認めるに足りる

証拠はない。また、経営力審査基準も、店舗運営力に係る

全店舗共通の指標として定められたもので、同基準を満た

すことは再契約の条件ではないことを説明することが必

要である旨が社内で通知されており、ＳⅤ等が助言・指導

や再契約についての協議の際に経営状況の評価の指標と

して同基準に言及することがあるとしても、同基準を満た

さないことのみを理由に再契約が拒否されている実態が

あるとまでは認められない。 

その他、会社の助言・指導に従わない場合等に、契約上

ないし事実上何らかの制裁的な措置がなされるといった

直接的な不利益が生じることを示す事情は、加盟者が本件

フランチャイズ契約に違反した場合を別にすれば認めら

れない。実際、加盟者が会社の助言・指導に従わなかった

事例はあるが（同６⑶ウ(ｱ)(ｲ)）、そのことを理由に会社が

何らかの不利益を課したと認めるに足りる証拠はない。な

お、ＳＶの言動等の中には、発注や販売のノルマを指示し

たものと受け止められ得るものや、命令口調ともいえる表

現が用いられているものなど、フランチャイジーに対する

助言・指導として必ずしも適切とはいえず、改善が望まれ

るものも含まれているが、助言・指導の状況を全体として

みると、そうした事例があることを考慮しても、上記の判

断が左右されるものではない。 

ｄ ＳＶの助言・指導の性格が以上のようなものであるとし

ても、加盟者が店舗において店長として店舗運営業務を遂
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行する場合、接客サービス、商品の品揃え及び清掃等に関

しては、事実上ＳＶの助言・指導に従わざるを得ないこと

が多いものとみられる。しかしながら、これらの助言・指

導は、加盟者が店舗において店舗運営業務に従事する場合

のみならず、その従業員を店舗運営業務に従事させる場合

も含めて、店舗における販売業務等の遂行の態様に対して

行われるものであり、そのことが店舗運営に対して制約を

もたらし得るとしても、それは、小売事業者として独立性

を保持している加盟者が行う事業活動としての店舗運営

に関する制約として、事業者間の問題としてみるべきもの

であって、加盟者の労務供給への指揮監督とは性質を異に

するものである。小売店を経営する加盟者として、会社の

助言・指導等に応じない場合に再契約を拒否されるおそれ

があるという圧力を感じるとしてももっともなことでは

あるが、これも交渉力に格差のある事業者間の問題とみざ

るを得ないものである。店舗運営業務のための諸種のマニ

ュアルについても、以上と同様のことがいえる。 

また、ＳＶの助言・指導は、本件フランチャイズ契約に

基づき会社が加盟者に対して義務付けられているＹ・シス

テムの提供の一環として（本件フランチャイズ契約（２Ｆ

Ｃ）第８条第１項、前記第３の３⑵）、加盟者の店舗経営を

支援することを目的として行われるもので、会社が加盟者

に対して負っている契約上の義務の履行としての意味を

も有しており、加盟者はこれを取り入れることにより店舗

経営上の便益を受けることができるものである。そして、

加盟者はこうした形で店舗経営への支援がなされるとい
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う内容も含めて本件フランチャイズ契約を締結したので

あり、事実上会社の助言・指導に従っているとしても、そ

のことにより、加盟者が独立した小売事業者としての性格

を有するという上記判断が左右されるものとはいえず、加

盟者が広い意味でも会社の指揮監督の下に労務を供給し

ているとみることはできない。 

(ｳ) 時間的・場所的拘束及び広い意味での指揮監督の小括 

以上のとおりであるから、加盟者は、その店舗の営業日・

営業時間について会社からの拘束を受けているといえるが、

それをもって加盟者が労務供給についての時間的拘束を受

けているということはできず、場所についても拘束を受けて

いるということはできない。また、店舗運営業務の遂行の態

様についてのＳＶの助言・指導や会社のマニュアルは、本件

フランチャイズ契約に違反する行為に対するものを除いて

は加盟者への拘束力を持つものではないし、加盟者がそれら

に事実上従わざるを得ないことがあるとしても、それは小売

事業者の事業活動としての店舗運営への制約とみるべきも

のであって、広い意味でも、加盟者の労務供給への指揮監督

としての性格を持つものとはいえない。 

オ 専属性 

加盟者は、本件フランチャイズ契約上、当該店舗以外の場

所で他の事業を営むことはできるが、当該店舗で他の事業を

営むことは原則として禁止されており（前記第３の３⑶イ

(ｳ)d）、当該店舗以外の場所でもＹ・システムと類似のシステ

ムで営業活動を行うことはできない（同⑵ウ）。そうすると、

加盟者は、当該店舗以外にコンビニエンスストアを経営しよ
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うとしても、会社以外の他社とフランチャイズ契約を締結す

ることはできないものとみることができる。このように、コ

ンビニエンスストアの経営という観点からみる限りは、会社

と加盟者の間で専属性を否定することはできない。 

しかしながら、以上のような制約は、小売事業者である加

盟者のフランチャイズ・システムを利用した事業活動として

の店舗経営への制約とみられることや、本件においては加盟

者が他の事業を営むことは禁じられておらず、現に他の事業

を営む者も存在することに鑑みると、上記事実を、加盟者が

会社の事業のための労働力として事業組織に組み入れられ

ているといえるかどうかの判断に当たって重視することは

できないというべきである。 

カ 事業組織への組入れに関する小括 

本件においては、加盟者は、小売事業を行うに当たり、自

ら資金を調達するとともに事業の費用を負担しており、また、

損失や利益の帰属主体となり、自らの判断で従業員の雇用や

人事管理等を行うことで他人労働力等を活用し、自ら選択し

た場所でコンビニエンスストアの経営を行っているのであ

って、資金の管理、商品の仕入れ及び営業日・営業時間につ

いて一定の制約はあるものの、なお経営者として相当の裁量

を有する独立した小売事業者としての性格を失っていない

ものである。 

他方で、会社は、加盟店の運営に関し研修や評価の制度等

を設け、Ｙ・チェーンとして会社と一体のものと認識される

ような外部への表示を加盟店に求めているが、これらは、小

売事業者である加盟者の事業活動としての店舗運営への制
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約としての面があるとしても、加盟者が会社の事業のための

労働力としてその組織に組み入れられていることを根拠付

けるものとはいえない。 

次に、加盟者は、会社から時間的・場所的拘束を受けて労

務を供給しているとはいえない上、店舗において店舗運営業

務に従事する際には、実際上マニュアルに従い、ＳＶの助言・

指導を受けてはいるものの、本件フランチャイズ契約に違反

する行為に対するものを除いては、これらに拘束力があると

はいえず、それにより店舗での業務遂行が事実上制約を受け

る面があるとしても、かかる制約は加盟者の事業活動として

の店舗運営への制約とみるべきものであり、加盟者は広い意

味でも会社の指揮監督の下で労務を供給しているとはいえ

ない。そのほか、加盟者は、コンビニエンスストアの経営と

いう面に関する限りでは会社に対する専属性はあるが、本件

においては、そのことを事業組織への組入れの判断において

重視すべきではない。 

これらのことを総合考慮すると、加盟者は、会社の事業活

動に不可欠な労働力として、会社の事業組織に組み入れられ

ていると評価することはできない。 

⑶ 契約内容の一方的・定型的決定 

本件フランチャイズ契約の内容は、会社により定型的に決定

されている（前記第３の３⑴）。そして、契約の締結に際し、特

約を設けることは予定されておらず、加盟希望者は、契約形態

を選べるだけで、会社が用意した定型的な契約書に基づいて、

契約を締結することになる（同⑷イ）。なお、再契約も、会社が

定型的に定めた契約の内容を前提として締結される（同⑺ウ）。 
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したがって、本件フランチャイズ契約の内容は、会社により

一方的かつ定型的に決定されているとみるのが相当である。 

ただし、前述のとおり、加盟者は独立した小売事業者である

ことからすると、本件フランチャイズ契約は、加盟者の労務供

給や労働条件というよりは、加盟者による店舗経営という事業

活動の態様について規定しているとみるのが相当であり、会社

がその内容を一方的に決定していることは、会社と加盟者の間

での事業者としての交渉力の格差を示すものであるとしても、

加盟者の労組法上の労働者性を根拠付けるものとはいえない。 

⑷ 報酬の労務対価性 

ア 報酬としての性格の有無 

本件フランチャイズ契約の主旨は、会社が加盟者に対して、

Ｙ・システムを利用してコンビニエンスストアの経営を行う

権利を与えるとともに店舗経営への支援を行い、加盟者がそ

の対価として金員を支払うことにあるため（前記第３の２）、

そもそも、同契約では、加盟者が契約上の義務を履行し、会

社からその対価として金員を受け取ることは予定されてい

ない。実際にも、会社は加盟者に対して、Ｙ・システムの提

供等の契約内容を履行する一方で、加盟者は会社に対して本

部フィーを支払っている。さらに、加盟者と会社の関係の実

態を踏まえても、上記⑵のとおり、加盟者は独立した小売事

業者であって、その他の事情をみても、会社の事業のための

労働力としてその事業組織に組み入れられているとみるこ

とは困難である上、加盟者は、会社から時間的・場所的に拘

束されて労務を供給しているとはいえず、広い意味で会社の

指揮監督の下で労務を供給しているともいえない。 
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そうすると、加盟者がＹ・システムの一部である会計シス

テムを通じた決済の過程で会社から金員を受領する形がと

られることがあっても、当該金員を加盟者の労務供給に対す

る報酬としての性格を有するものと評価する前提を欠くと

いうべきであって、加盟者が会社から賃金、給料その他これ

に準ずる収入を得ているとはいい難い。 

イ 各金員の性格 

また、本件で問題となる金員の性格をみても、以下のとお

り、本件では報酬の労務対価性を肯定することはできない。 

(ｱ) 売上金管理と引出金・配分金について 

加盟者は、本件フランチャイズ契約上、毎日の売上金を会

社に送金しなければならず、会社は、この売上金を会社とは

独立して店舗ごとに設けた店舗会計において管理している

（前記第３の４⑶ア(ｱ)(ｲ)）。そして、会社は、加盟店の売上

金を原資とする営業利益から引出金及び配分金を加盟者に

送金している（同ウ）。そのため、加盟者にとって、店舗運営

から得られる主な収入は、会社から送金される引出金及び配

分金となる。 

また、会社は加盟者に対し、Ｙ・システムの一環として、

商品の仕入れについて仕入先企業との交渉をせずに、発注を

すれば店舗に商品が配送され、仕入代金も加盟者ではなく会

社が一括して代行して支払うという仕入体制を構築し、加盟

者が会社に送金した売上金は立替払いされた仕入代金と差

引計算するという決済システム（現金決済勘定）を提供して

いる（同ア(ｳ)）。 
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以上のような引出金や配分金は、会社と加盟者との間にお

ける金銭の流れのみに着目すると、外形上、加盟者への報酬

のようにみえる側面がないわけではないが、実際には、加盟

者は、上記決済システムの下で、自ら獲得した営業利益を、

本部フィーを差し引く等の清算を経た上での払戻しを受け

ているにとどまるといえる。また、このような決済システム

も、会社が提供するＹ・システムによる店舗経営の支援の一

つであり、加盟者が売上金を保有しつつ、仕入代金やその他

の経費等の支払を個々に行いながら、会社には本部フィーを

支払うという方式に比べ、より簡便ないし合理的な決済手段

として採用されたものである。なお、このようなシステムは、

会社にとっても、契約の相手方である加盟者の経営状態、不

正会計の有無を正確に把握し、適正かつ確実に本部フィーを

獲得するとともに、加盟者に対する債権を担保するための手

段としての意味を持っているといえる。 

また、加盟者は、多くの場合、店舗において店舗運営業務

に従事しているが、仮にこれを会社に対する労務供給と評価

するとしても、年中無休・２４時間営業を義務付けられてい

る店舗において常に加盟者自身が店舗運営業務に従事して

いるわけではないのであるから、店舗の売上げには、他人労

働力を利用したことによるものも含まれている。加盟者自身

が店舗運営業務に従事している場合でも、引出金の額は、加

盟者が同業務にどれだけ従事したかによって直接的に変動

するものではない。そうすると、売上金を原資として支払わ

れる引出金及び配分金は、仮に何らかの報酬に当たると解し
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ても、加盟者自身が業務に従事することに対する対価と見る

のは適切とはいえない。 

しかも、会社は、法人契約も認めており、組合の組合員に

も法人契約を結んでいる者が存在するが、この場合、法人の

代表者として本件フランチャイズ契約を締結し、店長として

業務に従事している加盟者は、会社ではなく、当該法人から

報酬を受けることになり（同３⑶ウ(ｱ)）、会社との関係では、

さらに報酬の労務対価性は肯定し難くなる。 

加えて、加盟者は、店舗運営業務のほかに、会社に対する

「労務」とはいい難い、事業経営者として独立して行う経営

判断業務にも従事しているが、店舗の売上げは、このような

事業経営者としての業務によっても左右され得ることから

も、売上金を原資とする引出金及び配分金を労務供給の対価

とみることはできない。 

(ｲ) ２４時間営業奨励金・最低保証金等について 

以上の他、会社から加盟者には２４時間営業奨励金や最低

保証金も支払われているが（前記第３の４⑶イ(ｷ)(ｸ)）、２４

時間営業奨励金は、２４時間営業に対する対価とみることが

できても、２４時間営業には他人労働力が不可欠であり、加

盟者が店長になるか否か、あるいは店長として店舗運営業務

に従事する時間の多寡に関わらず、同奨励金が支払われてい

ることからすると、加盟者自身の労務供給の対価とみること

は困難である。 

また、最低保証金は、総収入が基準額に達しない場合に支

払われ、間接的に加盟者の収入を保証するもののようにもみ

えるが、暫定的に支払われるものであり、事業年度末日や契
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約終了時に清算されることになっていることからすると、加

盟者自身の労務供給の対価とみることはできない。 

その他の金員についても、報酬の労務対価性についての上

記判断を左右する事情は認められない。 

ウ 小括 

以上のとおり、加盟者が会社から受領する金員については、

本件フランチャイズ契約の主旨や、加盟者と会社の関係の実

態を踏まえると、加盟者の労務供給に対する報酬としての性

格を有するものと評価する前提を欠くというべきである。ま

た、当該金員の性格をみても報酬の労務対価性を肯定するこ

とはできない。したがって、加盟者が会社から労務供給の対

価として報酬を受け取っているということはできない。 

⑸ 顕著な事業者性 

加盟者が独立した小売事業者であることは既に判断したと

ころであるが、労組法上の労働者性の判断においては、事業者

性が顕著であるかどうかも問題となるので、以下ではこのよう

な観点からの検討を行う。 

ア 事業の形態・規模等 

加盟者は、自身で雇用した従業員と同様に店舗運営業務に

従事する場合が多いが、これと併せて、自身の事業の運営全

体に関し、種々の経営判断業務を行っており（上記⑵イ）、こ

のような事業者としての業務遂行に当たっては、推奨の域を

超える助言・指導が会社からあったとは認められず、基本的

に加盟者自身が判断、決定をしているものと認められる。 

また、会社は、法人契約を推進しているところ、全加盟店

のうち約６割が法人契約によるものであり（前記第３の３⑶
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ウ(ｱ)）、加盟者である組合員１６名の中にも、法人契約を締

結して当該法人から役員報酬を得ている者が７名いる（同６

⑵ア）。このような法人契約においては、加盟者は法人の経営

者としての性格を持ち、このことは、会社から法人化を事実

上強制される等の事情がない限り、加盟者の事業者としての

性格を強め得るものである。 

さらに、会社は、複数店舗を経営する加盟者に対し、本部

フィーの減額や奨励金等の制度を設け、複数店舗の経営を奨

励しているほか、２ＦＣから１ＦＣ（店舗物件の調達や内装

工事等への投資が必要であるが、本部フィーの料率が２ＦＣ

よりも低く設定されている）への移行を奨励するステップア

ップ制度を設けるなどして（同３⑶ウ(ｲ)）、加盟者が経営者

として成長することを支援している。実際に、加盟者の事業

形態、規模をみると、１ＦＣの加盟店は全加盟店の約５５％

を占め（組合員が経営している店舗では全２１店中１１店）、

２店舗以上を経営している加盟者は全加盟者の約４割（組合

員である加盟者では全１６名中４名）であり（同ア,ウ(ｲ)、

６⑵ア）、店長となっていない加盟者も全加盟者の少なくと

も約２割を占める。加盟者は、こうした事業形態の変更や、

開設店舗の立地等の判断を踏まえて店舗数を増やす等の事

業経営上の判断により利益を拡大することもできる。 

イ 店舗経営の側面 

次のとおり、店舗経営の場面においても、加盟者には自己

の独立した経営判断により利得する機会を有するものと認

められる。 
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(ｱ) 商品の仕入れ等について 

加盟店における商品の仕入れについては、上記⑵イ(ｴ)のと

おり一定の制約があることは否定できないが、商品の仕入れ

等は、最終的には店長の判断に委ねられている。 

そうすると、加盟者は、一定の制約はあるものの、仕入量

を決めたり、推奨商品をどの範囲で販売するかを選択したり、

自店取引をしたりすることで、自己の独立した経営判断によ

り利得することが可能であるといえる。 

(ｲ) 従業員の雇用等について 

本件フランチャイズ契約上、加盟者が店長を務めている場

合であっても、店舗運営は、通常の場合、店長だけではなく、

マネジャー、ストアスタッフにより行われており、加盟者は、

従業員を雇用して諸種の人事管理を行っている（前記第３の

４⑵カ(ｱ))。加盟者は、契約上義務付けられている年中無休・

２４時間営業（同ア(ｱ)）を実現するためにやむを得ず他人を

雇用しているという面があったとしても、そのことをもって、

事業者として他人を雇用することにより自己の利益を拡大

するという側面が否定されるわけではない。 

そこで、加盟者による従業員の雇用の実態をみると、加盟

者は、店長として相当時間業務に従事している例もあるが

（同６⑶ア）、店舗の営業時間中、常に従業員とともに業務に

従事しているわけではない。そのため、従業員だけで業務に

従事する時間帯が生じることは避けられず、従業員の中には、

商品の発注を任されている者もいる（同４⑵イ(ｲ)c、６⑶イ

(ｲ)）。 
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また、例えば組合の組合員のうち、個人で２ＦＣ契約を１

店舗のみで締結している加盟者の店舗についてみても、加盟

者自身の就業時間は、店舗運営に必要な就業時間の４分の１

程度で、その余の４分の３は、加盟者の雇用する従業員（店

舗平均約１０名）が担っている（同ア）。 

その上、複数店契約の場合のように加盟者自身が店長とな

らない店舗では、加盟者は、従業員を雇用して店長（雇用店

長）を選任しており、全加盟店の約６割で雇用店長が選任さ

れている（同３⑶イ(ｳ)）。 

そうすると、加盟者が雇用する従業員の業務が、加盟者の

事業運営にとって補助的な範囲にとどまるものということ

はできない。 

そして、加盟者は、上記⑵イ(ｳ)のとおり、雇用店長等の採

用、人事管理等について独立した裁量を有しており、従業員

をどの程度雇用し就労させるか、自ら店舗においてどの程度

稼働するかは、営業利益の確保の観点から加盟者が判断して

いるのであって、加盟者は、かかる判断により自己の利益を

拡大させることが可能である。 

(ｳ) 営業利益の分布状況について 

加盟店（２ＦＣ）の営業利益の分布状況をみると、別表１

のとおり、売上高が同じ水準であっても、それに対応する営

業利益にはばらつきがあることが認められる（前記第３の４

⑶カ）。これは、各加盟者の経営判断によるものと考えられ、

店舗ごとに営業利益を確保する方法が異なることがうかが

われる。例えば、従業員を多く雇うなどして営業費を支出し

ても、売上高を伸ばさなければ営業利益を確保できないが、
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Ａ１店のように、会社から従業員を増やすよう指導されたこ

とがあるにもかかわらず、最初から営業費や商品の仕入れを

絞って、営業利益を確保する店舗もある（同６⑶ウ(ｵ)、⑷ア）。

このように、各店舗とも、営業利益を確保するために、商品

の仕入れや営業費の削減等に関し、店舗の立地を含めた自店

の状況に応じた判断を行っているものということができ、上

記のような営業利益の分布状況も、自己の独立した経営判断

により利得する機会が存在することの現れといえる。 

ウ 小括 

以上のとおり、加盟者は、独立した小売事業者であるとこ

ろ、自身の小売事業の経営全体に関し、法人化、契約形態、

店舗数等に関する経営判断、また、日々の商品の仕入れの工

夫や経費の支出等に関する判断や業務の差配によって、恒常

的に独立した経営判断により利得する機会を有していると

ともに、自らの行う小売事業の費用を負担し、その損失や利

益の帰属主体となり、補助的な範囲のものにとどまらない他

人労働力等を活用して、自らリスクを引き受けて事業を行っ

ているのであって、顕著な事業者性を備えているということ

ができる。 

⑹ 結論 

以上のとおり、本件フランチャイズ契約の内容は、会社によ

って一方的かつ定型的に決定されており、同契約により、加盟

者の小売事業の経営は一定の制約を受けている面が存在する。

このような加盟者と会社の関係をみると、加盟者と会社の間に

は交渉力の格差があることは否定できないというべきである。 
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しかしながら、加盟者は、実際上は店長として稼働する場合

が多いとしても、独立した小売事業者であり、上記のような制

約は店舗の経営に関する事業者間の問題とみるべきであって、

会社による研修や評価制度の存在等の事情を考慮しても、加盟

者が会社の事業のための労働力としてその事業組織に組み入

れられているとはいえない。また、加盟者が会社から時間的・

場所的拘束を受けて労務を供給し、あるいは、広い意味でも会

社の指揮監督の下に労務を供給しているとはいえないことな

どからしても、加盟者は会社の事業の遂行に不可欠な労働力と

して会社の事業組織に組み入れられ、労働契約に類する契約に

よって労務を供給しているとはいえない。さらに、加盟者は、

会社から労務供給の対価として報酬を受け取っているという

ことはできず、他方で、加盟者の事業者性は顕著であると認め

ることができる。 

顕著な事業者性を持つ者であっても、事業の相手方の規模等

によっては、契約内容が一方的に決定されるなどして交渉力の

格差が発生することはあり得るが、そのような交渉力格差は、

使用者と労働者との間の交渉力格差というよりは むしろ、経

済法等の下での問題解決が想定される、事業者間における交渉

力格差とみるべきものである。 

以上のような本件に現れた諸事情を総合考慮すると、本件に

おける加盟者は、労働契約に類する契約によって労務を供給し

て収入を得る者で、労働契約下にある者と同様に使用者との交

渉上の対等性を確保するために労組法の保護を及ぼすことが

必要かつ適切と認められる者として、会社との関係において労

組法上の労働者に当たると評価することはできない。 
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なお、本件における加盟者は、労組法による保護を受けられ

る労働者には当たらないが、上記のとおり会社との交渉力格差

が存在することは否定できないことに鑑みると、その格差に基

づいて生じる問題については、労組法上の団体交渉という法的

な位置付けを持たないものであっても、適切な問題解決の仕組

みの構築やそれに向けた当事者の取組み、とりわけ、会社側に

おける配慮が望まれることを付言する。 

２ 不当労働行為の成否について 

組合は、２４年９月４日及び１０月２日、会社に対し「再契約の

可否に関する具体的基準」を議題とする本件団体交渉申入れを行っ

たが、会社はこれに応じていない（前記第３の７）。 

しかし、上記１のとおり、加盟者は労組法上の労働者には当たら

ないことからすれば、会社が本件団体交渉申入れに応じなかったこ

とは、労組法第７条第２号の団体交渉拒否には当たらない。 

 

以上のとおり、本件再審査申立てには理由があるので、初審救済命令

を取り消し、本件救済申立てを棄却するのが相当である。 

 

 よって、労組法第２５条、第２７条の１７及び第２７条の１２並びに

労働委員会規則第５５条の規定に基づき、主文のとおり命令する。 

 

   平成３１年２月６日 

 

中央労働委員会 

会長   山川 隆一 ㊞ 
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